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(平成28年度当初予算関係)
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*各事業の説明資料の「本年度」の欄は来年度の当初計上額
「前年度」の欄は今年度の6月補正後予算額
「比較」の欄は「本年度J- r前年度Jの額

申トータルコストについて
トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。
あくまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には

一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が 0.0人

役となるものについては、人件費を 0としています。
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議案第 1号

議案説明資料総括表

教育委員会(単位千円)

財 源 内 訳

探 名 本 年 度前 年 度比 較国 庫 起 値そ の 他一般財源
備考

支 出 金

( 般会計)

教育総務課 56， 632， 025 54，907， 187 1， 724， 838 8，975，619 1， 640， 485 46，015，921 
<1. 604， 700> 

教育環境課 5， 024， 302 7， 104，225 ム 2，079， 923 21， 886 1， 637， 000 109，673 3， 255， 743 

小中学校課 197， 305 193， 934 3， 371 40，561 3， 926 152，818 

特別支援教育課 492， 060 533， 055 D. 40， 995 84， 396 672 406， 992 

いじめ・不登校 80，433 73， 697 6，736 22， 279 28 58， 126 
総合対策センター

教育センター 136， 594 176， 813 D. 40，219 1， 991 134， 603 

高等学校課 1，819， 130 1. 470， 286 348， 844 1， 252， 030 14， 840 552， 260 

社会教育課 208， 505 227，281 ム 18，776 1， 156 207， 349 
<29， 200> 

図 書 館 314，540 264， 679 49，861 40， 000 6， 931 267， 609 

人権教育課 817，579 1. 044， 003 D. 226，424 72， 723 80， 125 664， 731 

文 イじ 財 諜 2，255，123 6，510，294 D. 4，255，171 322， 006 1， 232， 308 700， 809 
く255，000> 

博 物 館 531， 326 342， 142 189， 184 255， 000 18， 367 257， 959 

体育保健課 400，448 511，047 ム 110，599 26， 257 89， 972 284，219 

く1.888.900。〉。 県
dロh 言十 68， 909， 370 73， 358， 643 ム 4，449，273 10，817，757 1，932，0 3，200，474 52， 959， 139 54， 848， 039 

(注)起債の上段く〉書きは交付税措置額を除いた金額である.

県費負担額は起債欄のO書きの金額と一般財源の金額を加算したものである.
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議案第 1号

議案説明資料総括表

(主な事業)

教育総務課 教職員いきいきlプロジェクト推進事業

教育環境課 (新)県立米子養護学校キャリア教育実習施設整備事業

小中学校課 (新)幼保小連携推進モデル事業

(新)教科でつながる小中連携授業カ向上支援事業

(新)小学校理科教育パワーアップ事業

(新)情報モラル教育推進事業

とっとりふれあい家庭教育応援事業

(新) 「地域未来塾」推進事業

特別支援教育課 特別支援教育における専門性向上事業

鳥取発 lスポーツでつながる共生社会充実事業(障がい者理解啓発を進めるスポーツ振興事業)

いじめ・不登校 スクールソーシャルワーカー活用事業
総合対策センター

高等学校課 (新)小学校英語パワーアップ事業~拠点小学校を中心とする英語教育強化事業~

(新)グローバルリーダーズキャンパス

アクティブ・ラーニング推進事業-21世紀型能力を育む次世代授業の創造~ . 
社会教育課 (新)青少年ふるさとキャリア教育活性化事業

文 化 M 課 (新)史跡青谷上寺地遺跡整備事業
1専 物 箆 美術館整備基本構想策定事業

体育保健諜 (新)とっとりπ気キッズ幼保小連携推進モデル事業

， 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

2目事務局費

教育総務課(内線:7936) 
(単位:千円)

n 

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

教職員いきいき!
5， 052 1， 755 3， 297 5， 052 

プロジェクト推進事業

トータルコスト 6， 612千円(前年度3，308千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 プロジェクトチ ム運営、セミナ 開催、業務改善の効果検証等

エ程表の加策目標佑梯 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
学校教職員の多忙の解消と負担感の軽減のため、プロジェクトチームによる対策検討を進め、

学校現場の職場改善意識を醸成するための研修を実施するとともに、専門的知見を有する外部指

導者による校内研修支援や指導助言等を通じて学校における業務改善活動(以下「学校カイゼン

活動」という。)に取り組む学校等を支援する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ~コ-ー-

トップセミナーの開催 285 会学校種の各学校長等を対象として、学校現場のカイゼン
意識を醸成するための研修会を開催する。

学校カイゼン推進校(※) 3， 597 学校カイゼン推進校に対して専門的知見を有する外部指
に対する校内研修支援・ 導者を派遣し、校内教職員に対する研修の実施を支援す

指導助言 るとともに、校内における学校カイゼン活動の進め方等

(県立学校向け) に関し、年度を通じて指導助言を行う。

学校カイゼン活動に関す 1， 170 市町村教育委員会に対し、事務局職員及び所管する学校教
る研修支援 職員を対象として学校カイゼン活動に関する研修会を実施

〔市町村教育委員会〕 する際の研修講師経費を支援する。

市町村立学校向け

dロh 計 5， 052 

(※)学校カイゼン推進校…平成26年度に外部指導者の指導の下で業務改善に取り組んだモデル
校(県立倉吉西高等学校)の取組事例をもとに自発的に学校カイゼン活動に取り組む学校

(高等学校は3年、特別支援学校は2年で全ての学校を一巡。平成28年度は12校を指定予定)

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年度の学校改善モデル校での取組を踏まえ、以下の取組を実施している。
. r学校カイゼン活動の手引きJの発行
-学校カイゼン推進校(高等学校8校、特別支援学校4校)に対する校内研修支援及び学校カ
イゼン活動に関する意見交換会の開催

-市町村教育委員研修会での取組紹介及び市町村立学校等への研修実施支援

. r市町村立学校における業務改善に向けたアクションプラン」の策定

3
 



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 教育総務課(内線 :7578)

(単位:千円)1日 教育委員会費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

教育委員会費 12， 383 12，432 ム49 12， 383 

トータルコスト 16， 282千円(前年度16，315千円) [正職員:0.5人]
主な業務内容 定例・臨時教育委員会議、現地研修等開催、教育委員の日程調整等
Z濯表の茄策目標倍程男 県民との協働による計画の推進
事業内容の説明

事業の概要
教育委員の活動(定例会、臨時会、現地研修等)に要する経費及び教育委員5人の人件費で
ある。

10款教育費
l項教育総務費
2目事務局費

教育総務課(内線 :7578)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

教育委員会運営費 48， 148 50. 106 ム1， 958 (諸収入) 48， 117 31 
トータルコスト 124. 568千円(前年度125，427千円) [正職員:9.8人、非常勤職員:1.0人]
主な業務内容 秘書業務、議会対応、教育表彰、教育委員会内部調整

工程表の擁策目標守旨繍 県民との協働による計画の推進

事業内容の説明

事業の概要
教育長の行政活動及び教育表彰等に要する経費である。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 1I3且奮~

教育委員会運営費 47.374 教育委員会議及び事務局の運営、教育長の行政活動
教育表彰費 774 教育功労者及び児童生徒等の表彰、永年勤続の退職教職員

顕彰

計 "48， 148 

-4-
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10款教育費
l項教育総務費
2目事務局費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

教育総務課(内線 :7578)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 ~t 源 内 訳
{蔵量

国庫支出金 起債 その他 般財源

県教育委員会における
儲収入)

79， 991 77， 865 2， 126 271 79， 720 
障がい者就労支援事業

ト タルコスト 80， 771千円(前年度78，642千円) [正職員:O. 1人、非常勤職員37.0人]
主な業務内容 県立学校等に障がい者等を雇用

工程表の施策目標銘梯 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要
県立学校及び事務部局に知的障がい者等を非常勤職員として雇用し、学校現場における業務を
通じて、就労に向けて必要な業務遂行能力や事務処理能力、相互理解能力の向上を図り、一般新
労につなげていく。

2 事業内容
(1)学校版知的障がい者等ワークセンター

配置校
雇用人数 業務内容

障がい者 支援員 障がい者 支援員
白兎養護学校 業務補助職員6人 業務支援員 3人 事務補助、清掃、 業務支援、基本的
倉吉養護学校 (各校2人) (各校1人) 除草、印刷、発送、 職業習慣定着のた
倉吉総合産業高校 給食配膳、調理、 めの指導、教職員
米子養護学校

業務補助職員 業業卜じ障姐務務が3支い回-醐援T】へA員寮委ー託タ生5話人J情報入力等
との連携・調整等

及び米子西高校 1 0人

{米子養護配置) 1人

( 2 )知的障がい者等に対する就労支援・雇用促進事業

配置校
雇用人数 業務内容

障がい者 支援員 障がい者 支援員
鳥取聾学校(本校) [聴覚障がい者] 情報入力等の事
鳥取聾学校ひまわり分校 業務補助職員3人 務、校内実習にお 一
琴の浦両等特別競学技 (各校1人) ける補助的業務等
鳥取湖陵高校 農場管理補助職員 業務支援員 3人 農産物への濯水・ 業務支援、基本的
智頭農林高校 6人 (各校1人) 散水、農場等の除 職業習慣定着のた
倉吉農業高校 (各校2人) 草、ハウス清掃等 めの指導、教職員

との連携・調整等
事務部局(図書館) [精神障がい者] 本の書庫への返

業務補助職員4人 却、ラベル貼付等

( 3)重度視覚障がい者ワークセンター
配属先 雇用人数 業務内容

教育総務課 [視覚障がい者] 視覚障がい者に対する県の広報物の点検、資料の点訳、
業務補助職員1人 テープ起こし等

3 これまでの取組状況、改善点
-平成25年度の教員採用試験から新たに障がい者枠を設定し、採用者の確保に努めるとともに、
事務部局の事務職員や非常勤職員など教員以外の職種での障がい者雇用に引き続き取り組んだ。
-これらの取組により、平成26年度から障がい者法定雇用率(2.2%)を達成した。

年度 I 1 9 1 2 0 1 2 1 1 _2_L1 2 3_J 24 1 2 5 1 2 6 1 2 7 1 
1県教委の障がい者雇用率11.61 % 11. 49 % 11. 61 % 11. 74% 11. 63 % 11. 67% 11. 83 % 12. 54% 12. 75 % I 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
2日事務局費

教育総務課(内線 :7926)
(単位:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

{蔚量
国庫支出金 起債 その他 般財源

心とからだいきいき
し 1， 092 1， 149 ム57 1， 092 

キャンペーン
ト タルコスト 3， 431千円(前年度3，479千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 啓発用品の作成、各種広報・啓発活動、関係機関との連絡調整等
エ濯表の施策目標錨欄 家庭教育の充実、社会全体で取り組む教育の推進、学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
全国的な学力調査・体力テストを実施した結果、生活習慣と学力・体力との問には強い相関関
係があることが明らかになっている。子どもたちの望ましい生活習慣の定着を図るため、心とか
らだいきいきキャンペーンを展開する。
[キャンペーンの6つの柱】
①しっかり朝食を食べよう ②じっくり本を読もう ③外で苅気に遊ぼう | 
④たっぷり寝ょう ⑤長時間テレビを見るのはやめよう ⑥服装を整えよう

" 
事業内容 (単位:千円)2 
区分 予算額 事業内容

広報活動 992 -学校給食の牛乳パックにキャンペーンロゴマークを印刷
-各種団体等が行う行事の際にクリアファイルを配付
-平成29年度新小学校1年生にキャンペーン下敷きを配布

継続的な啓発活動 100 -教育だより「とっとり夢ひろば!J、メ ルマガジンの活用
-ポスター、チラシの配布

音T 1. 092 

鳥取県こども未来
250， 0叫ム~0001 u問。|基 金 費

トータルコスト 188， 780千円(前年度250，777千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 基金への積み立て・取り崩し
工程表の茄旅目標佑欄
事業内容の説明

事業の概要 ノ

ふるさと納税制度により本県に寄附された寄附金を、「鳥取県こども未来基金Jに積み立てるた
めに要する経費である。 積立金188，000千円(平成28年度寄附見込額400，000千円)

[鳥取県こども未来基金の概要]
1 設置目的
ふるさと納税制度により県に寄附された寄附金を、未来を担う子どもの健やかな成長に
資する施策の経費に充てる。
2 基金の取り崩しについて
当該基金の設置目的を達成するために必要な次の経費の財源に充てるとき。
-子どもの読書環境の充実に係る経費 36， 150千円
-ジュニアスポーツの振興に係る経費 94， 597千円
-県内の子どもの健やかな成長を促す環境整備に係る経費 57， 253千円

3 基金の設置年月日 平成20年4月1日

[ふるさと納税制度の概要]
納税者が応援したい自治体に寄附した場合、 2千円を超える部分について、一定の限度額
まで住民税と所得税をあわせて全額控除される仕組み
※平成27年度税制改正により、特例控除額の上限が個人住民税所得割額の 1割から 2jliJJ 
に拡充された。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
2目事務局費

教育総務課(内線 :7914)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

教育企画費 3， 552 5， 965 ム2，413 110 
(諸収入)

3，432 10 
トータルコスト 13， 689千円(前年度16，060千円) [正職員:1.3人、非常勤職員1.0人]
主な業務内容 市町村教委との連絡調整、鳥取県教育振興基本計画の錐進、教育国際交流等
工程表の麓策目標給関 市町村、園、品等教育機関など関係機関との連携、協力の推進、県民との協働

による計画の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
市町村教育委員会への支援、教育調査、鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた取組、
韓国江原道及び関係諸国との教育分野での交流を推進するための経費である。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
市町村教育委員会

574 
市町村教育委員会委員の研修会を開催するほか、市町村教育委員

関係 会との各種会議等を行う。
高等教育機関との

217 
本県の教育の現状と課題を県内の品等教育機関等と共有するとと

連携推進 もに、連携による鳥取県教育の課題解決方策を検討する。
鳥取県教育の計画 2， 761 

鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた取組を行うととも
的な推進・教育国 に、教育分野における国際化を一層推進するため、関係諸国の地

際交流の推進 方政府と教育分野での交流を推進する。

計 3. 552 

知りたい l聞きたい! 7. 675 7，807 ム132 7， 675 
関付1た教育づくり事業

ト タJレコスト 13， 134千円(前年度13，213千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 広報紙の作成、教育委員会の広報・報道活動、大学・企業との連絡調整等
工程表の麓策目標銘繍 県民との協働による計画の推進

事業内容の説明

事業の概要
聞かれた教育づくりを進めるための経費である。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事 業 内 ~ゴ.ー

保護者を中心とした県民に対する教育情報の提供

広報活動費 7， 525 -教育だより「とっとり夢ひろば!Jの発行(年5回)
-リーフレット「とっとりの教育(英語・韓国語版)J発行
. r鳥取県教育振興基本計画」等の出前説明
-教育委員会のホームページの管理
鳥取県の教育を語る会の開催(年6回程度)

公聴活動費 100 地域が直面する教育課題について、教育委員、教育長をはじめと
する県教育委員会の職員が県民や行政関係者等と直接意見交換し、

いただいた意見を今後のイ施援策の参考とする。
スクールミーティングの開 (年6回程度)
近年の社会の急激な変化を踏まえ、教育委員が教職員、保護者等
と直接意見交換し、一一ズ等を把握して今後の教育行政に生かす。

報道活動費 50 報道機関への情報提供、取材活動への協力を通じた間接広報
計 7. 675 

7-



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
2目事務局費

教育総務課(内線:7914) 
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

教育審議会費 4，588 4， 593 ム5 4， 588 

トータルコスト 7，707千円(前年度7，699千円) [正職員:0，4人]
主な業務内容 鳥取県教育審議会の開催・運営

Z狸表の描策目標絡関 県民との協働による計画の推進
事業内容の説明

事業の概要
本県教育の振興を図るため、学校教育、生涯学習などの教育の振興に関する重要事項を調査審
議するための「鳥取県教育審議会」の開催に要する経費である。

2 事業内容
鳥取県教育審議会を開催し、教育等の重要事項について、調査審議・建議を行う。
-委員定数:30名以内
-組 織:鳥取県教育審議会、学校等教育分科会、学校運営分科会、生涯学習分科会
-開催数:総会年2回

分科会学校等教育分科会(年5回)
学校運営分科会(年3回)
生涯学習分科会(年3回)

教育局運営費 |門~I
ト タルコスト 225， 649千円(前年度224，623千円) [正職員:26， 0人、非常勤職員3.0人]
主な業務内容 市町村教育員会の組織及び運営への指導助田、小中学校教育・特別支援教育に

関する指導助言、教育相談、生涯学習・社会教育の充実へ向けての指導助言
工程表の茄策目標銘欄
l事業内容の説明

事業の概要
東・中・西部各教育局の運営に要する経費である。

教育行政監察業務

トータルコスト 15， 047千円(前年度15，309千円) [正職員:1.8人]
主な業務内容 独自の調査・提百、教育業務改善ヘルプフイン、コンブライアンスの徹底、公

益法人等の指導監督
工程表の蹴目標骨醐 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要
教育行政監察業務、公益法人等指導監督事務等に要する経費である。

-8-



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
2目事務局費

教育総務課(内線 :7576)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

1 C Tを活用した
学校運営支援 1， 259 1， 583 ム324 1， 259 
システム構築事業
ト タJレコスト 2， 039千円(前年度2，360千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 シスァム改修に係る打ち合わせ等
工程表の茄謙目標絡関 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要
学校現場での紙媒体による業務の効率化、学校教職員の多忙解消のため、 ICTを活用した学
校運営支援システムを運用するための経費である。

2 事業内容
従来、学校が紙媒体で処理していた授業や行事の状況、教職員の勤怠管理、児童生徒の情報等
多様な情報をシステムで処理することで、帳簿聞の転記作業等を廃止し、省力化を図るとともに
正確性の向上を図るロ J 

(単位:千円)
区 分 予算額

学校運営支援シスァム運用保守委託 756 
鳥取県クフウド利用料 503 

言十 1， 25Jl 

職員人件費 1，057， 150 I 1，036， 879 20， 271 1， 056， 087 

事業内容の説明

事業の概要
社会教育関係職員及び保健体育関係職員を除く教育委員会事務部局の職員 116人(教育長を
含む)と定数外職員3人の人件費である。

nwdw 



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 教育総務課(内線 :7531)
3日 教職員人事費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

教職員人事管理費 17， 517 18， 491 ム974
(諸収入)

17，477 40 
トータルコスト 52， 60a千円(前年度53，434千円) [正職員:4. 5人、非常勤職員4.0人]
主な業務内容 人事管理、給与管理、人事・給与制度周知
工程表の茄斑目標佑欄
事業内容の説明

事業の概要
教職員の人事管理等及び職員研修に要する経費である。

教職員厚生事業費 11. 888 10，867 1. 021 11. 888 

トータルコスト 18， 906千円(前年度17，856千円) [正職員 O. 9人]
主な業務内容 福利厚生事業の実施、セクシャルハラスメント対策、次世代育成支援事業の企

画・立案・実施、退職手当の裁定等
エ程お乃施策目標指関 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要
教職員の福利厚生の増進及び働きやすい職場環境づくりのための経費及び退職手当の裁定に要
する経費である。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

公立学校共済組合 7， 010 地方公務員等共済組合法で地方公共団体が負担することが定め
に対する負担金 られている負担金(共済組合職員人数分)
財産形成貯蓄事務 126 財形貯蓄の給与引去業務の電算処理委託
電算委託
教職員被服貸与費 3， 833 被服交付使用規程に基づき、県立学校及び事務局職員に被服を

貸与
生涯生活設計推進 48 特に50歳代や退職前の教職員の生涯生活設計を支援
事業 -在職中から生涯生活設計に関する知識や情報を提供

-退職準備のための研修会の開催(県内3ケ所)
次世代育成支援事 298 次世代育成支援のための県教育委員会特定事業主行動計画「み
業 んなが子育てに携わるための鳥取県教職員プラン」に基づく事

業を実施
-育児休業中の者の職場復帰を支援する研修会
-子育て体験事例、子育て情報の紹介
-相談窓口の設置運営

教職員ハラスメン 335 教職員のハラスメントへの理解を深め、未然防止を図る
ト対策事業 -ハラスメント防止研修会(所属担当者対象、年l回開催)

-セクハラ相談窓口の設置運営
退職手当裁定費 168 退職手当支給事務支援シスァムの管理委託

退職手続ガイドブックの発行
その他経費 70 光熱水費、電話代等

言十 11. 888 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 教育総務課(内線 :7531)
3目 教職員人事費 (単位二千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備毛
国庫支出金起債その他 一般財源

教職員健康管理事業
49， 670 44，745 4， 925 

(諸収入)
49， 660 

費 10 
トータルコスト 53， 569千円(前年度48，628千円) [正職員:O. 5人、非常勤職員1.0人]
主な業務内容 健康診断の実施、各所属の衛生管理体制の確立、健康管理審査会の開催
工程表の施策目標t鞠 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要
職員の疾病の早期発見と生活習慣病等の予防、進展防止のため、定期健康診断等を実施すると
ともに、各職場の安全衛生管理体制を整備し、職場における職員の安全衛生の確保と健康管理を
行うための経費である。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

健康管理担当医、 3， 211 県立学校に健康管理担当医、事務局等に産業医を配置し、職員
産業医の配置 の健康管理と職場指導等を行う。
職員健康管理審査 635 職員の健康管理区分について審査を行う。
会の開催 (結核・一般病審査会、神経・精神障がい審査会)
衛生管理体制の整 184 各職場の衛生管理体制推進に係る研修会を開催する。
備 県立学校の新任管理職等の衛生管理者資格取得を支援する。
職員の健康診断等 29， 896 労働安全衛生法、学校保健安全法に基づき、職員の疾病の早期
の実施 発見と生活習慣病等の予防・進展防止のため、定期健康診断、

胃検診、特定業務従事者健康診断、 B.C型肝炎抗原・抗体検
査、 B型肝炎予防接種を実施する。

(新)新規採用者 2， 030 新規採用者への雇入時検診を実施する。
の雇入時検診 (県費負担教職員を含む)
教職員人間ドック 11， 203 教育委員会事務局及び県立学校の教職員が公立学校共済組合烏. 
負担金 取県支部で実施する人間ドックを受診する場合に係る定期健康

診断相当額を負担する。
非常勤職員の配置 2， 511 職員の健康管理業務を行う非常勤職員(一般事務) 1名を配置

する。
計 49， 670 
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10款教育費
1項教育総務費
3目 教職員人事費

平成28年度一般会計当初予算説明資料

教育総務課(内線 :7531)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備量
国庫支出金起債その他 一般財源

教職員心の健康対策
8，770 6， 034 2， 736 (諸収入)

8，753 
事業費 17 
トータルコスト 12，669千円(前年度9，917千円) [正職員:O. 5人、非常勤職員1.0人]
主な業務内容 各種研修会の開催、休職者への復職支援、職場環境の改善支援等
工程表の麓深目標錯楊 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要
メンタルヘルスに対する意識啓発、職場環境の改善、相談体制の充実を図ることにより、心CT..
健康面での教職員のサポート体制を整える。

2 事業内容 (単位千円)
区分 予算額 事業内容

教職員の意識啓発 360 特に管理職に対し、心の健康を損ねない職場づくりの大切さ、
手法等について情報提供を行い、意識の向上を図る。
-管理監督者のためのメンタルヘルス研修会
事務部局、県立学区校、市町村立学校の管理職を対象として
開催(県内3地 ) 
-教育センターとの連携による職員研修
初任者・校長・教頭等の各段階におけるメンタルヘルス研
修の実施

相談体制の充実 3， 880 心の健康に不調を感じている教職員への相談対応を充実し、早
期に取り組むことによって、重篤化や休職を防止する。
-相談窓口の設置運営
電話やメールによる相談対応

L心の健康相談員(非常勤職員)の配置
教職員の抱える問題・悩みなどに対する相談対応や面談を
行う非常勤職員(1名)の配置

(新)ストレスチ 3. 100 定期健康診断と同様に「心の健康」について、年1回自己チェ
エックの実施 ックを行い、希望者には医師の面接指導を行う。

休職者や復職者等 1， 430 精神疾患により休職した者の早期復職を支援するとともに、復
への支援 職後の再発防止を図る。

-復職検討会の開催
所属長・本人・主治医・担当者が、復帰訓練の内容等につ
いて話し合う。
-職場復帰訓練の実施
円滑な復職に向けて、職場において訓練を実施する。
-職場訪問面接相談の実施 ι， 

健康管理主事等が教職員本人や管理職と面接し、本人の不
安軽減や自信回復への支援を行う。

計 8， 770 

3 これまでの取組状況、改善点
-健康管理主事等による面談等を積極的に実施するとともに、市町村立学校の教職員についても、
対応を強化しているところである。
-平成26年度は精神疾患による新規休職者が大幅に減少した。 CH24:18名、 H25:23名、 H26:10名)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 教育総務課(内線 :7579)
~ ~ '^"悼匂~/、・才4 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

学校問題解決支援事
1， 944 1， 944 1， 944 

業
トータルコスト‘ 3， 501千円(前年度3，497千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 学校問題を解決するための相談体制の整備
工程表の施主主目標指関 特色ある学校運営の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
学校における様々な諸課題に対して、学校の管理職が早期に相談でき、円滑な問題解決に導く
体制づくりを進めるための経費である。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

学校問題に係る法 1， 944 県内3地区の弁護士各l名と相談業務委託契約を締結し、法律
律相談窓口の設置 相談窓口を開設する。

3 これまでの取組状況、改善点
平成27年12月末までで53件の相談実績を有し、法的問題について弁護士に助言を受けることで、
困難事例の解決、問題発生の未然防止につなげ、教職員の負担軽減を図った。
なお、平成27年度は過年度の年間利用実績 (H26: 46件、 H25: 48件、 H24: 50件)と比して高い
頻度で利用されており、制度の積極的活用がされている。

10款教育費
l項教育総務費
9目 恩給及び退職年金費

教育総務課(内線 :7531)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

恩給及び退職年金費 78， 057 84， 163 ム6，106 78， 057 

ト タJレコスト 78， 837千円(前年度84，940千円)[正職員:O. 1人]
主な業務内容 恩給及び退職年金等の支給事務
工衛蜘斑競目標~~調
事業内容の説明

事業の概要
教職員の恩給、退職年金等に要する経費である。

3
 
1
 



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
2項小学校費
l目小学校費

事 業 名 本年度 前年度

教職員費 23，310，263 22， 763， 637 

事業内容の説明

事業の概要

比較

546， 626 

教育総務課(内線 :7576)
(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他 一般財源

5， 124， 546 
(諸収入)
18，181，889 

3， 828 

小学校常勤職員2，649人(定数内2，618人及び定数外31人)と非常勤講師等の人件
費である。(内訳:職員人件費22，767， 343千円、非常勤等報酬等542，920千円)

10款教育費
3項中学校費
1回 中学校費

事 業 名 本年度 前年度

教職員費 13，036，316 12， 245， 066 

事業内容の説明

事業の概要

比較

79 I. 250 

教育総務課(内線:7 5 7 6) 
(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他 一般財源

2， 958， 895 
(諸収入)
10，074， 668 

2， 753 

中学校常勤職員1， 504人(定数内1，492人及び定数外12人)と非常勤講師等の人件
費である。(内訳:職員人件費12，635， 594千円、非常勤等報酬等400，722千円)

10款教育費
4項高等学校費
1目 高等学校総務費

事 業 一名 本年度 前年度 比較

教職員費 1 I. 530， 238 1 I. 386， 573 143， 665 

事業内容の説明

事業の概要

M 
国庫支出金

19， 497 

教育総務課(内線:7576) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

その他 一般財源
眼用~&11手量料l

1，437，561 io， 068， 150 
儲収入) 5，030 

高等学校常勤職員 1，35 1人(定数内I，331F 5人及び定数外36人)と非常勤講師等の人
件費である。(内訳:職員人件費1I. 060， 437千円、 常勤等報酬等469，801千円)

10款教育費
5項特別支援学校費 教育総務課(内線 :7576)
2目 特別支援学校費 (単位.千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

教職員費 6，077， 359 5， 794， 564 282， 795 872， 571 
(諸収入)
5， 202， 941 I. 847 

事業内容の説明

事業の概要
特別支援学校常勤職員742人(定数内736人及び定数外6人)と非常勤講師等の人件費で
ある。(内訳:職員人件費5，834， 890千円、非常勤等報酬|等242，469千円)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
l自 社会教育総務費

教育総務課(内線 75 76) 
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

職員人件費 993，581 992， 786 795 993， 581 

事業内容の説明

1 事業の概要
教育委員会事務局の社会教育関係職員 127人の人件費である。

10款教育費
7項保健体育費
l自 保健体育総務費

教育総務課(内線 :7576)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

職員人件費 83， 620 82， 118 1， 502 83， 620 

事業内容の説明

事業の概要
教育委員会事務局の保健体育関係職員10人の人件費である。

戸
h
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
2目事務局費

教育総務課(内線:7914) 
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

[終了]
チャレンジする市町村 。 2. 000 ム2.000 
を応援する教育交付金

ト タルコスト 。千円(前年度2.777千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表向施策目標醐
事業内容の説明

(終了理由)
本事業は、複数の市町村が連携し、各地域特有の教育事情や教育課題を広域連携により解決し
ょうとする取組に対して必要な経費(対象経費の1/2)を支援してきた。
取組への支援を始めてから2年が経過し、所期の目的であった初動支援の役割を終えたため、
平成27年度をもって本事業を終了する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
5項特別支援学校費
2目 特別支援学校費

教育環境課(内線:7 5 0 7l 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)県立米子養護学
校キャリア教育実習設 31， 680 。31， 680 31， 680 
備整備事業

トータルコスト 32，460千円(前年度O千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容委託・工事内容の調整

工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

米子養護学校生徒のキャリア教育を推進し、生徒の自立や就業先の拡大、円滑な就職・定着を図るた

め、食品加工実習室等の整備を行う。

これまでは従来型の「木工、窯業、紙工」等の学習を行ってきたが、現在の就職先は食品に関わる企

業が多く、企業のニーズに合致した実習が必要となっているため、食品加工実習に必要な施設改修・備

品整備を行い、地域の方々への販売実習も実施する。

2 事業内容 ※H29実施の備品整備については債務負担行為を設定する。 (単位:千円)

年度 区分 項 目 計

H28 施設改修 食品加工実習室、喫茶室、喫茶厨房の改修整備 31， 680 

食品加工実習室(ミキサ一、オーブン等) 18， 849 

備品等整備
喫茶室(冷凍冷蔵庫、食器洗浄機等) 6， 596 

H29 
更衣室・準備室等(手洗いユニット、ロッカ一等) 3， 018 

H29債務負担計 28， 463 

総 言十 60， 143 

<実習概要>

内 $ 

食品加工実習
パン、クッキ一、ジャム製造等を行うことで、食品加工事業所が求める食品衛生
に関した知識・環境の理解向上を図る。

喫茶室(けんぺい けんぺいcafeや生産品販売での接客経験により、これまでの「個別の物作り作充業
cafe) .パン販売 学習」のみでは困難であった、商品が「売れたJ r喜んでもらったJという 実
庖舗等での販売実 感を得ることで、相互理解力を伸ばし、職業ざ意識を改善することを目指す。
習 また、これらの実習活動により、地域に根 した学校運営を図る。

3 これまでの取組状況、改善点

平成26年9月初日鳥取県教育審議会答申「鳥取県における今後の特別支援教育の在り方について~イ
ンクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進~J において、特別支援学校におけるキャ
リア教育の推進に関して、企業や関係機関等の意見も聴取しつつ、県の産業等の情勢を勘案し、雇用

ニーズに合致した作業種の導入について検討していくことが適当であるという意見が出されたロ
※インクルーシブ教育システム:障がいのある者と障がいのない者がともに学ぶ仕組み

マ，
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
2目事務局費

教育環境課(内線 :7529)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

公立文教施設整備促進費 2.237 2. 224 13 1. 400 
(諸収入)
3 834 

ト タ lレコスト 3.797千円(前年度3.777千円) [正職員:0.2人非常勤職員:0.3人]
主な業務内容 補助金交付申請、交付決定、実績報告、額の確定、国・市町村との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

法定受託事務に基づいて、公立学校施設整備国庫負担事業等の適正な執行を図るため、国や市町
村への連絡、調査等の事務を行う。

事務用機器整備事業費 30. 091 26. 644 3. 447 3D. 091 

ト タ Jレコスト 31. 651千円(前年度28.197千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容機器の発注及ひや支払

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

県立学校に設置する事務用機器の整備に要する経費である。
更新時期が来たものから教育環境課で一括して発注事務を行い、学校の事務手続きの軽減、経費
の節減を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額
電話交換機賃借料 11. 043 
デジタル印刷機賃借料 19. 048 

i口L 言十 30. 091 

3 これまでの取組状況、改善点
平成19年度から、更新時期が到来した事務用機器について、順次、教育環境課で一括発注を行つ
ている。

(新)とっとりの木と
学ぶ学校環境づくり推 6. 792 。6. 792 6.792 
進事業

ト タルコスト 7.572千円(前年度O千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容購入物品の仕様検討・調整、予算配分・執行管理事務
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

学校図書館を暖かく親しみゃすい場とするため、耐震改修工事に伴い撤去等される書架につい

て、県産材を使用した書架に更新し新図書館に整備する。

2 事業内容

H28整備 2校(鳥取西高校、米子東高校)

3 これまでの取組状況、改善点
. 19校書架整備(H17~H21 図書館環境整備事業費)

. 1校書架整備 (H24とっとりの木と学ぶ学校環境づくり推進事業)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

2目事務局費

教育環蹟課(内線 :7913)

(単位。千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県立学校ICT環境整
909. 930 781. 696 128. 234 909. 930 備事業

トータルコスト 945.021千円(前年度816.639千円) [正職員:4.5人]
主な業務内容情報機器の発注及び支払、情報処理技術者の派遣、トフブル対応

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

県立学校において、インターネットや情報機器を積極的に活用した授業を展開できるよう、各教

室や情報処理室等において、コンビュー夕、液晶プロジェクター等の情報環境を整備する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

パソコン・液品プロジェクタ一等賃借料 743. 270 
耐震改築工事に伴う機器移設費 56. 587 
サーバー等管理等委託業務 44. 093 
校内LAN運営支援業務 27. 780 
県立学校ネットワーク回線使用料 19. 532 
情報セキュリティ強化に係る経費 12.161 
ソフトウェアライセンス契約料 5.350 
機器処分等委託料 825 
機器修繕費 332 

ぷ口〉、 言十 909. 930 

3 これまでの取組状況、改善点
各学校で行っていた情報機器の発注手続を平成19年度から段階的に教育環境課で一括発注する方
式へ移行しており、学校事務手続の軽減や経費の削減を図っている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

2目事務局費

教育環蹟謀(内線:7698) 
(単位:千円}

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

県立学校ICT環境整
備事業(特別支援学校 40， 003 34， 564 5， 439 40， 003 
用機器整備)

トータルコスト 42， 342千円(前年度36，894千円) • [正職員:0.3人]
主な業務内容 ICT機器活用支援、 ICT機器の発注
工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

特別支援学校における教育にタブレット端末等の ICT機器を取り入れ、児童や生徒が抱える困

難の解消などに活用するととで、生徒の学力向上や学びに対する意欲を引き出す支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

(新)タブレット端末管理シスァムに係る経費 5， 960 
(新)タブレット端末専用回線工事費 183 
タブレット端末等の賃借料 27， 854 
アプリケーション使用料 2， 720 
タブレット端末通信料 2， 319 
タブレット端末周辺機器購入費 967 

d口』 計 40， 003 

[ (新)タブレット端末管理システム (MDM)の導入]
端末の一元管理が可能となるシステムを導入することで、これまで教員が端末l台ずつ行ってい

た設定等にかかる作業時間を削減し、児童生徒の指導に充てる時間を増やす。また、端末情報のー

元管理によりセキュリティ向上を図る。

【(新)タブレット端末専用回線整備]
タブレット端末専用の回線を整備し、ネットワーク環境の向上と更なる機器活用を図る。

[平成28年度整備機器]
各学校における児童や生徒の個別の実態を勘案した上で、より効果的な機器活用に必要となる周
辺機器の整備を図る。また、タブレットの活用場面を拡大するために、スビーカーや画像転送装置
等を整備する。

3 これまでの取組状況、改善点
、各特別支援学校におけるタブレット端末整備を拡充するとともに、教職員を対象とした研修を実

施するなどして、タブレット端末の諸機能や学習支援アプリ等を活用した生徒の学習支援に取り組

んだ。
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ム'芦t

2 

事業名 本年度 前年度 比較 備考

27. 911 27. 911 

事業の概要

新学習指導要領に位置づけられる予定となっている、生徒の学ぶ意欲を高めるアクティブ・ラー

ニング型授業に対応するため、県立高校7校に新たにタブレット端末等の整備を行い、県立高等学
校における学びの環境を整える。

※アクティブ・ラーニング:教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的

な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称

2 事業内容
( 1 )授業等での活用例
教員による教材の掲 -函像、音声動画などを拡大したり、タブレットに書き込みながら掲示する。
示(一斉学習) -作業方法や実演の映像を掲示する。

-タブレット向けのドリルソフトを使用した学習を行う。
-発音・朗読、書写、運動、演奏などの活動の様子をタブレットに記録・再生
して自己評価に基づき練習する。

個に応じた学習(個
-インターネットやデジタル教材等を使用した情報収集、資料や作品の制作を
行う。

別学習)
-デジタル教材の模擬実験機能や動画等を用いることにより、難しい実験等を

疑似ブ体レ験する。
-タ ットを持ち帰り、動画やデジタル教材などを用いて授業を予習・復習
する。

-タブレットやプロジェクタ等を用いて、個人やグループの考えを整理して伝
発表や話合い(協働 ぇ合う。
学習) -タブレットを使ってテキストや動画等で表現や考えを記録・共有し、グルー

ブや学級全体で話し合う。

(2 )事業費

※H29以降は債務負担行為設定金額である。 (単位:千円)

区分 H28 H29 H30 H31 事業内容

(新)第E期タブ 7校に追加整備(鳥取東、鳥取商業、鳥取
レット整備 (H28~ 12. 214 15. 965 15. 965 3. 992 緑風、青谷、倉吉農業、米子、米子白鳳)
H31) 

第 I期タブレット整 V 
8校に整備(鳥取工業、鳥取湖陵、智頭農

15. 697 21， 156 5. 289 林、倉吉総合産業、米子西、米子商、境港
備(H27~H30)

総合技術、日野)

合計 27. 911 37. 121 21， 254 3. 992 

3 これまでの取組状況、改善点

従来の ICT機器とタブレット端末を組み合わせて活用することは、生徒の「意欲を高めるこ

と」 「理解を高めること」 「思考を深めたり広げたりすること」 「表現や技能を高めること」に効

果的である。
第 I期導入校では、県立高校の生徒と特別支援学校の児童生徒がタブレット端末のアブリケー
ショシを活用した交流を行ったほか、 ICTを使った特別支援学校での学習方法を生徒等が提案す
るなどして専門性を養う取組が始まっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4目 教育連絡調整費

10款教育費
5項特別支援学校費
l目 特別支援学校管理費

事業名 本年度

高等学校 930， 492 

前年度

941， 429 

比較

ム 10，937 

教育環境課(内線:7913) 
特別守梼教育課{内線 :7575)
高等学校課(内線 :7929)

(単位:千円)

財源内訳

国庫支出金慣用料手数料財産収入その他 一般財源
備量

(諸収入)

5， 000 2. 883 9， 253 877， 367 
県立学校

(基金繰入金)
35， 9_89 

裁量予算
事業

(緒収入)

特別支援学校 261，476 287，415 ム 25，.939 4，034 1， 521 251 251， 770 [基金繰入金)

3. 900 
トータルコスト 2， 215， 846千円(前年度2，278， 673千円) [正職員:131. 3人]
主な業務内容学校の管理・運営、特色ある事業の企画・運営

工程衰の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進、予算配分・執行管理事務、特別支援教育の充実

事業内容の説明 [鳥取県こども未来基金充当事業]

事業の概要

学校独自事業費(高等学校)、指導充実費(特別支援学校)、学校運営費、教職員旅費の総額を年

度当初に学校に一括配分し、学校長の裁量による予算執行により、独自性を発揮じた学校運営を行

う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

各学校が自らの教育課題を勘案し、独自に企画する事業

[事業例]

学校独自事 126，470 
-最先端研究の講演会 ・生徒の長期職場体験

業費 -地域探究学習等学校と地域が連携した取組 ・英語多読指導

高等 -国際高校生フォーラム -国際交流 -小中学生との交流
学校 -人間関係作り • I C T教育の推進等

学校運営費 739， 679 学校の管理運営に要する経費

教職員旅費 64， 343 教職員の業務に要する経費 F

合計 930， 492 

学習指導の改善充実、就労促進及び進路指導に要する経費

[事業例]

指導充実費 13， 993 -地域と連携した作業学習(農作業・農加工)
-勤労意欲を高める販売活動

特別支 -均整のとれた身体発達を促進する環境整備等
援学校
学校運営費 217，378 学校の管理運営に要する経費

教職員旅費 30， 105 教職員の業務に要する経費

合計 261，476 

3 これまでの取組状況、改善点
学校の自立度を高め、特色ある学校づくりにつなげるため、平成18年度から裁量予算制度を導入
した。

各学校の教育方針や現在抱えている課題等を見据えて必要な事業に予算を配分することで、予算の

効率的・効果的な執行につながるとともに、学校独自の取組の充実につながっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
4日 教育連絡調整費

教育環持者課(内線・ 791 3) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

(新)県立日野高等学校
11. 588 。11. 588 11. 588 生徒輸送パス運行事業

トータルコスト 13，927千円(前年度O千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容契約・支払事務、運行管理業務、予算配分・執行管理事務

工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

日野高校において、根雨校舎と黒坂施設問の移動に係る生徒の安全確保を図るため、貸切パス

による生徒輸送を行う。

本事業は、国の貸切パス料金に係る新宿j度導入により経費が従来の約2倍に高騰することとな
り、これまで予算措置していた県立学校裁量予算(高等学校運営費)の範囲内では対応が困難と

なっため、平成28~30年度の 3 年間に限り独立して実施するものである。平成31年度以降の県立
学校裁量予算事業(高等学校運営費)の積算時には、本事業に係る実績額を組み入れる予定であ
る。

2 事業内容

パス賃借料:11， 588千円

3
 
2
 



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費

6目 教育財産管理費

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

教育環境課(内線・ 7698)
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 般財源

県立学校耐震化推進事業 1. 787， 001 3， 537， 478 ムI.750，477 
(1，516，700) 

257，001 
県費負担審

1. 530， 000 1， 773， 701 費

ト タ Jレコスト 1， 807， 276千円(前年度3，621，341千円) [正職員:2.6人非常勤職員:O. 8人]
主な業務内容委託・工事内容の調整、工事設計、工事監理
工程表の政策目標(指標) 安全、安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要

旧耐震基準以前の建物で耐震改修が必要なものについて、順次、耐震改修を実施する。

また、校舎棟(ホール等)の非構造部材について耐震対策(落下防止対策)を行う。

2 事業内容
( 1 )校舎等の耐震改修・改築 (単位:千円)

学校名 全体盤備計画 平成28年度整備内容 予算額

八頭
• 3棟(教室棟3棟) -渡廊下、外構の整備等 54， 938 
<平成27年度末耐震化完了> ※平成25年度~平成28年度継続事業

• 7棟 8(体管年理育度棟館末2棟、 教室棟2棟、 特別教室棟 -教室棟、体育館の耐震改修
鳥取西 2棟、) -芸術棟、 EV棟新築等 865， 809 
<平成2 耐震化完了予定> ※平成25年度~平成30年度継続事業

• 6棟(管理棟、教室棟4棟、特別教室棟) -西校舎改年度修、多目的ホール棟新築等米子東
<平成29年度末耐震化完了予定> ※平成26fF~~平成30年度継続事業 846， 947 

(2 )非構造部材耐震対策(校舎棟(ホール等)) 
内 d廿， 予算額

(新)平成27年度に実施Lた点検に基づき、校舎棟(ホール等)の耐震対策に必要な設計業務を実施する。 19， 307 

3 これまでの取組状況、改善点
緊急性の高いものから計画的に耐震改修を実施しており、平成29年度末には全ての県立学校の耐震化の
完了を予定している。

[耐震化率の推移]

区分 H22. 4. 1 H23. 4. 1 H24. 4. 1 H25. 4. 1 H26. 4. 1 H27目4.1 H28. 4. 1 H29. 4. 1 
(予定)

高等学校
鳥取県 53. 6% 68. 8% 78. 1目 87. 1% 92. 7% 94.4% 98. 1% 99. 5% 
全国平均 72. 9% 77. 7% 82.4% 86. 2% 90.0% 93. 7% 

特別支援学校
鳥取県 97. 8% 100. 0% 100. 0% 100..0目 100. 0% 100. 0% 100. 0% 100. 0% 
全国平均 87. 9目 91. 0% 92. 9% 94. 6% 96. 5% 98. 1目

(注)起債額の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。
県費負担額は起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
6目 教育財産管理費

教育環境課(内線 :7933)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

教育施設営繕費
06， 000) (諸収入) 県費負担額

495， 634 619，842 ム 124，208 22， 000 24 473，610 489，610 

トータルコスト 615，723千円(前年度740，200千円) [正職員:15.4人非常勤職員:1.6人]
主な業務内容県立学校等施設の維持管理
工程表の政策目標(指標) 安全、安心な教育環境の整備

事業内容の説明

1 事業の概要
県立学校等の施設設備の改修工事の適正な執行を図るために、設計業務、工事等の適正な進行管理

を行う。

2 これまでの取組状況、改善点
施設設備の改修工事の適正な執行と計画的な施設修繕等、環境の改善に取り組んでいる。

2款総務費
1項総務管理費

7目 財産管理費
教育環場課{内線:79:13)→事業婁協:営繕課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県有施設営繕事業(山
陰海岸ジオパーク海と (396) (440) (ム 44) (396) 
大地の自然館)

ト タルコスト (396千円(前年度440千円) [正職員:0.0人]) 
主な業務内容実施内容及び施工方法検討、工事監理
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要

山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の小規模な維持補修を行う。

2 事業内容

建築物等の工事・修繕に関する費用

(注)起債額の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。
県費負担額は起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
6日 教育財産管理費

教育環境課(内線 :7933)
(単位:千円)

事業名 本年度、 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

教育財産管理事業費 133， 430 153， 156 ム 19，726
(使用料)

33， 681 99， 749 

ト タ Jレコ lスト 166，961千円(前年度185，769千円) [正職員:4. 3人]
主な業務内容委託業務の仕様検討、委託内容の調整、支払い事務手続き
工程表の政策目標(指標) 安全、安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要

県立学校における建築物や各種設備の点検、保安管理、警備業務の委託等を行って、教育財産を適

正に維持管理する。

2 事業内容
各種点検(公共建築物等定期点検、消防用設備保守点検、エレベーター保守点検、ガス式エアコン

保守点検など)及び学校警備業務等の委託、学校敷地及び実習地の土地賃借料等に要する費用

3 これまでの取組状況、改善点
県立学校の教育財産の維持管理業務を実施してきた。
一部業務について、一括発注・複数年契約を行い、経費削減・事務の省力化を図った。

、守

2款総務費
1項総務管理費 教育環f青課(内線 :7933)→事業実施:営繕課
7目 財産管理費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県有施設の施設管理マ
ネジメント事業(山陰

(143) (274) (ム 131) (143) 
海岸ジオパーク海と大
地の自然館)

トータルコスト (143千円(前年度274千円) [正職員:0.0人]) 
主な業務内容県有施設の定期点検
工程表の政策目標(指標) 県有施設の長寿命化及びトータルコストの縮減、施設管理マネジメント推進

事業内容の説明

事業の概要

山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館における建築設備の定期点検を行う。

2 事業内容

公共建築物等定期点検に関する費用
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

6目 教育財産管理費

教育現場課(内線:7933) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

入省事エネルギー型設備導 29， 855 7，958 21， 897 
<19， 800> 

2.855 
県費負担者

業費 27， 000 22， 651 

ト タ Jレコスト 42，332千円(前年度18，829千円) [正職員:1. 6人]
主な業務内容委託・工事内容の調整、工事設計、工事監理
工程表の政策目標(指標) 安全、安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要
県有施設の環境負荷の低減と管理経費の節減を行うため、省エネルギー型設備の導入を図る。
平成28年度は新たに普通教室等のLED化に取り組む。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

県立高校普通教室等LED化 17， 086 
県立学校・社会教育施設誘導灯LED化 10， 841 
県立学校事務室LED化 1， 928 

ぷ口弘、 計 29， 855 

3 これまでの取組状況、改善点
-県立学校及び社会教育施設の照明器具のLED化を順次行っており、特別支援学校を中心にLED
誘導灯の導入、県立学校事務室へのLED照明の導入を行った。
-更なる電気使用量削減のため、今後も引き続き省エネ対策を実施していく必要がある。

高等学校跡地維持管理
3，321 9， 417 ム 6，096 3， 321 費

ト タ Jレコスト 4， 101千円(前年度10，970千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容委託内容の調整、受益者負担金の支払
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

廃校となった旧県立学校の維持管理等を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

草刈り、貯水槽清掃等維持管理業務の委託 3， 227 
圃場に係る主地改良区等賦課金 94 

z口h 計 3， 321 

3 これまでの取組状況、改善点
-従来、継続した維持管理を行ってきたこともあり、今まで未利用であった公有財産を一部ではある

が有効活用することができた。

-一方、まだ多くの未利用財産が残っているため、引き続き有効な活用方法を検討しながら、財産の

適正な維持管理を行う必要がある。

(注)起債額の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。
県費負担額は起債楠の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

6自 教育財産管理費

教育環境課(内線:7698) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 財源内訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

県立倉吉農業高等学校 47， 992 
(16，000) 県費負担翻

畜産施設改修事業
30， 182 17， 810 、11， 452 20， 000 16， 540 32， 54( 

ト タ Jレコスト 55， 790千円(前年度37，947千円) [正職員:1.0人]
主な業務内容委託・工事内容の調整、工事監理
工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
倉吉農業高等学校は、県内の農業を支える人材育成を担っており、生徒数も年々増加傾向にあるこ
とから、県内の農業・酪農の中心となる専門家育成のため、老朽化した畜産施設の改修・整備を行

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 H27 H28 合計
乳牛舎(屋根改修、搾乳牛の屋根付き戻り通路整備) 4， 284 13， 635 17， 919 
畜産実習室改築 25， 898 34， 357 60， 255 

i口h 言十 30， 182 47， 992 78. 174 
※平成27年度から平成28年度までの継続事業

3 これまでの取組状況、改善点

倉吉農業高等学校は県内唯一の農業経営者育成高等学校として文部科学省の認定を受けており、卒

業生は県内の酪農を支え最前線で活躍している。

生徒数は年々増加傾向にあり、農業を支え地域を支える人材を育成していくためには、老朽化した

畜産施設の改修・整備が必要である。

(参考:平成27年5月1日現在の生徒数)
学科名 l年 2年 3年 計

生物科 37 37 27 101 
食品科 38 28 22 88 
環境科 34 27 20 81 
合計 109 92 69 270 

建設工事等共通事務費 846 832 14 
(o者収入)

843 

ト タJレコスト 1， 626千円(前年度1， 609千円) [正職員:O. 1人非常勤職員 0.3人]
主な業務内容工事設計、指名業者選定、競争入札、工事監理、完成検査
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

教育委員会事務局各課等から依頼を受けた、建設工事や各種業務に共通する事務を行う。

(注)起債額の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。
県費負担額は起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
4項高等学校費
2目 高等学校管理費

教官環靖課(内線・ 7698)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(諸収入)

高等学校寄宿舎運営費 41， 156 38， 939 2， 217 6， 721 34， 435 

ト タルコスト 42， 716千円(前年度40，492千円) [正職員 O. 2人]
主な業務内容寄宿舎の運営・管理、補助金申請書の審査・支払
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

倉吉農業高等学校、鳥取中央育英高等学校、日野高等学校の寄宿舎の運営を行う。

2 事業内容
-倉吉農業高等学校
-・畜産や農産物の育成・出荷等を実習する生徒のための寄宿舎の運営

-鳥取中央育英高等学校、日野高等学校

-・遠隔地通学の生徒や、部活道で通学が困難な生徒のための寄宿舎の運営

高等学校農業実習費 27吋 23叫 (財1産5，収4入1)01|1 12，O05 

ト タルコスト 39， 112千円(前年度33，505千円) [正職員:1.5人]
主な業務内容支払等会計事務手続
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
事業の概要
鳥取湖陵高等学校、智頭農林高等学校、境港総合技術高等学校、日野高等学校において農業実習

を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

学校名 予算額 主な実習内容

園場栽培実習(野菜・野菜苗)

鳥取湖陵 11， 904 温室・施設栽培実習(野菜・果樹・草花)
食品加工実習(福神漬け、味噌など)

智頭農林 花き類の栽培実習(花首・鉢物)

※学科再編に伴う実 圃場栽培実習(野菜・果樹)

習内容の見直しに伴 2， 843 
農産品加工実習(味噌・パンなど)

い、平成28年度より 林業実習(しいたけ原木、木工品)
特別会計から一般会 造圏実習(庭園木)
計へ移行する。 藍染加工実習(ハンカチ)

食品加工実習(ジャム、魚介類の缶詰など)

境港総合技術 10，523 
食品成分の分析(水産食品の管理など)

氷温技術の研究

地元産原料を用いた水産食品の新製品の試作・開発

圃場栽培実習(野菜)

日野 2， 145 温室・施設栽培実習(草花)
食品加工実習(ジャム、豆腐、味噌など)

合計 27， 415 

3 これまでの取組状況、改善点

農業実習や販売実習などの実体験を通した学習を行っている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
4項高等学校費

2目 高等学校管理費
教育環場課(内線・ 79 1 3) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

高等学校水産海洋練習 (財産収入)

船実習費
206. 544 202.291 4.253 34 206.510 

ト タルコスト 212.003千円(前年度207.727千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容支払等会計事務手続き、実習船に係る諸手続

工程表の政策目標(指標) 『

事業内容の説明

事業の概要

境港総合技術高等学校において海洋練習船「若烏丸 (516t)J、小型実習船「わかたか 09t)J 
を用いた水産実習の運営を行う。

2 事業内容

( 1 )実習計画

区 分 内 令d 司? 

体験航海(1年生) 釣り体験、ロープワーク等

イカ釣り航海 (2年生) 航海実習、イカ釣り

潜水実習 (3年生) 航海実習、潜水実習等

マリンスポーツ実習 (2・3年生) 航海実習、スノーケリング、水上オートパイ、ヨット等

遠洋・国際交流航海 (2年生) 航海実習、漁業実習、外国への出国手続等

瀬戸内航海 (2年生) 航海実習、海上交通安全法等

食品・ビジネス科国際航海(1年生) 航海実習、イカ釣り、食品加工等

(2)事業費内訳

区 分 予算

保安講習会旅費、船舶検査旅費等 3.272 

燃料費、修繕費、光熱水費等 56. 003 

損害保険料、通信費、船舶放送受信料等 11. 353 
船舶検査(第一種中間検査)受検費等 135. 575 

全国水産実習船運営協会会費等 341 
dロb、 計 206. 544 

3 これまでの取組状況、改善点

境港総合技術高等学校においては、総合選択制学校の特色を生かし、海洋科だけではなく食品・

ビジネス科の生徒も乗船実習を行っており、卒業後の進路についての選択肢を広げている。

-30-



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
4項高等学校費
2目 高等学校管理費

教育環墳課(内線・ 7913) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

読書指導の充実事業費 5. 634 5. 007 627 5. 634 

ト タルコスト 7. 194千円(前年度24.420千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 シスァム運用管理、支払事務手続
工程表の政策目標(指標) 人的、物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

学校図書館業務の効率化と利便性を高めるため、図書管理システムの運営を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

図書管理シスァム・機器等賃借料 2. 810 
シスァムサーバ保守管理経費 2. 197 
シスァム改修業務委託料 627 

~ コ 言十 5. 634 

3 これまでの取組状況、改善点

学校図書館の業務効率化と利便性を高めるため、平成20年度に 13校、平成21年度に11校
の図書管理システムを更新し、あわせてサーバの集中化を実施したロ平成26年度にはシステムの
更新を行った。

1 58.4461 学事支援事業 58. 446 77. 609 ム 19.163 

トータルコスト79. 501千円(前年度98.575千円) [正職員:2. 7人]
主な業務内容 シスァム導入に係る調整・運用管理、支払事務手続

工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進

|事業内容の説明

1 事業の概要
生徒の学籍情報、出欠、成績等の情報を教職員間で共有・管理するとともに、時間割編成や各所

証明書の発行など、事務処理の効率化を図るための学事支援システムの整備を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

学事支援シスァム賃借料 50.726 
シスァム改修委託料 5. 184 
サーバ管理運用等委託料 2. 536 

d口h 計 58.446 

3 これまでの取組状況、改善点

県立高校に学事支援システムを導入し、生徒情報の管理や各種証明書の発行を行っている。

-平成21年度:鳥取湖陵、倉吉総合産業、鳥取中央育英、米子、境の5校に導入
-平成24年度:青谷、倉吉束、倉吉西、米子商、日野、鳥取緑風、米子白鳳の7校に導入
-平成25年度:平成24年度導入校7校における導入効果を検証し、米導入校B校への導入

及びシステムの仕様の一元化に向けた対応方針を検討

-平成26年度:鳥取束、鳥取西、岩美、八頭の4校に導入
-平成27年度:全県立高校へのシステム導入完了

1
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
4項高等学校費
3目 施設設備整備費

教育環境課(内線 :7913)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

技術スペシャリスト 47， 701 60， 232 ム 12，531 47， 701 育成環境整備事業

トータルコスト 49， 261千円(前年度61， 009千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容購入物品の仕様検討・調整、予算配分・執行管理事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要
実践的な技術・技能を持った生徒を育成するため、各校の特徴を生かした産業教育・実習に

必要な設備の整備を行う。

2 事業内容

-老朽化や故障等により使用できなくなった機器を.更新したり、教育内容の見直しなどで新た

に必要となる機器を整備する。

-就職先で実際に使用されている機器を整備する。

学校名 護備内容

鳥取湖陵 高圧蒸気滅菌器、温室環境制御シスァム

鳥取工業 万能試験機制御装置

倉吉農業 真空包装機、トラクター (90馬力)、コンパイン

米子工業 高速精密旋盤

境港総合技術 ヘッドライトアスター(前照灯試験機)

教育実習設備整備費 6， 432 22， 283 ム 15，851 6，432 
(高等学校)

トータルコスト 7， 212千円(前年度23，060千円) [正職員:O. 1人]
l主な業務内容購入物品の仕様検討・調整、支払事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

県立高等学校において、教育内容の見直し等で必要となる実習設備の新規整備、老朽化に伴

う更新等を行う。

2 事業内容
学校名 整備内容

倉吉農業 冷凍冷蔵庫、冷凍庫

米子南 ホットワゴン(温蔵庫)、食器洗浄機、包丁まな板殺菌庫
境港総合技術 公用車(軽トラック。)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
4項高等学校費
3日施設設備整備費

教育環境課(内線 :7507)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

県立学校校庭芝生化 18， 990 29， 541 ム 10，551 18， 990 
推進事業費

トータルコスト 28， 348千円(前年度45，848千円) [正職員:1.2人]
主な業務内容委託・工事内容の調整、工事設計、工事監理

工程表の政策目標(指標) 人的・物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

児童生徒の体力や競技力の向上、けがの防止などを図るため、校庭の芝生化を実施する。

4・
2 事業内容 (単位:千円)

区 分 合計

芝生化校庭等の維持管理業務委託 14， 239 
維持管理に係る指導助田委託業務 4， 751 

A ロ 計 18， 990 

3 これまでの取組状況、改善点

平成14年度から平成27年度にかけて、県立高等学校11校及び特別支援学校6校のグラ
ウンド等の芝生化を実施した。芝生化実施後は各学校の利用形態に合った維持管理を行うた

め、県、 NPO、維持管理業者が連携を密にした維持管理体制を構築している。

10款教育費
5項特別支援学校費

l目 特別支援学校管理費

教育環場課(内線 :7698)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

特別支援学校寄宿舎 16， 605 23， 014 ム 6，409 16， 605 
運営費

トータルコスト 18， 165千円(前年度33，109千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容寄宿舎の管理運営

工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

鳥取盲学校及び琴の浦高等特別支援学校に設置されている寄宿舎の運営を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

学校名 予算額 事業内容

鳥取盲学校 9， 807 
鳥取盲学校及び鳥取聾学校の通学が困難な児童・生徒
のための寄宿舎を運営する。

琴の浦高等特別支援学校 6，798 
遠隔地から通学する生徒など通学が困難な生徒のため
の寄宿舎を運営する。

合計 16. 605 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
5項特別支援学校費
2目 特別支援学校費

教育環境課(内線:750 7) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 源 内訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)県立鳥取養護関
学校中央病院建替 3， 879 。 3，879 3，879 
係事業

トータルコスト 4，659千円(前年度O千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容委託・工事内容の調整

工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

鳥取中央病院では、平成30年の開院に向けた建替え整備が進められている。
鳥取養護学校は鳥取中氏病院に併設され、冷暖房・ガス・給水設備等を鳥取中央病院と共有

しているが、建替え整備に伴いこれらの設備が切り離されてしまうため、独自に整備する必要

が生じることから、各種の施設・設備の整備を行うための設計を行う。

(工事費は平成29年度当初予算で要求予定)

2 事業内容

<整備内容>

設備種別 内 R廿』

電気設備
冷暖房設備等が病院から切り離され電気容量が増大するため、受変電設備

等を整備する。

冷暖房設備等が病院から切り離されることに伴い、冷暖房設備、給水設備

その他設備 (受水槽・給水ポンプ等)、ガス設備、消火設備、排水設備等を独自に整

備する。

<スケジュール>

設計期間:平成28年5月から平成28年10月まで
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
5項特別支援学校費
2日特別支援学校費

教育環境課(内線 7933) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

特別支援学校エアコ 8.392 69. 897 ム 61， 505 
く4.200> 

2. 392 
県費負担富

ン整備事業費 6.000 6. 59l 

ト タルコスト 9. 952千円(前年度71，450千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容工事内容の調整
工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
老朽化により更新の必要性・緊急性が高い特別支援学校のエアコンの更新を行う。

、

2 事業内容

学校名 整備内容

白兎養護学校 小学部棟・特別教室棟・体育館のエアコシ更新に係る実施設計 (28台)

倉吉養護学校 小学部北・南棟・管理特別教室棟のエアコン更新に係る実施設計 (22台)

鳥取盲学校 寄宿舎のエアコン更新に係る実施設計(19台)

倉吉養護学校水治訓
33. 792 197. 344 ム 163.552

<32. 000> 
1， 792 

県費負担額

練室整備事業 32. 000 33. 792 

ト タ jレコスト 34. 572千円(前年度198.897千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容委託・工事内容の調盤、工事監理、契約事務等
工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

倉吉養護学校の肢体不自由の児童生徒が自立活動である水治訓練を校内で行えるようにする

|ため、水治訓練室の整備を行う。

2 事業内容

<主な整備施設>

-水治訓練用プール(1OmX5 m)、サブプール (3.5mX 2 m) 

-更衣室、トイレ、ボイラ一室、倉庫、既存施設との連絡通路 など

<事業費> (単位.千円)

区 分 H27 H28 合計
委託料(工事監理等) 2.644 1， 074 3. 718 
工事請負費 194. 700 32. 718 227. 418 
言十 197. 344 33. 792 231， 136 

※平成27年度から平成28年度までの継続事業

※工事期間:平成27年9月から平成28年6月まで

<水治訓練とは>

障がいによる学習上・生活上の困難を克服し、自立を図るために必要な知識技能を学ぶ「白
立活動J教科の中の一つの活動で、水中の浮力を利用することで、陸上より身体が動きやすく
なるため、児童生徒が主体的に自分の身体を動かそうとする自立的な活動の訓練になる。

(注)起債額の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。
県費負担額は起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

6日 教育財産管理費

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

[終了]県立智頭農林
高等学校学科再編に伴 。 24， 596 ム 24，596 
う施設設備整備事業

ト タ Jレコスト 0千円(前年度33，914千円) [正職員: 人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)事業完了のため。

[終了】倉吉農業車高等
学校大型特殊自動免 。 9. 678 ム 9，678 
許取得施設整備事業

ト タ jレコスト 。千円(前年度10，455千円) [正職員: 人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)事業完了のため。

【終了]県立倉吉西高
等学校弓道場整備事業 。 39， 000 ム 39，000 
費

ト タ Jレコスト 0千円(前年度39，777千円) [正職員: 人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)事業完了のためロ

産[終了]県立倉グ吉総合

ド業整備高事等学業校費 ラウン
。 24， 000 ム 24，000 

トータルコスト 。千円(前年度24，777千円) [正職員:一人]
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)事業完了のため。

〆
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

6目 教育財産管理費

教育現場課(内線:7698) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

[終了]県立鳥取工業
高等学校グラウンド整 。 33， 000 ム 33，000 
備事業費

ト タ Jレコスト 。千円(前年度33，777千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)事業完了のため。

10款教育費
5項特別支援学校費
2目 特別支援学校費

教育環境課(内線:7698) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

[休止]教育支実援習設備
整備費(特別 学 。 380 ム 380
校)

トータルコスト 0千円(前年度1， 157千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(休止理由)平成28年度は学校要望がなかったため。

[終了]音皆s生養護学校 。 4， 278 ム 4，278 
病弱高等整備事業費

トータルコスト 。千円(前年度5，831千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)事業完了のため。

7
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

前年度|比較

。

1 事業の概要
円滑な接続をめざした幼保小の連携に向けて、効果的な取組(接続期のカリキュラムの作成等)
を行う市町村をモデル的に支援し、全県への波及効果を狙う。

2 事業内容
(1 )推進地域による実践
0地 域 4市町村(小学校区)
0内 容 円滑な接続に向けた接続期のカリキュラム(アプローチカリキュラム・スタート

カリキュラム)の作成等 1 

0期 間 2年間
O交付金額 600千円X4市町村
*次年度以降に接続期のカリキュラム作成に向けた参考資料を作成する予定である。

(2 )連絡協議会の開催
0構 成 小学校・圏代表、市町村塾育委員会、アドバイザー
O内 容 連携による円滑な接続モァル(県外先進事例等)

向性や取組について協議(課題や取組について
O回数年2回
0経 費 344千円

[事業イメージ]

|【協議室苦認し事業 円滑な接続をめざして E 

3 これまでの取組状況、改善点
「鳥取県幼児教育振興プログラム」改訂(平成25年3月)後、園における教育力・保育カの向上に
重点を置いた取組を推進してきた。
・県内小学校でも小1プロブレムは見られ、課題を抱えている市町村、学校における改善のための取
組を積極的に支援していく必要がある。
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(単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 H廿h 

授授業業研力究の向を上中心に据えた 4. 800 
学が行パ力課イのう授題ザ授業の業ー解カ研活の決究用向に会の上積等た極をめに図的対のるに派しロ取遣て(り費、24組学用0千む支力円中援向学×上を校2行に0中区係う学(るこ2校0効と中区果に学)的よ)校なり区、ア) 
教ド員

全活国学カ・学習状況調査 1. 054 
学学にる基力説力調向つ明上査会く課の作を取題業行組部のうを会明。検確をま証化設たす置、とる対学し。応、力全策向上国の検対学討策力会を・行学議習いの状、開況全催県調に査よに対結り果す、の用

研究主任研修会の開催 720 
校るた内教めに、お局各け単校る位授ので研業実研究施究主す任をる一の。指層導計画力向的上、かをつ目効的率と的したに研実修施会す
を各育

合計 6. 574 

事業内容2 

【事業イメージ]

..  年度政策欄間 一一求..教科でつながる小中連携綬業力向上推進事業 小中学校課 I 
これまでの躍曜によ曜姐A:lj、中逮捕古田組を書畠とじっ1 全国宇古・字国為描画揖等を踏まえた中学相盛田宇古耳語の解
説に向け‘務制て?っ担割札翁醐督官盟国lt....て'1J¥中のき旨瞳υ切りを持有」小中相墨田韓島町据謙出向上を図るた'田房醇控割愛する

事業実施による効果ヘ
教員四専門性と協働性圭高め吾ために効果8ザ必受難研究シユテムを再構築することによる教員の授車力向上

-圃蘭画面』

， I 抑制語
。回以必 I Ji;~?:3~，~~~~~ 
.1 L: 制婦が;~.~:1~加

日.;!ff~悟苛含空事寝技一

r重苦
3 これまでの取組状況、改善点
・これまで実施してきた「小中連機で取り組む授業改革ステップアップ事業」等の校種間連携の充実
を図る取組により小中一貫教育の視点が醸成されてきており、今後は、これまでの取組をさらに進め、
学習指導要領の内容や系統性に基づく教科指導段階での9年間の接続を意識した指導の充実が求め
られる。
-学力課題の解決に積極的に取り組む中学校区を戦略的に指定し、中学校区内の教員が学力向上に効
果的な指導法を一貫して継続的に実施できるよう、県教育委員会と市町村教育委員会が連携し、授業
研究を通して、具体的な授業カ向上のための働きかけを行うととが求められる。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 小中学校課(内線 :7512)
4目 教育連絡調整費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内 訳

備考
国度完封金 起債 その他 一般財源

(新)小学校理科
教育パワーアップ 8.280 。8， 280 8， 280 
事業
トータルコスト 9， 060千円(前年度O千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 研究団体研修会等支援、交付金交付事務、とりっこドリル理科(活用編)作成・

臨布等
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
理科教育に優れた指導力を有する教員を配置した拠点校を中核とし、公開授業や教員研修(県教育セ
ンターとの連携)の実施、さらには教育研究団体との連携を通して、全県的に小学校理科における教師
の授業力向上を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 d令ヨ，ー

拠点校事業 2， 500 地域業研内究教体員の実践的指導力向上を図るとともに、地域内の
授業 制を構築する。

• 5小学校(東部2校、中部l校、西部2校)を指定
(500千円X5校)
-指定期間 2 年間(平成28年~29年)
-公開授業研究会や研修会等を通した地域の学校への還
n; 
-各教育局、市町村教育委員会と連携した学校支援
-教育センター研修との連携
-加配措置
-教育関係施設等との連携

教育研究団体との連携 500鳥取県小学校理科教育研究会で研修等を実施し、その成果
を全県に還元する。
-全県での研修会
-学習ノート作成等

とりっこドリル理科 5， 000 鳥取県の児童生徒の理科における活用カの向上を図る。
(活用編)の作成・配布 -活用問題を中心とした内容のドリルを作成し、県内全

小中学校に配布
-活用例を示し、学習の習熟の場面や家庭学習での活用
を促進

全県連絡協議会の開催 280 事業実施校及び教育研究団体の理科教育における授業力向
上の育成を図る。

合計 8， 280 

3 これまでの取組状況、改善点
平成27年度全国学力・学習状況調査の本県の結果から、「理数で児童生徒の潜在能力が生かし切れて
いないJ、「実感を伴った理解を図る理科の授業づくりが不十分である」といった課題が明らかになっ
た。
また、学校単位で理科の授業研究を推進している学校が少なく、特に小学校における教員の教科指
導力向上(理科)のための具体的な取組が求められる。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 小中学校課(内線 :7512)
4目 教育連絡調整費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内 訳

備考
国庫克並金 起債 その他 一醐撫

(新)情報モラル
教育推進事業 2. 580 。2. 580 2. 580 

トータJレコスト 3. 360千円(前年度O千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 モデル地域への経費等支援、モデル地域と連携した先進的取組の発信、連絡協議

会の開催等
工程表の政策目標(指標)社会の進展に対応できる教育の推進
事業内容の説明

1 事業の概要
小中学校における情報モラル教育の推進について、情報教育サボータ一、鳥取県ICT活用教育推進
協働コンソーシアム(産業界、大学、県警、県教委等)と連携してモデル的に取り組み、その成果を全
県に普及する。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 事 業 内 n廿h 

モデル地域等への支援 2. 100 0モデル地域による実践
(指定地域は3中学校区 (700千円/校区)、指定期間は2年間)
-小中9年間を見通したモデルカリキュラムの作成
-中学校区連絡協議会を設置し、小中連携した実践
-家庭・地域と連携した取組の推進
• r情報モラル教育コンテンツ集DVDJ(県教育センタ一作
成)を活用した実践
-授業公開による先進的取組の公開及びホームページでの発
{言
-情報教育サボータ一、鳥取県ICT活用教育推進コンソー
シアムとの連携
-県PTA研修会、子ども未来フォーラム等で全県に成果を
還元
0実践事例集の作成
0情報教育サボーターによる支援
0鳥取県ICT活用教育推進コンゾーシアムとの連携

連絡協議会の開催 480 モデル地域の実践事例及び成果・課題を共有し、その後の取組
に生かす。

合計 2. 580 

3 これまでの取組状況、改善点
-本県では、ケータイ・インターネット教育推進員(122名登録)がPTA研修会等で講師として活動
しており、 PTA研修会等における全国有数の支援体制が整っている。その中には、全国レベルで指
導できる情報教育サボーターもおり、学校に対する情報モラル教育の支援について知見の有効活用が
期待できる。
-鳥取県ICT活用教育推進コンソーシアムでは、産・官・学が共同して情報モラル教育の推進に寄与
できる体制が整っている。
-平成26年度「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果J(文部科学省)によると、鳥取
県の教員の「情報モラルなどを指導する能力」は、小学校では75.2% (全国44位)、中学校では、 64.
6% (全国45位)となっている。
-情報モラル教育に係る指導方法が教師に十分理解されておらず、情報モラル教育に組織的に取り組ん
でいる学校が少ない。
-スマートフォンやインターネットに接続できる音楽プレイヤ一等の進歩とともに、情報モラルに係る
生徒指導上の新たな課題が次々と発生し、学校現場ではそれらに十分対応し切れていない。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 小中学校課(内線 :7521)
4日 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内 訳

備考
国産支出金 起債 その他 一般財源

とっとりふれあい家

庭教育応援事業 11. 718 13， 182 ム1.464 5， 271 6，447 

トータルコスト 19， 516千円(前年度26，383千円) [正職員:1.4人]
主な業務内容 市町村への補助金交付、研修の実施、研修会への講師等の派遣、人材養成、

家庭教育啓発広報、指導助言、連絡調整等

工程表の施策目標棚 家庭教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
身近な地域における家庭教育の支援の一層の充実を図るため、地域人材の育成及びネットワー

クの構築に向けて取組むとともに、市町村が実施する親への学習機会の提供、「家庭教育支援チー

ム」による訪問型家庭教育支援の取組を促進する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

県実施事業 3， 513 ①研修・講座
(国1/3、 訪問型家庭教育支援を進めるため、市町村の福祉と教育の担当者や県

県2/3) 内で活動する家庭教育支援者の連携・協働体制づくりを支援する。ま

た、「子育て親育ちプログラム」を進行・普及できる者の養成及び技
能向上等により家庭教育支援の充実を図る。

②研修会講師等の派遣事業

家庭教育アドバイザーやファシリテータ※を派遣する。

※会議が目的に沿って進むよう支援・進行する者

③企業との連携による家庭教育支援事業

子育てしやすい職場環境づくりに取り組む企業と「鳥取県家庭教育推

進協力企業」として協定を締結する。

④ 「子育て親育ち」応援メッセージ事業(啓発広報)

子育て家庭を社会全体で支援しようとする地域力の蟻成を図る。

市町村事業 8， 205 0実施予定 10市町
への助成 0補助対象事業
(国・県・ ①家庭教育支援チームの普及・定着

市町村 子育て経験者や元保育土等の地域人材によって構成される家庭教育

1/3) 支援チームの活動として、家庭教育に関する情報提供や個別訪問、

学習機会の調整等を実施する。

②家庭教育支援拠点機能の整備

地域の小学校等に家庭教育に関する情報提供や相談対応を専任で行

う家庭教育支援員を配置することで拠点機能を充実させ、アウトリ

ーチ型家庭教育支援体制の構築を図る。

③学習機会の効果的な提供

親が集まる様々な機会を活用して子育て講座を開催する。

合計 11.718 

3 これまでの取組状況、改善点
教育と福祉、行政と地域等の連携の構築、人材養成、研修会及び学習の機会の充実に向けた支援

等を実施してきた。引き続き身近な課題や対応に係る情報を共有し、支援体制の推進を図る。

※平成27年度鳥取県家庭教育推進協力企業574社 目標値700社(平成30年度)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4日 教育連絡調整費

事 業 名 本年度 前年度

(新)r地域未来塾」

比較
国輯挫

小中学校課(内線:793 1) 

(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一糊源

推進事業 6， 598 。6， 598 3， 183 3， 415 

トータルコスト 9， 717千円(前年度O千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 市町村への補助金交付、研修の実施、指導助言

工程表の政策目標(指標)特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
「鳥取県子どもの貧困対策推進計画Jに基づく教育の支援として、大学生や教員OBなど地域

人材の協力による「地域未来塾」を開設する市町村に助成する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

県実施事業 598 0全県への広がりと内容充実のために研修会を開催する。
(国 1/3、 -対象 市町村福祉部局、市町村教育委員会事務局、「地域

県2/3) 未来塾」関係者

-内容 総合的な貧困対策について

「地域未来塾Jの実施について

市町村への支援 6， 000 or地域未来塾J概要
事業 対象者:中学生等(小学生・高校生も可)

(国・県・ 開催日:放課後、土曜日、長期休業等

市町村1/3) 場所:公民館、学校等

内 容:補充学習、質問教室、テスト対策学習等様々な形態

で実施されるが、 ICTの活用による遠隔地での学

習支援も促進する

指導者:学生、教員OB等地域住民、民間企業

※10市町村が実施予定であり、「鳥取県子どもの貧困対策推

進計蘭」における教育の支援の一環として、進路保障に繋

げるために、福祉による保護者への経済的支援、相談支援

活動と連動して行う。

合計 6， 598 

3 これまでの取組状況、改善点

福祉保健部による「生活困窮者自立支援事業」、「ひとり親家庭への学習支援」等の取組は行つ

ているが、県教育委員会として貧困対策につながる学習支援事業は実施していない状況であるロ

経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習が遅れがちな中学生

等の学習環境を整備・保障するととで貧困の連鎖を断ち切り、すべての子どもたちが夢と希望を

持って成長していける仕組みを確立する必要がある。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 小中学校課(内線 :7513)

(単位:千円)3目 教職員人事費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
陣I主+叶ゆ 起債 その他 一醐撫

教職員人事管理費 8. 227 9. 329 ム1.102 8. 227 

トータルコスト 86. 207千円(前年度86.979千円) [正職員:10.0人]
主な業務内容 教職員の人事管理、採用試験等の実施

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

教員採用候補者選考試験、 l校長候補者選考試験及び教頭候補者選考試験を含む教職員の人事管理

に関する事務を行う。

(手数料)

教育職員免許事務費 3. 664 3. 612 52 3. 654 
白者収入)

10 
トータルコスト 13. 022千円(前年度12.930千円) [正職員数:1. 2人、非常勤職員:1. 0人]
主な業務内容 教育職員免許法に関する事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

教育職員免許状の授与・検定、書換及び再交付並びに教員免許更新制に係る事務を行う。
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備考

平成28年度一般会計当初予算説明資料

比較

1， 500 

前年度

事業の概要
今後も進展が見込まれる少子化への対応や地域創生のためには、小中連携から小中一貫した教育へ
推進と、保護者や地域住民に一層支えられながら、地域住民等が運営に参画する学校づくりが求め
ている。
こうした中、中学校区内の小中学校が地域住民等と、目指す子ども像を共有して小中9年間を見据え
た一貫した教育を推進しようとする県内市町村の動きもあり、県としてもこうした取組を支援する。

事業内容の説明

事業内容
希望する市町村が、地域の次代を担う地域人材の育成のため、地域住民等の参画による中学校区全体
の連絡会議を設置して、目指す子ども像の共有と協働による学校運営を推進し、地域の特色を生かした
小中9年間を見通した系統性のある教育課程の作成に取り組む。

0地 域 3中学校区(市町村教育委員会)
0期 間 最大3年間 (H27~)
0交付金額 上限500千円X3中学校区

2 

[事業概要図]

小中一貫教育の支援について I 
~特色ある小中9年教育支媛事築制t'}J新規事襲....  

本県でこれまで取り組んできた「学力の向上J r生きる力の育成J
「校種を越えた連携」や、 「特色ある学校づくりJ r開かれた学校
づくりJを総合し、 !.J、中
働.，;進めぷ.~\< 
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めざす子ども像の共有が図られるとともに、小中一
これまでの取組状況、改善点
・実施町においてネットワーク会議を設置し、
貫した教育課程の作成等が進んだ。
(初年度の取組状況)
-学力分析に基づく保小中一貫した教育課程の概要版を作成
・新教科「ともいき科」の実践と検証を実施

・地域住民との協働・連携の一層の充実とともに、取組状況の把握及び課題の明確化が課題である。

3 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
4目 教育連絡調整費

事業名 本年度 前年度 比較
国軍支出金

財源

起債

小中学校課(内線 :7512)
(単位:千円)

内訳
備考

その他 一醐槻

土曜授業等実施支

援事業 18， 521 22， 455 ム3，934 9， 086 9， 435 

トータルコスト 24， 759千円(前年度27，891千円) [正職員:0.8人]
主な業務内容 土曜授業実施経費等支援、市町村との連絡調整、補助金交付事務、国への申請・

打ち合わせ等
工程衰の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
全ての子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学校・家庭・地域が連携・協

カして行う学校における授業、地域における多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を推

進する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 n廿旬

土曜授業等実施の支援 10， 169 0土曜授業推進の支援
(国事業) 目標や内容の条件整備の視点から、学校における質の高

い土曜授業を推進するため、土曜ならではの利点を生か
した効果的な計画の開発、土曜授業調整役の配置、特別
非常勤講師や外部人材、民間事業者等の活用を支援する
とともに、その成果の普及を図る。(国10/10)
0地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制
等構築の支援
地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力によ
り、市町村等が、体系的・継続的な内容を企画・実施す
る取組を支援することにより、土曜日の教育活動等のー
層の充実を図る。
(国・県・市町村1/3) 

土曜授業等実施の支援 7， 000 子どもたちの土曜日における教育環境の充実を図るため土
(国事業対象外) 日程授業等を実施しようとする市町村のうち、園事業の対象

とならない市町村を県独自で支援する。

土曜授業等実施に係るコ 1， 100 土曜授業等の取組を推進するための調整役筈を市町村教育
ーディネータ一等配置支 委員会に配置する取組を支援する。
援

連絡協議会等の開催 252 土曜授業等の実践事例及び成果・課題を共有し、その後の
取組に生かす。(国10/10)

合計 18， 521 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成27年度は13市町村が土曜授業等実施支援事業を活用し、 4市町が独自で土曜授業等を実施
した。各市町村において土曜日の特性を利用し、子どもたちにとってよりよい学びや体験の機会を
提供しようと創意工夫した取組が進められているが、今後も学校・家庭・地域が連携し、社会全体
で子どもを育てる教育環境の充実に向け、引き続き県として支援を継続していく必要がある。
-学校においては、次期学習指導要領の改訂に向けてこれまで以上に開かれた学校教育を実践し、そ
の目指すところを社会と共有、連携しながら実現するための事業推進が求められる。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4目 教育連絡調整費

事 業 名 本年度

小中学校課、高等学校謀、特別支援教育課(内線:7512) 

(単位:千円)

前年度 比較
財源内 訳

備考
国観瞳 起債 その他 一殻財源

エキスパート教員認
定制度 8， 592 7， 846 746 8. 592 

ト タルコスト 13， 271千円(前年度11， 729千円) [正職員:0.6人]
主な業務内容 エキスパ ト教員の認定、研修会への派遣

工程表の政策目標(指標)学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

優れた教育実践を行っている教員を「エキスパート教員Jとして認定b、その指導技術の普及
により全県的な教員の指導力向上を図り、児童生徒の学力向上に資する。

平成28年度は26名(予定)の認定を行う。乙れにより、認定人数は平成27年度までの認
定者93名と合わせて 119名に増加予定である。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 句dコ四・

全国大会規模の研究 7， 854 全国大会規模の研修会等へ派遣し、認定分野を中心に
会等への派遣 研修を深め、成果を授業実践や研修会等で還元する。

エキスパート教員連 475 認定者の情報交換、指導主事による助言及び認定者の
絡協議会の開催 役割などについて情報交換、検討を行う a

選考委員会の開催等 263 エキスパート教員選考委員会を開催(年l回開催)し、
認定者の選考を行う。

l口入 計 8， 592 

3 これまでの取組状況、改善点
-模範となる教員が身近にいることで、他の教員の授業等に対する意識や指導力が向上した。

-公開授業を参観した教員の授業改善への意欲が向上した。

-平成28年度については、教育課題への対応として、「小学校外国語活動Ji 1 C Tを活用した
教育活動」を新たな認定分野として追加した。

-平成27年度(10月末まで)の公開授業の実施状況
小学校 1 3回
中学校 1 0回
高等学校 1 0図 • 
特別支援学校 7回
-エキスパート教員認定状況 (単位:人)

校種/年度 H21 H22 H23 日24 日25 H26 H27 
小学校 5 9 13 19 26 3 0 24 
中学校 4 6 1 0 1 4 1 8 2 1 20 
高等学校 5 9 1 4 22 2 6 3 2 3 5 
特別支援学校 2 3 7 10 1 1 1 1 1 4 
合計 1 6 2 7 44 6 5 8 1 94 93 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4目 教育連絡調整費

事 業 名 本年度 前年度 比較
|司事'i!a:Ii会

小中学校課(内線 :7935)
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

学力向上実践研究推
進事業 1. 000 1. 000 。1. 000 
ト タルコスト 2， 560千円(前年度2，553千円) [正職員:0，2人]
主な業務内容 市町村への委託、指導助ロ、連絡調整
工程表の政策目標(指標)学力向上の推進

事業内容の説明
事業の概要
教育上の課題や社会の変化に伴って生じる多様な要請に対し応するため、その改善に向け不断の
見直しが求められる。また、学校教育では自ら課題を発見 、他者と協働してその解決に取り組
み、新たな価値を創造するカ等の育成に向け、子どもたちが主体的・協{動的に学ぶ授業への転換
を図っていく必要がある。このことを踏まえ、指導方法の改善を図るための実践的な調査研究を
行う。(国委託10/10)

2 事業内容 (単位.千円)

区 分 予算額 事 業 内 川τヨ田「

市町村への事業委託 900 教材開発や指導方法について実践研究に取り組む市町
村教育委員会を推進地区に指定し、域内の推進校にお
いて調査研究を行う。
推進校研究費 150千円X6校

研究推進協議会の関 100 実践研究を推進するために、推進地区・推進校の代表
催 者による協議会を開催する。

i口k 言十 1. 000 

教育課程実践充実
事業 1. 004 991 13 1. 004 

ト タルコスト 4， 123千円(前年度3，321千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 学習指導要領の趣旨理解と実践上の課題解決のための研究集会開催

工程表の政策目標(指標)学力向上の推進
事業内容の説明
事業の概要
学習指導要領の趣旨理解と、その実現に向けた実践上の課題解決を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 n廿h 

平成28年度教育課程 1. 004 学習指導要領に基づく教育実践の充実に向けた取組を
研究集会の開催 進めるため、教育課程研究集会を開催する。

3 これまでの取組状況、改善点
平成27年度の研究集会では、本県が目指す「とっとりの授業改革 (10の視点]Jに基づく具体的
な授業づくりについての優れた実践事例の発表や紹介に加え、参加者が実践資料等を持ち寄り協
議を行うことで、授業改善の方向性を明らかにすることができた。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 小中学校課(内線:7915) 
4目 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国親睦 起債 その他 一醐掘

道徳教育推進事業 4， 905 4， 905 。4. 155 750 

ト タルコスト 7，244千円(前年度7，235千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 指導充実のための助日、研究協議会の企画運営
工程表の政策目標(指標)豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
規範意識やいのちを大切にする心、思いやりや夢や希望を大切にする心など、子どもの豊かな
心を育成するために、道徳教育指導力向上研修や指定校による実践研究等を実施し、道徳の時間
及び道徳の時間を要とする全教育活動における道徳教育の指導の充実を図る。

2 事業内容
(単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 容

道徳教育における指 750 道徳教育指導力向上研修
導力向上 -国が主催する研修(中園地区研修会)への派遣

4， 155 道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援
(国委託10/10)
-学校教育全体を通して行う道徳教育実践の研究指定
-実践校の実践発表の場を設定し、県内各学校へ研究成
果を還元する。

d口h E十 4，905 

3 これまでの取組状況、改善点
-国の委託事業を活用し、研究指定校における実践研究の推進を図った。
-広島県で開催された中園地区研修会において、国の動向や新しい道徳教育の流れについて研修
を受けた。

An 



平成28年度一般会計当初予算説明資料

備考

指導力の向上を図るため、言十商的に各種講座・研修会や大学院、研究機関、民
る。

~・
τコー

中央研修講座への派遣|高度・専門的な知識を習得した管理職等を育成し、学校の適切な経
営や特色ある教育活動を推進するため、独立行政法人教員研修セン
ターが主催する中央研修講座(校長・教頭等研修講座、中堅教員研
修i座)へ派遣する。
0派遣先独立行政法人教員研修センター
O派遣期間校長 … 5日間( 3名)

教頭 …1 7日間( 4名)
中堅教員… 18日間(18名)

内業事分区

英語による相互理解能力及び英語の指導力の向上を図るため、海外
の大学で研修する。 (2ヶ月間 1名)

英語教員海外派遣

教育課題研修指導者!諸外国の教育制度・改革等を視察・調査し、広い視野せ学校運営を
海外派遣プログラム|推進する教員を育成する。(14日間程度 6名)

各種研修会・講習会|全国各地で実施されている文部科学省等が主催する各教科等の研修
への派遣 !会や講習会へ計画的に派遣する。 (20名程度)

教育専門職としての資質や指導力の向上を図るとともに、各分野に
おいて中核となる教員の養成を図るため、教員を大学や研究機関な
どに派遣する。8主な派遣先
派遣期間
O派遣人数

等学大
前
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内地留学派遣

学校経営については、将来の管理職として活躍が期待される人材を
派遣し、また、教科教育については、エキスパート教員等の教科の
推進者として活躍が期待される人材を派遣する。8派遣先兵庫教育大学、鳴門教育大学、島根大学等
派遣期間 2年間
O派遣人数 7名

新教育大学派遣

発達科学分野については、将来、特別支援教育の分野で活躍が期待
される人材を派遣し、また、学習科学分野については、将来、エキ
スパート教員として活躍が期待される人材を派遣する。
O派遣先鳥取大学大学院
0派遣期間 2年間
O派遣人数 7名
※大学院設置基準第14条に定める教育方法の特例制度が設けられ、現職
のまま大学院の教育を受けることのできる大学院へ派遣。

114条大学派遣※

社会変化に対応した柔軟な職務遂行能力の育成や、学校の直面する
教育課題解決のため、教員を民間企業やその他事業所等に派遣する。
0派遣期間原則3ヶ月以上1年以下
0派遣人数 6名

特別支援教育の中核となる人材の育成を図るため、教員を国立特別
支援教育総合研究所の研修に派遣する。
0派遣期間 2ヶ月
O派遣人数 日名

特別支援教育派遣

これまでの取組状況、改善点
多様な教育課題や時代の変化に伴って発生してきた新たな教育課題に対応するため、高度
門性が求められており、県全域から計画的に教員を派遣した。研修参加者は、学校や各地域の
核として、日々の教育活動や研修会(講師等)で成果を還元している。

-5日ー
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 小中学校課(内線:_L!;i12) 
ム】 ，〆九 M'ζ:!::ll吐-1w .. J......，_ (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
|玉蟻3ZH除 起債 その他 一糊源

平成28年度「科学 (諸収入)

の甲子園ジュニア」 543 541 2 254 289 
鳥取県大会
ト タJレコスト 2. 103千円(前年度2.094千円)I正職員:0.2人]
主な業務内容 「科学の甲子園ジュ アJ鳥取県大会の開催
工程表の政策目標(指標)学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
理科、数学等における複数分野の競技に協働して取り組むことを通じて、県内の中学生が科学
の楽しさ、面白さを知り、科学と実生活・実社会との関連に気付き、科学を学ぶ乙との意義を実
感できる場を提供することを目指すため、「科学の甲子園ジュニア」鳥取県大会を開催する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 H廿h 

「科学の甲子園ジュニ 543 県内中学校の 1・2年生3名でチームをつくり、実生
アJ鳥取県大会の開催 活・実社会との関連、融合領域、説明能力等に配慮した、
(科学技術振興機構 理科・数学等における複数分野の筆記・実技競技を行い、
(JST) 3/4助成) チームの総合得点を競う。

優勝、準優勝チームの6名には、鳥取県代表チームと
して全国大会の出場権を与える。

3 これまでの取組状況、改善点
-平成27年8月20日に北条農村環境改参善加セしンターを会場にレて大会を開催した。県内中学校のl、
2年生が57名(i2校・ 19チーム) て競技を行い、鳥取市立湖南学園中学校Aチーム及び烏
取大学附属中学校Aチームが鳥取県代表として全国大会への出場権を獲得した。
-これまでの鳥取県中学校教育研究会理科部会の協力に加え、鳥取県中学校教育研究会数学部会
の協力を得ることにより、本事業の趣旨について学校現場へ広く周知を図ることができた。

1
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費、
一盤査連盤盟

小中学校課(内線:7512) 
4‘]  耳 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国電廷挫 起債 その他 一醐槻

環日本海教育交流推
進事業 5， 826 5，254 572 5， 826 

ト タJレコスト 14. 404千円(前年度13.019千円L[正職員:1. 1人]
主な業務内容 交流事業の企画立案、連絡調整
工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明

事業の概要
環日本海諸国(大韓民国)との教員、児童生徒及びPTA関係者との交流促進を里ることによ
り、国際感覚豊かな教員及び児童生徒を育成し国際理解教育を推進するとともに、 どもたちの
健全育成に向けた活動をより一層発展させる。

2 事業内容
(単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 令~司・

教員交流事業(受入) 2， 300 鳥取県の教員と韓国江原道の教員との相互訪問を実施し、
教育問題について情報交換をし、相互理解と友好を深め
ることにより、本県教育の向上に資する。
0江原道教員10名を受入予定

児童生徒交流事業 2， 151 韓国との教員交流の実績をもとに、児童生徒の交流を行
(派遣) い、国際感覚豊かな児童生徒を育成する。

0本県児童生徒20名、引率5名を派遣予定

PTA日韓交流事業 1. 375 韓国とのPTA関係者との交流促進を図ることにより、
(受入) 相互理解と友好を深め、子どもたちの健全育成に向けた

活動をより一層発展させる。
0江原道PTA関係者9名を受入予定

ii 、 計 5， 826 

3 これまでの取組状況、改善点
交流の機会を積極約に設定することは、日韓両国の国際理解教育を推進していくために有効で
ある。特に県の事業として実施することで、韓国と交流のない市町村の児童生徒も交流でき、県
内全域に交流の輸を広げることができた。
また、江原道の学校や保護者の取組を理解することにより、本県の保護者のPTA活動や家庭
教育に対する意識啓発の機会となっており、江原道と鳥取県との教育交流事業の一環として、草
の根段階での相互理解や良好な関係づくりに寄与している。

2
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
l項教育総務費

前年度| 比較

3， 981 

1 事業の概要
義務教育以降の学びの基礎となる質の高い幼児教育の全県展開のために、 f)鳥取県幼児教育振
興プログラム(改訂版)J (平成25年3月発行)、「鳥取県幼保小連携カリキュラムJ(平成26年3
月発行) f実践事例集(仮称)J (平成28年3月発行)を引き続き周知・活用し、幼稚園・保育所
・認定こども園等の教職員の指導力向上と小学校教育との連携推進を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 |予算額| 事業内容

幼保一体化に向けた
幼児教育・保育相互
理解研修事業

幼稚園教員・保育土I 1，513 I幼児教育の充実を図るため、幼稚園の教職員、保育所の保育土
等の指導力向上事業I I等に向けた研修を実施する。

・各教育局で5回の「幼稚園教員・保育土の合同研修会」と全県
でl回の研修会を実施 (5回X3地域+1回=16回)

32 I幼保一体化への移行を踏まえ、国公立幼稚園の教職員が、設置
者の垣根を越えて、私立幼稚園・認定とども園・幼保一体化施設・
保育所等で行う 1日以上の保育体験研修を支援する。

幼児教育調査
(新規)

21 I県内の幼稚園・認定こども菌、保育所、小学校等に幼稚園教育や幼
保小の連携・交流に関する調査を行い、「育ちと学びをつなぐ」改
訂の参考とする。(前回は平成24年度に実施)

210 I幼稚園教育理解推進事業(中央協議会)に公立幼稚園・認定こ
ども園の教諭等3名を派遣し、幼稚園教育要領の理解を深める。

224 I幼稚園教育に関する専門的な研究協議、演習等を通じて、各国
の取組の成果を共有し、幼稚園教育要領の理解推進を図る。

幼稚園教育理解推進
事業

幼稚園教育課程研究
協議会

幼児教育専任指導主I(定数)I幼児教育を充実させるため、幼児教育専任指導主事を小中学校
事の西日置 I I課及び各教育局に配置し、幼稚園の教職員・保育所の保育土等
(5名) I Iへの積極的な指導助言等を実施する。

合計 I 2，000 

3 これまでの取組状況、改善点

・「幼児教育振興プログラム」や「幼保小連携カリキュラムJの活用をめざし、各種研修会を開
催したり、圏内研修での指導助言を行ったりしたことにより、鳥取県のめさやす幼児の姿
きる子ども」に向けた取組を展開する園が増えた。今後も国における取組を支援するとともに、
県全体の就学前教育の充実と幼保小連携につながる取組を推進する。

-幼児教育専任指導主事と子育て応援課保育専門員が、市町村と連携して幼稚園・保育所等の計
画訪問や要請訪問を実施し、圏内研修の改善・充実を支援してきた。
-平成27年度末に配付する冊子「実践事例集」や「圏内研修用DVDJを活用した研修会を計画
し、各園での圏内研修の充実や保育者の質の向上をめざす。
・設置者の垣根を越えた保育体験研修を実施することにより、受入協力園にとっても保育改善に
つながる機会となった。今後さらに受入園を拡大するとともに、研修内容の充実を図る。

内
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

4目 教育連絡調整費

事 業 名 本年度 前年度 比較
国朝長金

小中学校課(内線 :7931)

(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一糊楓

学校支援ボランァイ

ア事業 28， 908 32， 139 ム3，231 3， 995 24， 913 

トータJレコスト 33， 587千円(前年度36，798千円) [正職員:O. 6人]

主な業務内容 市町村への補助金交付、研修の実施、指導助言、連絡調整

工程表の政策目標(指標)特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

事業の概要

地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組をつくり、様々な学校支援活動を実

施することに対して助成する。

2 事業内容 (単位.千円)

区分 予算額 事業内容

県実施事業 581 0 ボランァィア研修会の開催 (2回)

(国 1/3、県 各市町村のコーディネーター・ボランテイア等に対する研修

2/3) 会の開催

市町村実施事業 28， 327 
区分 学校支援地域本部事業 地域で育む学校支援

(国補助事業) ボランティア事業

(単県補助事業)

補助率 国・県・市町村1/3 県10/10
実施予定 1 0市町 8市町1完全校組合
補助対象 ( 1 )ボフンァィアの学校支援活動に係る経費
事業 [活動例]

①生活支援や学習支援

②樹木の契定等の環境整備

③登下校の見守り

(2)コーディネーターの配置に係る経費
(3 )運営委員会開催経費(国補助事業のみ)

合計 28， 908 

13 これまでの取組状況、改善点

-国庫補助事業と県事業を合わせると、県内公立小中学校の約8割で実施され、登録ボランティ

ア数も6，000人を超えて順調に伸びており、学校に地域の人々の姿があることが当たり前に感じ
られるようになっている。

-平成30年度の登録ボランティア数7，000人を目標とし、順調に増加している。

-平成27年度事業棚卸しを踏まえ、国庫補助事業への移行を図りつつ、市町村への支援を継続す

るとともに、学校と地域との調整役であるコーディネーターの人材確保の観点から、教員OB等
への働きかけを強化し、研修会等による技能向上を図る。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4回 教育連絡調整費

小中学校課(内線・ 7521)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 i箆 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

放課後子ども教室
推進事業 27， 509 26， 358 1， 151 12，750 14， 759 

トータルコスト 31， 408千円(前年度29，464千円) [正職員:O. 5人]

主な業務内容 市町村への補助金交付、研修の実施、指導助言、連絡調整

工程表町政貫目標(指揮) 社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

放課後や週末等に学校の余裕教室等を活用して、子どもの安全・安心な活動・安心な活動拠

点(居場所)を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちに学習や様々な体験・交流活動の

機会を定期的・継続的に提供する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 R全旬. 

県実施事業 6， 008 0県立特別支援学校における教室実施 (6校)

(国1/3、県2 0指導者研修会の開催(安全管理研修会:東・中・西部各l回、

/3) 指導者等研修会:全県1回)

※放課後児童クラブと合同で開催する。

放課後子ども教室 21， 501 0実施予定 1 0市町

(市町村)への助成 O補 助 率国・県・市町村1/3

0補助対象事業

①運営委員会の設置・開催

②コーディネーターの配置

③放課後子ども教室の実施(放課後児童クラブと連携)

-放課後や週末等に開催する。

-地域の子ども全般を対象とする。(幼児、児童、中学生)

-教育活動推進員や教育活動サボーターを配置する。

-無償ボランティアを含む地域の様々な方々の参画を得

る。

[活動事例]お手玉やメンコなどの昔遊び、地域の伝統や

昔話の伝承、料理教室、農業体験など。

④開設年度に限り、必要な備品費を補助

合計 27. 509 

3 これまでの取組状況、改善点

-現在、 10市町36教室、県立学校6校6教室が実施している。

-平成26年度から「放課後子ども総合プラン」として、放課後児童クラブ(子育て応援潔所管)及

び放課後子ども教室の一体的または連携した取組の推進や学校施設の活用が求められており、必

要に応じた工夫・充実した取組が期待されている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

前年度 l比

1. 8761 5001 1 1 1 2，376 

1 事業の概要
社会教育関係団体の教育カを活用し、健やかに子どもたちを育む地域づくりを促進するとと
もに、社会教育関係団体の人材育成等に対して補助を行う。

2 事業内容

(単位:千円)
区分 予算額 事 業 内 甘~ 

社会教育関係 1. 876 全県的な組織を有し、県の施策に合致した活動を展開してい
団体支援事業 る公共性のある社会教育関係団体を対象として、人材養成等に
(PTA関係) 要する活動経費の一部を助成する。

助成先 金額

成人団体
鳥取県PTA協議会 860 
鳥取県高等学校PTA連合会 1， 016 

(臨時)大会 500 県内関係団体を対象とした研究大会の開催に要する経費のー
開催補助 部を助成する。

:成人団体|鳥取県PTA協議会 |金:01

※平成28年度に開催される大会
-第46回日本PTA中国ブロック研究大会とっとり大会
(鳥取県f'TA協議会主催)

合計金額 2， 376 

3 これまでの取組状況、改善点
少子化等により各団体の会員数が減少し、財政的に厳しい状況が続いているが、各団体とも目的
に沿った取組をおおむね着実に実施してきている。また、核家族化、地域的なつながりの希薄化等
により、家庭及び地域社会の教育力の低下が指摘されているところであり、引き続き県として支援
を継続していく必要がある。
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前年度| 比較

1.1211 1，364 

1 事業の概要
東日本大震災等により被災し、県内の幼稚闘(公・私立、)、公立認定こども園及び小・中学
校(国・公・私立)に幼児・児童生徒を通わせている保護者の経済的負担軽減を目的として
必要な援助を実施した市町村に対し補助を行う。

2 事業内容
( 1 )被災幼児就園支援事業
[補助対象経費]
被災を起因とした経済的理由により就園困難となった幼児に関する幼稚園就園奨励事業(
ども・予育て新制度に基づく公立幼稚園及び公立認定こども園における就園支援のための保
護者等の負担軽減を含む。)の対象となった幼児の保育料等を軽減する事業に要する経費。
[補助率]
補助対象経費の 10/10 r一一寸軍奮豆窒

[予算額]
| 推計対象者数|

1 4名l 翌五面

申請

(2)被災児童生徒就学援助事業
[補助対象経費]
県内の小・中学校(国・公・私立)に児童生徒を通わせる場合で、被災を起因とした経済
的理由により就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者等に必要な就学援助を行うのに
要する経費。
〔対象費目〕学用品費、体育実技用具費、新入学用品費、通学用品費:通学費、修学旅行

費、校外活動費、クラブ活動費、生徒会費、 PTA会費、学校給食費、医療費
[補助率]
補助対象経費の 10/10
(医療費以外は補助上阪額あり)

Z♀よ王E

3 これまでの取組状況、改善点
平成27年度は4市町(小・中学生6名)に対し補助を行った。
東日本大震災等による被災地からの転入学・入国に備えて、引き続き援助を実施する。

ヲ，
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}荒川蓉

1. 260 I 県内の小学校が県民の日に関する学習に併せて校外
学習等を実施する際に、学校からおおむね40キロメ
ートル以上離れた、郷土にゆかりのある歴史的・文化
的名所や全国に誇れる県内企業など、県内の特色ある
見学先を謝問する場合に使用するパスの借上経費を補
る。(は甫助率1/2、

事業内容2 

これまでの取組状況、改善点
平成27年度は本補助金を利用し、県内の6小学校で472名の児童が県立博物館、妻木晩田
遺跡などの県内施設や県内企業等を見学しでおり、児童が県への理解と関心を深める一助となっ
ている。

3 

事業の概要
指導主事、管理主事による学校訪問・指導助言及び小中学校の児童生徒が使用する教科用図
書に関する事務等を行う。

15，728 

事業内容

る事務爾議f:蘭

2 

1， 864 

民， 082 

3 これまでの取組状況、改善点
・教科書選定、無償給与事務ともに定められた計画に沿って適切な業務遂行を行っている。
-指導主事、管理主事による学校訪問については、文部科学省事業への対応及び市町村との調整、
教職員、児童が抱える問題解決等が年々増加しているところであるが、引き続き業務の精選、
効率化を図り、現場における学校教育への支援を行う。
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10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
国観挫

小中学校課(内線 :7510)
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一殻財源

教育振興費 1， 624 1. 935 .6311 1. 624 

ト タルコスト 2， 404千円(前年度2，712千円) [正職員数:O. 1人]
主な業務内容 団体への補助金事務、選考委員会の開催

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

教育の振興を図るため、県中学校文化連盟等に助成を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 H廿h 

鳥取県中学校文化連 1， 300 鳥取県中学校文化連盟が行う東・中・西部中学校総合文
盟補助金 化祭の開催に係る経費の一部を助成する。(補助率1/2)

全国・中国研究大会 200 県内で開催される学校教育に関する全国・中国研究大会
等開催費補助金 等の開催に要する経費の一部を助成する。(定額補助)

※平成28年度に開催される大会
-中国五県造形教育研究大会鳥取県大会

-中国四国音楽教育研究大会鳥取県大会

科学技術教育研究審 35 児童生徒から科学技術研究に関する研究記録書を募集し、
査会 優秀者を表彰する。

文部科学大臣表彰選 89 文部科学省が表彰をする各種表彰について選考委員会を
委員会 開催する。

※各種表彰

-優良PTA文部科学大臣表彰

-キャリア教育優良教育委員会、学校及びPTA団体
等，文部科学大臣表彰

-優れた「地域による学校支援活動」に係る文部科学

大臣表彰

ぷ口入 言十 1， 624 

3 これまでの取組状況、改善点

-中学校文化連盟補助金により、中学校総合文化祭の充実を図ることができ、毎年県下で約5，000 
人の生徒が合唱や美術などそれぞれの分野でステージ発表や展示発表などに参加している。

-全国・中国研究大会補助金については、学校教育に関する鳥取県内で開催される中国大会規模

以上の大会に補助を行っているもので、各教育分野で県内外から多くの教育関係者が参加し、

幅広い知識の習得や情報交換等に寄与している。
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10款教育費
l項教育総務費

4目 教育連絡調整費

事 業 名 本年度

[終了]

小中連携で取り組む

授業改革ステップア

ップ事業

前年度 比較
国観峰

14. 980 ム14.980 

小中学校課(内線:7935) 
(単位:千円)

財源内 l訳
備考

起債 その他 一蝦掘

トータルコスト 。千円(前年度18.863千円) [正職員:一人]
主な業務内容

工程表の政策目標骨開

事業内容の説明

(終了理由)
指定期間が2年間(平成26年度から平成27年度まで)のため。

[終了]
「学級づくり・人間

関係づくり」推進事 。 3. 250 ム3.250 
業

トータルコスト 日千円(前年度4.027千円) [正職員:一人]
主な業務内容

工程表の政策目標t調
事業内容の説明

(終了理由)
平成27年度単年度事業のため。

[終了]

エキスパート教員ス 。 1. 551 ム1.551 
テップアップ事業

トータルコスト 。千円(前年度4.657千円) [正職員:一人]
l主な業務内容

ヨヨ鏡駒政策目標銘梯

事業内容の説明

(終了理由)

指定期間が2年間(平成26年度から平成27年度まで)のため。

-60-



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
5回 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
M 

国庫支出金

特別支援教育課(内線 :7575)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

特別支援教育におけ (諸収入)

る専門性向上事業 14， 729 10， 920 3， 809 1. 618 550 12， 561 

トータルコスト 19， 408千円(前年度 12，473千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 教職員の専門性向上、授業力向上、教育実践の普及・啓発

工程表の施策目標t開 特別支援教育の充実
事業内容の説明

1 事業の概要
特別支援学校教職員の専門性と授業力を向上させるために、長期研修派遣や授業実践等に取り組

める環境を整備し、幼児児童生徒一人一人の障がい特性と発達に応じた指導を図る。

2 事業内容 (単位・千円)

区 分 予算額 事 業 内
甘Z占・

大学等長期派遣事業 5. 278 各種講座・研修会、大学院や研究機関等へ計画的に派遣し、
教職員の資質や指導力向上を図る。

授業カ向上事業 1. 024 幼児児童生徒 人 人の実態に応じた自立活動の指導を中
心とした指導力向上を図る。

-大学教授等による研修会や実践検討会等

(各校 1~2名参加)

(新)理療科・寄宿舎充 580 県内で設置が少数の教育資源分野(理療科・寄宿舎)につ
実事業 いて、現職の専門家(あん摩マッサージ師)による実技指

導や他県での現場実習等により専門性向上を図り、教育の

充実を促進する。

(新)医療的ケア専門性 1. 290 医療的ケアが必要な幼児児童生徒の教育の充実を図るため、
向上事業 学校看護師の手技や医療安全の専門性を高める研修や教職

(一部国113) 員の呼吸や姿勢に関する専門性を高める取組を行う。

特別支援学校教育職員 4， 296 特別支援学校教諭免許状取得のための免許法認定講習(10
免許保有率向上事業 講座)の開催、及び、放送大学受講助成を行う。

(新)特別支援教育実践 816 長期派遣、授業カ向上事業等の成果を発表する会を開催し、
-教材発信事業 特別支援教育専門性の向上と優良な実践の普及を図る。ま

た、特別支援に携わる誰もが情報にアクセスして学ぶこと

ができるよう、取組成果の情報整理化を検討する。

(新)特別支援教育に関 1， 445 鳥取聾学校を指定校として、一人一人の教育的ニーズに応
する実践研究充実事業 じた適切な指導や必要な支援を行うための実践的な研究等

(国委託10/10) に取り組む。
iロh 言十 14， 729 

3 これまでの取組状況、改善点
-国立特別支援教育総合研究所、日本ライトハウス、島根大学、鳥取大学に派遣し、教職員の資質

向上を進めている。

-授業カ向上事業に全県立特別支援学校から 17名の教員が参加しており、回を追うごとに発達的
な視点の理解が深まっている。

-長期派遣や授業力向上事業で培った専門性を普及、啓発するために、全県に発信する取組の充実

が必要である。

-免許保有状況

特別支援学校 平成27年5月l日 81. 9%(目標:平成30年90 %) 
特別支援学級 ・平成27年5月1日 40.5%(目標.平成30年45%)
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前年度| 比較
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1， 895 

特別支援学校の学校体育施設を拠点として、特別支緩学校の児童生徒や卒業生、地域住民等が
スポーツを通じて共生社会の実現を目指す。また、交流及び共同学習を通して、 t障がいのあるな
Lに関わらずスポーツの楽しさをともに味わい、障がいのある児童生徒の体力向上や豊かな生活
の実現をめざすとともに、障がいのある人の社会参加や障がいに対する理解啓発を進める。

2 事
区

(新)特別支援学校児
童生徒地域スポーツ
推進事業
(国委託10/10)
(新)地域住民への理
群発事

(新)特別支援学校運
動・スポーツ推進検
討
(新)特別支援学校体
育施設環境整備事業

亭夜商吏涜によるス
ポーツ振興事業
(国委託10/10)

レッツ・プレイ・ス
ポーツ事業

-@i ~-

予算額| 業 内 容

4， 306 I特別支援学校の体育施設を拠点として、地域のスボーヲ万一
ダー(仮称)を中心とし、児童生徒が継続的にスポーツ活動
ができる仕組み作りを行う。また、児童生徒が居住地にある
スポーツクラブに参画するための支援を行う。

可地域住民に対する障がい特性理解のための研修を開催する。

300 I特別支援学校運動・スポーツ推進協議会で、運動・スポーツ
を楽しむための環境整備や、競技力向上に向けた支援方法な
ど検討するため、先進地視察を仔うの

1， 380 I地域スポーツの拠点となるために、特別支援学校の体育施設
の環境整備を行う。
.県立米子差諮学校大体育館出入り口改修及びスロープ整備

1;lJ5rJ障がい者スポーツの体験及び障がい者トップアスリートとの
交流活動を通して、障がい者スポーツの振興と障がい者の理
解推進を図るため、特別支援学校の3校と小・中・高等学校
との学校間交流を実施する。(一部、鳥取県障がい者スポー
ツ協会へ業務委託)
. )鳥取盲学校(ゴールボール)、倉吉養護学校(ボッチャ)、
鳥取聾学校ひまわり分校(卓球)

羽目パラリンピック種目をはじめ、誰でも取り組みやすい障がい
者スポーツを体験する機会を提供し、子どもたちに運動する
喜びゃ楽しさを味わってもらうとともに、運動に親しむきっ
かけづくりとする。(鳥取県障がい者スポーツ協会へ業務委
託)
・フライングデJスク・カローリング・ふうせんバレーなど

7， 258 

鳥取量!スポーツでつながる持生祉会露呈'挨イメージ図{字続拠点型}3 これまでの取組状況、改善点
-鳥取盲学校と青朔開智中学校が学校間交流で
ゴールボールを実施し、日本代表選手を招き、
圏内最高水準の技と心に触れる機会を持っ
た。倉吉養護学校と鳥取聾学校ひまわり分校
も障がい者スポーツを通した学校間交流を実
施した。
・平成27年度は、障がい者スポーツ協会への
委託により、パラリンピック種目をはじめ、
誰でも取り組みやすい障がい者スポーツを体
験する機会を設けた。(平成27年度実績見
込15回)
-特別支援学校運動・スポーツ推進協議会を平
成27年4月に設置し、特別支援学校の幼児
児童生徒を取り巻くスポーツ・運動環境の体
制整備について協議した。

i後輪場/

ょ設
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前年度 l比較

19， 595 

あるいは可能性のある幼児児童生徒に対する指導・支援の充実及び支援

2 事童図査
区分

発達障がいの可能性のある
児童生徒に対する早期支援
研究事業(国委託10/10)

講
一
啓

一
動
一
理

一
活
一
い

一
の
一
が

D

一新

L
業
一
(
蔓

予算額寸 事 業 内一一三蚕
7，4781市町村に発達障がい支援アドバイザーを配置し、学習面
の困難さ、特に読み書きの困難さを早期に発見するとと
もに、通常の学級における指導方法の改善や個に応じた
指導の在り方を検討していく。

(鳥取市・倉害市予定)
1， 6001発達障がいに係る通級による指導の担当教員に対する研
修体系を構築するとともに、必要な指導方法について研
を進める。

l，570lLD等の児童生徒の指導法に関する長期派遣研修を実
(定数) 1施する。*派遣期間中の代員措置
0研修先及び人数:鳥取大学5人、兵庫教育大学2人
O派遣期間:1年間

LD等特別支援非常勤講師1 (定数) IL D等の障がいやDV(家庭内暴力等)の影響等によtJ
配置事業 I I特別な支援や配慮が必要な児童生徒が在籍しているた

め、学級経営等に支援が必要な学校に非常勤講師を20
名甑置する。

発達障がい教育拠点設置事1(定数) 1就学前幼児から高校生も含めた発達障がい教育の充実
業 I Iを図るため、県立特別支援学校(白兎養護学校、倉吉

養護学校、県立米子養護学校)に相談指導・支援を行
う職員を阻賢{各1名)する偽

[T55]研修会を実施し、 LD等専門員の専門性の向上を図るξ
ともに、学校等への相談活動を充実させる。
3001教職員全体の発達障がいに関する知識・理解向上白支め
の啓発資料を作成し、活用する a

12. 1031 
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教員等専門性充実事業
(国委註10/10)
LD等専門研修派遣
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3 これまでの取組状況、改善点
・白兎養護学校、倉吉養護学校、県立米子養護学校内に通級指導教室を設置し、小中学校の通常
の学級に在籍する発達障がいのある児童生徒へのきめ細かい指導・支援を行っている。
・LD等により特別な支援が必要な児童生徒が在籍し、学級経営に支援が必要な小中学校の通常
の学級に非常勤講師を延べ20名配置して学校支援を行っている。
.LD等専門研修を終えた者をLD等専門員や適級指導教室担当教員として配置し、教育的支援
の充実を図っている。
・発害障がいの診断を受けている児童生/教は急還に増加し、適切な指導・支援を行うための教
職演の専門性の向上が必要であり、継:ルルて理解推進を図っていく。

発達障がいと嘗断された幼児・児童・生徒在籍者数
λ [平成27年9月1日現在]

<全(平児成童2生7年徒9数月にl対日す現る在割)合>1400 

-場・.学総
"M 

1012 
叫... 高司野学後

1剛 在籍者数 全児童生 割合""圃幼祖国，
(人) 徒数(人) (%) 醐

'" 
保育所

全 体 2. 53'4 62. 159 4. 1 
小学校 1. 516 30. 224 5. 0 
中学校 727 16. 181 4.5 
高等学校 291 15， 754 1. 8 

岬即時より刷出帆哨瞬時時金棚霊臨時間喝

一 一一一一一一



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 特別支援教育課(内線:7598) 
5日 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

地域で進める特別
支援教育充実事業 16， 249 25， 948 ム9，699 7，028 9， 221 

ト タルコスト 35，74A千円(前年度 45，361千円) [正職員 2.5人]
主な業務内容 早期からの教育支援体制の整備、医療的ケアの体制整備、特別支援学校の

センター的機能の充実

工程表の加採目標給関 特別支援教育の充実

事業内容の説明
事業の概要
「共生社会」の形成に向けて、障がいのある幼児児童生徒の自立と社会参加を目指した取組
を進め、地域におけるインクルーシブ教育システム(※)構築を推進する。
※インクルーシプ教育システム…障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組み

2 事業内容 (単位:千円)
区 分 予算額 事 業 内 d全ヨ~

特別支援教育総合推 6，097 0推進地域を指定し、特別支援教育体制整備を推進する。
進事業 c鳥取市・境港市・智頭町・琴浦町・北栄町・南部町で
(国・県・市町村113) 実施予定)

-早期支援コーディネーターや合理的配慮協力員による

地域内の体肉制体整備の推進
-各学校の校 制整備
-関係機関、保護者、地域との連携を推進するための取
組の実施等
0インクルーシブ教育システム推進のための合理的配慮の
充実を目指し、研修会を開催する。

医療的ケア体制整備 4， 927 市町村立小中学校へ学校看護師を配置し、医療的ケアを必
事業 要とする児童生徒への対応支援を行う。
(国・県・市町村113) 、 (鳥取市、日吉津村、伯者町で実施予定)

特別支援学校センタ 5， 225 0特別支援学校の専門性の向上を更に進めるとともに、
一的機能強化事業 地域内のセンター的機能の強化を図る。
(一部国113) -県立特別支援学校3校に専門家(作業療法士等)を

配置し、自校及び圏域内の小中学校等への指導・支
援の助言を行う。

0県内少数障がい者(視覚・聴覚・病弱)の特別支援学校
の教職員の専門性の向上を図る。

l口" 計 16， 249 

3 これまでの取組状況、改善点
-国の委託事業が平成24年度から補助事業となり、平成25年度以降、県内の推進地域を指定し特
別支援教育体制の整備を図っている。平成27年度は4地域(境港市・智頭町・琴浦町・南部町)
を指定し、市町村教育委員会に地域支援コーディネータ一等を配置し、幼児児童生徒の指導・
支援に関する教職員への助言、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用の推進、関
係機関との連携強化等を行い、校内・圏内及び地域内の体制整備を進めている。
-南部町と日吉津村の児童生徒について、平成26年度から県立特別支援学校に配置した看護師が
巡回を行い、医療的ケアを実施しているが、平成28年度は固による市町村間接補助制度が創設
される予定となっている。
-各特別支援学校の地域支援部による相談活動や発達障がい教育拠点の設置等特別支援学校のセ
ンター的機能の発揮を進めているが、障がいの重度・重複化、多様化に対応するため、特別支
援学校の更なる専門性の向上が必要である。

-平成28年4月1日には障害者差別解消法が施行となり、インクルーシブ教育システムの更なる
構築を目指した地域の体制づくりが必要である。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

特別支援教育課(内線 :7575)
(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他 ー般財源

特別支援学校就労促 (諸収入)
進・職場定着キャリ 26， 553 25， 344 1， 209 4，007 94 22， 452 
アアップ事業
トータルコスト 129，487千円(前年度127，842千円) [正職員:13. 2人、非常勤職員:6. 0人]

職場開拓、企業等への啓発・連携強化、特別支援学校技能検定、キャリア教

主な業務内容 育の在り方検討、定着支援コーデイネーター配置、ジョブコーチセミナーへ
の教員派遣

工程表の施策目標持機 特別支援教育の充実

事業内容の説明
事業の概要
障がいのある生徒の「働きたい」という願いや夢を実現させ、生涯にわたり社会の中で自分
らしく豊かに生きるため、特別支援教育の充実及び関係機関と連携した支援体制の構築を図る。
[事業の柱]

① 障がい者の雇用促進に向けた企業への理解・啓発の促進及び関係機関等との連携強化
② 障がいのある生徒の「働く意欲Jや「働く力」を伸ばす教育の推進
③ 職場等への定着を目指した、特別支援学校卒業生への支援体制の充実

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 句dヨ百‘ 

①障がい者の雇用促進に向けた企業への理解・啓発の促進及び関係機関等との連携強化

就労サボーター 16， 161 -知的障がい者等の就労に関する実務経験を有する者等
事業 を非常勤職員として4名配置(白兎養護、倉吉養護、
(一部国委託10/10) 米子養護、琴の浦)

就労促進セミナ 547 -東・中・西の各圏域を会場として特別支援学校の取組
一事業 等を企業等に広く知っていただき、障がい者の雇用に

向けた理解啓発を促進する。

-生徒自身や保護者の就労に向けた意欲を向上する。

②障がいのある児童生徒の「働く意欲jや「働くカ」を伸ばす教育の推進

県版特別支援学 604 -特別支援学校の生徒が身に付けた知識、技能、態度等
校技能検定実施 を一定の基準により評価し、認定する「県版特別支援

事業 学校技能検定」を実施する。 cr清掃部門」、「喫茶部
門 (H28新設予定)J ) 

キャリア教育推 220 -特別支援学校の教員による作業部会を編成し、キャリ
進事業 ア教育の在り方、各学部における指導の重点等lごつい

て情報交換や協議等を実施する。

③職場等への定着を目指した、特別支援学校卒業生への支援体制の充実

特別支援学校生 8， 485 -琴の滞高等特別支援学校に定着支援コーディネーター
徒の職場定着推 (非常勤職員) 2名を聞置し、関係機関と連携しなが
進事業 ら、卒業生や企業等への細やかな支援を行い、学校か

ら職場への円滑な移行と定着を図る。

-必要に応じて他の特別支援学校の卒業生の定着支援に
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係る対応もできるような柔軟な仕組としている。

職業教育スキル I 536 I・特別支援学校教員3名をジョブコーチセミナーに派遣
アップ事業 I I する。

・希望する教職員にはジョブコーチとして企業等の現場
で支援技術の習得を促進する。(既養成者 10名)

合計 I 26， 553 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成21年度から就労サボーターを配置(平成27年度現在4校、 4名体制まで拡充)。特別支援
学校高等部生徒の就職率は全国的に高水準を保ち、大きく貢献していると評価されている。

[参考:特別支援学校卒業生の就職率]
※平成26年度は全国第8位
年度 I H21 
鳥取県 I 30. 1% 
全国 I 23. 6% 時お耕 -
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 -平成26年度の第1回特別支援学校技能検定には県内高等部3年生12名が参加し、 11名(白兎

養護学校2名、倉吉養護学校4名、県立米子養護学校5名)が企業就労、 l名(白兎養護学
校1名)がA型事業所に就労した。
平成27年度は県内特別支援学校5校から4種目に38名の生徒が受検した。
・平成25年度は教員4名をジョブコーチセミナーに派遣、平成27年度は6名を派遣し、第l号職
場適応援助者(ジョブコーチ)の資格を得たロ研修を受けた10名は本年度、進路指導主事や
高等部の職業学習のキーマンとして身につけた知識と技能を発揮し、生徒の現場実習や進路
指導の質の向上を図っている。
-特別支援学校卒業生の中には、就職後に「対人関係のトラブル」や「働く意欲の低下・喪失J
等の理由により離職をする例も見られることから、職場定着を目指した取組の充実が必要で
ある。

.; 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費

5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

特別支援教育課(内線田 7924) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 般財源

特別支援学校児童
生徒支援事業 27，660 26，206 1，454 27，660 

トータルコスト 54，953千円(前年度53，384千円) [正職員:3.5人]
主な業務内容 通学支援員の配置、通学支援の委託・支払、交付申請の審査・支払

工程表坊櫛目標銘働 特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
県立特別支援学校の児童・生徒の通学に対して支援する。また、将来的な社会自立を目指す

ため、通学の場を活用し、自カで行動できるカを養うための支援を行う。

2 事業内容
( 1 )通学支援 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ~コ9ー

県立特別支援学校通学 3，445 遠距離地域から、介助があれば公共交通機関を利用じ
支援員配置事業 て通学できる児童生徒に対し、通学介助を行う通学支

援職員を外部委託等により配置し支援する。

く見直し内容>

鳥取盲学校・聾学校の中学部及び高等部の重複障がい

のある生徒(ただし、寄宿舎開舎期間を除く)も対象
とする。

市町村等が行う児童 21，935 市町村等が行う児童生徒通学支援の事業に助成する。
生徒通学支援に対する (8路線)

交付金 0実施主体市町村等
0対象事業 公共交通機関を利用しての通学が困難な

児童生徒の通学のための送迎
く見直し内容>

送迎距離20km以上についても、距離に応じた交付金単
価を設定する。

県立特別支援学校の通 84 県立特別支援学校の通学支援のあり方について関係者

学支援を考える会の開 から意見を聞き、今後の通学支援の方針を検討するた

イ提 めの参考とする。

各県立特別支援学校通 360 各校で、個々の児童生徒の実態に応じた通学支援方法

学支援検討委員会 や、今後の通学支援体制の構築等について検討する。

言十 25，824 
(2 )自立支援 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 d廿" 

未来につながる生活力 1，836 生徒の将来的な社会自立を目指して、日常生活におい
アップ事業 て身近に経験できる通学の場を活用し、自力で行動で

きるカを身につけるため、短期的に通学の案内、誘導、

見守りを行う自立支援員を外部委託により配置し支援

する。

これまでの取組状況、改善点

-平成25年度から、通学支援の現状や課題について意見交換するために、「通学支援を考える会J
を開催し、今後の通学支援の在り方について検討を行った。

-平成26年度開催の「通学支援を考える会」での意見を踏まえ、平成27年度から生徒の将来的な
社会自立に向けた取組として、通学の場を活用した自立支援員の配置(外部委託)による通

学の見守り等を支援した。

-平成27年度から各県立特別支援学校に通学支援検討委員会を設置し、個々の児童生徒の実態に
応じた通学支援方法や、今後の通学支援体制の構築等について検討した。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度

県立特別支援学校遇

学パス運行管理委託 190.408 194. 657 

事業

比較

ム4.249

特別支援教育課(内線 :7924)

(単位:千円)

財源 内訳
備考

国庫支出金 起債 その他一般財源

190. 408 

トータルコスト 194. 307千円(前年度 198.540千円) [正職員 O. 5人]

主な業務内容 通学パスの運行委託・リース契約及び車両維持

工程表の施策目標骨醐 特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要

県立特別支援学校における児童・生徒の通学の安全確保及び保護者の負担軽減を図るため、

通学バスの運行管理業務を委託する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 運行委託期間等 備 考

16. 109 H28~30年度 3路線 車両は県所有

鳥取養護学校 ー---ーーー--“・._-----------------幽幽岨』幽ーー『胃帽伺-------------

1. 754 車両維持費(重量税等)

白兎養護学校 49. 537 H28年度 5路線

倉吉養護学校 52. 414 H28年度 5路線

9.344 H27'""28年度 2路線

皆生養護学校 ー----岨岨・ーーー『戸--・ -ー・・・・・・・・・・・ー-ーー----ー『胃-------------

1， 884 H27~31年度(車両リース料)

県立米子養護学校 59. 366 H28年度 4路線

ぷ口入 計 190. 408 計 19路線
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

j
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官官同一教一

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

特別支援学校早朝

子ども教室事業 2，694 1， 641 1， 053 896 1， 798 

トータルコスト 6， 593千円(前年度5，524千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 学校支援ボフンァイアによる早朝時間帯の子ども達の居場所づくり、学校支

援ボランティア等の研修会の実施

工程表の麓探目標脂楊 特別支援教育の充実、社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
特別支援学校の学校受入時刻 (9時前)までの早朝時間帯の子ども遠の居場所を地域住民や保
護者OB等からなる学校支援ボランティアにより整備し、保護者の負担軽減や児童生徒の活動
支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ~ ・
鳥取養護学校、倉吉 2， 599 0実施場所学校内教室(生活訓練室等)
養護学校、県立米子 0受入時刻 登校時刻から学校受入時刻lまで
養護学校早朝子ども 0対象生徒 小学部、中学部、高等部 16名程度
教室の実施 0実施体制
(国1/3) -地域住民、保護者等によるボランティア俗校2~5名)

.学校とボランテイアの調整をするコーディネーター

(各校l名)
0実施内容読み聞かせ、朝読書、見守り等
※平成28年度から県立米子養護学校が事業開始予定

学校支援ボフンァイ 95 0実施回数年2回開催
ア等の研修会の開催 0目 的 ボランティアの心構えや活動内容、特別
(国1/3) 支援の学習内容等について研修する。
"Ei 、 計 2，694 

<各校の対象児童生徒>

学校名 学部 対象生徒数 全児童生徒数
うち通学パス

利用者数(平均)
小学部 2名 30名

鳥取養護学校 中学部 3名 18名 33名
言T 5名 48名
小学部 l名 41名

倉吉養護学校 中学部 l名 44名 103名
高等部 2名 57名
言十 4名 142名
小学部 4名 48名

県立米子養護 中学部 2名 43名 82名
学校 局等部 l名 74名

計 7名 165名
※対象児童生徒数(見込み)は各校での実態把握(保護者の勤務状況等)によるもの。

3 これまでの取組状況、改善点

早朝子ども教室でのボランテイアとの関わりにより、相互理解能力が育ち、社会性が広がると

ともに、保護者の負担が軽減された。また、地域の方々の障がいに対する理解が深まり、地域

と継続的な繋がりができる等の効果も出ている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 特別支援教育課(内線:7924) 

5目 教育振興費 (単t立:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

就学奨励費 113，601 130，597 ム16，996 56，321 57，280 

ト タノレコスト 137，775千円(前年度 154，669千円) [正職員:3. 1人]
主な業務内容 申請の審査・奨励費支払い、国への申請・受入れ

耳銭駒施策目標世閥 特別支援教育の充実

事業内容の説明

特別支援学校に就学する幼児・児童・生徒の保護者に対じ、就学に必要な経費の一部を支援
、

する。 (単位.千円)

区 分 予算額 事 業 内 ペHコ，ー

就学奨励費(国1/2) 112，643 0対象経費:教科用図書購入費、学校給食費、交通費、
寄宿舎居住に伴う経費、修学旅行費、学

用品購入費等

0支給額・保護者の経済的負担能力の程度に応じた
区分により支給する。

就学奨励費(単県) 504 0拡大教科書作成費 H28年度対象者1名
0録音図書購入費 H28年度対象者なし(制度存続)

特別支援教育就学奨励費 454 H25年度に開発した就学奨励費シスアムの運用保守業務
システム開発業務運用保 を委託する。

守委託

合計 113，601 

被災児童生徒等特
別支援教育就学奨 85 81 4 85 
励事業費

トータノレコスト 85千円(前年度 81千円) [正職員 0.0人]

主な業務内容 申請の審査・支払、補助金事務、国への実績報告

耳範櫛目標守鞠 特別支援教育の充実

事業内容の説明

東日本大震災等により被災し、県内の特別支援学校及び特別支援学級へ就学することとなっ
た幼児・児童・生徒の保護者に対し、就学に必要な経費の一部を支援する。 4 

「授業料減免・奨学金基金J充当事業が、平成27年度から国庫補助対象事業となった。

区 分 予算額

(単位:千円)

積算内訳
， 

特別支援学校における被災児 67 一人当たり支給実績(H26)119千円X1人(見込)

童生徒等就学奨励事業 X 0.56 (園内示率)

※見込数を特別支援学校全体で1人とじて推計
[対象経費]

教科用図書購入費、学校給食費、交通費(本人・

付添人)、寄宿舎居住に伴う経費、修学旅行費、
学用品購入費等

市町村等が実施する特別支援 18 一人当たり支給実績(H26) 32千円X1人(見込)
学級における被災児童生徒等 ×補助率10/10X 0.56 (国内示率)

就学奨励事業への助成 ※見込数を特別支援学級全体で1人として推計

[対象経費]

学校給食費、交通費(本人)、修学旅行費、学用

品購入費等

il- 言十 85 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度

特別支援学校におけ

るICT教育充実事 7， 136 3， 814 

業

比較
M 

国庫支出金

3， 322 

特別支援教育課(内線:7575) 

(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

7， 136 

トータルコスト 9，475千円(前年度6，144千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 ICT機器を活用した学びの支援体制の整備

工程表捕ま費目標骨鞠 特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の慨要

1 C T (情報通信技術)を活用した教育を推進することにより、障がいのある子どもたちの学びの意

欲を引き出すとともに、一人一人の能力を最大限に発揮できる学習指導を展開し、将来の自立と社会参

加に向けて情報通信技術を活用できるカを育てる。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

特別支援学校 ICT支援員派遣事 6， 790 ICT活用の充実を図るため、各学校の教員への機

業 器活用支援や教材作成の支援等を民間に委託する。

-学校訪問による学習支援(各校:年初回)

-情報共有用ホームページ作成

-アプリ等作成等

iPadを活用した交涜及び共同 346 特別支援学校(鳥取襲学校、附属特別支援学校、鳥

学習事業 取養護学校、白兎養護学校)の生徒が、高等学校(鳥

取湖陵高等学校)の生徒と iPadを活用しながら、

交流及び共同学習を実施する。

合計 7， 136 

，ー

13 これまでの取組状況、改善点

| ・特別支援学校において、児童生徒の状況に応じて、学びの質を高める道具の 1つとして iPad等を
様々な教育活動で使用している。

(整備機器の状況)

整備機器名 台数 iPad整備率(生徒1人当たり)

iPad 480 
63. 1 % 

ipad mini 54 

• 1 CT支援員により、 iPadの管理状況の不具合や課題となる点を集約し、解決に向けた対応支援、
各学校のニーズに応じた研修や、教材の提供を行っている。

-鳥取湖陵高等学校が白兎養護学校、鳥取養護学校を訪問し、特別支援学校児童生徒の実態に応じた交

流及び共同学習を実施した。

-各校の実践、機器活用のQ&A等を情報共有できるホームページの作成や児童生徒等の実態に応じた

アプリ等の作成が必要である。
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前年度

15， 758 

をはじめ、ろう児が通学する学校(以下「鳥取聾学校等」という。)におけるろう児・保護
者等への情報提供などの支援の充実や教職員等の手話技術の向上を図るため、手話講座の開催、手話通訳
者の派遣を充実させるとともに、教職員への手話技能検定の検定料及び通信教育の受講料の助成を行う。
また、学校教育でろう及び手話への理解を深めるため、手話普及コーディネーター及び手話普及支援員
を配置し、ろう及び手話に関する知識・技能の習得の促進を図る。

手話通訳者の派遣

(新)相互理解補助道具(UDト
ーク)の導入

金量

3 これまでの取組状況、改善点
・ろう児が確かな学力を身に付けるためには、指導にあたる教員の手話力の向上が求められており、手話
講座を開催し、ひとりひとりが手話技術の向上を図っている。
・県内の各学校で手話を学ぶ環境を整備するために、平成26年2月に手話ハンドブック(入門編)、 7月に
手言苦ハンドブック(活用編)を、 9月に手話ハンドブック(入門編・活用編)の動画DVDを、平成27
年2月に手話クリアファイル(鳥取県の地名)配付した。各学校において、総合的な学習の時間やクラ
ブ活動等で手話を学ぶ機会を設定している。
・各学校で温度差なく子どもたちが手話を学ぶ環境を整えるために、手話学習を先導する学校窓口役を指
名し、連携を深めながら手話学習を進めている。
・平成26年度から手話普及コーデイネーターと手話普及支援員を配置し、手話の普及活動を行っている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

5項特別支援学校費

2目 特別支援学校費

特別支援教育課(内線:7575) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

共生社会をめざす文化

-芸術活動支援事業 3， 292 ， 16，427 ム13，135 3， 292 

トータルコスト 12， 650千円(前年度25，745千円) [正職員:1. 2人]

h 主な業務内容 各特別支援学校における文化芸術活動

Z濯表の施策目標骨鞠 特別支援教育の充実、文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

事業の概要

平成26年度に開催された「全国障がい者芸術・文化祭」及びその中で開催された「特別支援学校合同文

化祭」の意義を継承し、児童生徒の自主性や主体性、自信を培うことにつながる芸術・文化活動の推進・

充実を進め、より一層の社会参加と理解啓発、共生社会の形成を図る。

2 事業内容 、 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 h廿h 

各学校における芸術・ 2， 290 各学校における文化・芸術活動を充実させるため、必要となる

文化活動への支援及び 外部講師等の支援を行う。

啓発活動 -学校の部活動の充実

茶道部、写真部、ダンス部、ハンドベル・ソング部等

-地域行事等への参画

写真展、公民館祭への作品展示等

(新)あいサポートア 1， 002 あいサポートアートとっとり祭等、地域で開催される行事に参

ートとっとり祭等への 加し、交流を深める。

参画

合計 3， 292 

3 これまでの取組状況、改善点

-各特別支援学校において、外部講師を招聴し、ダンスや演劇等の文化活動に取り組んでおり、児童生徒

の意欲や表現力の向上が見られる。児童生徒の特性や実態に応じて、継続的に取組を進め、各特別支援

学校における文化・芸術活動の充実を図るととが必要である。

-特別支援学校の中で、伝統的に取り組まれている白兎太鼓や倉養太鼓、すず心踊り等の取組が受け継が

れてきており、発表の機会を通して自信や意欲を育ててきている。今後も、伝統文化を大事にするとと

もに、自己肯定感を育てていくことが必要である。

-共生社会の実現を目指し、障がいのある人もない人も共に交流し、県民全体への理解啓発をさらに進め

ていく。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
目オ

国庫支出金

特別支援教育課(内線 :7598)
(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

特別支援教育充実 16. 210 14. 232 1. 978 16， 210 
費

トータルコスト 172， 950千円(前年度60，046千円) [正職員:'20. 1人]
主な業務内容 就学支援・教育支援・医療的ケアの充実、実技・実習費用の助成、教育相談

等の充実、教育・福祉等との連携による意見交換会の開催 等

工穆表の施策目標骨鯛 特別支援教育の充実

事業内容の説明
事業の概要
0市町村教育委員会が、児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、実態に応じた適切な就学
先や進学先の決定、学齢期への円滑な移行、継続的な学びの場の検討を行うことができる体
制の整備を進めるとともに、一貫した教育をめざした小中学校等への特別支援教育の理解啓
発の充実を図る。

， 

0特の別整支備援を学校において児童生徒等が安全かつ安心して学校生活を送ることができるような環境
行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 容

就学支援・教育支援 676 0鳥取県就学支援委員会の開催
0教育支援チームの派遣

鳥取県立盲学校専攻科 69 盲学校専攻科理療科在籍生徒の織の実技実習時のB型肝
費用の助成 炎感染事故予防のための助成

0抗原抗体検査及び抗体検査(全額)
0ワクチン接種(半額)

教育・福祉等連携によ 20 保護者や関係者を中心に、県民と特別支援教育について
る意見交換会の開催 語り合う。

医療的ケアを必要する 528 0鳥取県特別支援学校医療的ケア運営協議会の開催
幼児児童生徒学習支援 0特別支援学校医療的ケア担当者会議の開催
の充実 0学校看護師の保険加入
特別支援学校地域支援 3， 736 0小中学校等への相談活動(センター的機能)旅費
推進事業 0しおり作成諸経費
鳥取県立特別支援学校 1. 034 0鳥取県立特別支援学校募集要項の作成・印刷
入学者募集及び選抜の 0鳥取県立特別支援学校募集要項題説明会の開催
実施等 0県立特別支援学校入学者選抜間 作成関係費用
心の育み支援事業 337 0心理検査(ハイパ QU)実施費用

0スクールカウンセラ一等関係者連絡協議会の開催
0教育相談及び生徒指導担当者等研修会の開催

特別支援学校に係る負 280 0校長会等の負担金の助成
担金
特別支援学校生徒情報 4，364 O(新)特別支援学校生徒情報共有シスァム改修
共有システムの運用 0クラウドサーバ使用料

0ルータ保守
教職員の管理事務 5， 166 0教職員の人事管理等に要する経費

0課内標準事務費

合計 16， 210 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

5回教育振興費

特別支援教育課(内線 :7924)

(単位.千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

[事業組替]特別支

援学校スクールソ 。 3， 900 ム3，900

ーシャルワーカー

配置事業

トータルコスト 。千円(前年度6，230千円) [正職員:一人]

主な業務内容

工程表の施策目標t鞠
事業内容の説明

(廃止理由)特別支援学校教職員人件費への組み替えによる。

[終了]特別支援学

校非常用発電機整 。 1. 563 ム1.563 
備事業

トータルコスト 。千円(前年度2，340千円) [正職員:一人]

主な業務内容

工渥表の施策目標佑働

事業内容の説明

(終了理由)事業完了による。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 いじめ・不登校総合対策センター(電話:0857-28-2362) 
τ 日 守^FヨAζ己即日 W"J'::;:王己.R (単位:千円:

日オ 源 内 訳
事 業 名 本年度 前年度 比較 備考

スカクーールソーシャルワ 35. 828 26.432 9. 396 11. 688 24. 140 

トータルコスト 41. 287千円(前年度28.762千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 研修会の開催、教育相談、市町村への補助、委託契約事務他

エ策誘拐施謙目標t崩鶏 豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

1量ソ事ーA業シの1ャ棟ル1要1ワー1カ1f育?成?研賢修を官実施嬰する53守一1-YヤJレワーヵーの碑雪育委量会へのE置をる 庭環と を背配景置にした児人材童生 る問め への対 の充
一一 て 可能な を成るた、県版スクール

2 車堂肉窓 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 廿~ 

スワ9(、ー国ク市カー2町ー/ル村活ソ9用1、ー/補県シ助3ャ4)金/ ル

33. 600 

産韓車2詰主主f義bの働きかけ
祉る機指導関情力報向提上等供

スクール育ソーシ修ャJレ 726 識る市や技町村能等の
ワーカ一成研

会福士、

(新)スーパーバイ 1. 212 スクールソーシャルワーカー活用事業への自治体の取組年数や、スク
ザー設置 ールソーシャルワーカー自身の資質や経験に差があること、児童生徒

が置かれている環境が複雑で多様化してきでいることなどに鑑み、ス
クールソーシャルワーカーや市町村教育委員会の担当指導主事に対し
適切な援助ができるスーパーパイザーを設置する。

(新)スクールソー 30 
スBクをー活ル用ソしーたシ評ャ価ル項ワ目ーにカワ基ーーづカとく教ーチ育のェ効委ッ員果ク会的の担当を遂指活行導用主をす事目の双方が、シャjレソーシャjレワ WE リス ることによ

ーク用WEB版チェック り、スクールソーシャル な業務ト 指す。
リスト

連絡協議会の開催 260 
!問のす効る育果.講的(年な2実回星開一空催室)主要係し機即日 ルソ シヤルワーヵーで関 、スクールの連ソーシ在ャル方ワーカー活用事協議業

庭、地域と 携のり等について

合計 35. 828 
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3 これまでの取組状況、改善点
スクールソーシャルワーカーの配置の推移]

H20 H21 H22 H23 H24 百25 H26 H27 H28予定

配置市町村数 4 4 3 9 11 11 11 14 

配置人数 27 27 9 13 19 21 26 26 29 

-平成26年度の不登校児童生徒の出現率は、小学校、中学校共に微増傾向にある。
[本県の不登校児童生徒の出現率J(国公私立)

小学校

中学校

I J.I?に IJ.I?~ I 岨袖 | 
"uu uuv '同>拘

0.42 0.45 +0. 03 

2. 31 2. 65 +0. 34 

いじめ問題を解決するため、スクールソーシャルワーカーを

学校に配置して、相談・助言等の業務をすすめている。

-近年、児童生徒の心の問題とともに、家庭や地域の中での児童生徒の置かれている環境の問題が複雑
に絡み合った不登校等の問題行動事例への対応方法や支援策が課題となっており、スクールソーシャ
ルワーカーのさらなる配置を推進する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 いじめ・不巻校総合対策センター(電話:0857-28-2362) 
~ ~ ~^ f1'U """J二-=7'. (単位:千円

事 業 名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

品等学校等におけ (諸収入)
る不主主校(傾向) 8， 992 8，864 128 20 8，972 
生徒等支援事業
トータルコスト 16， 790千円(前年度17，406千円) [正職員:1. 0人、非常勤職員:3.4人]
主な業務内容 不登校やひきこもりの状況にある両校生等の居場所(教育支援センタ f/¥ 

ートフルスペースJ)の設置、不適応生徒等の実態把握と効果的な指導・支援
方法の普及

工程表の麟目標醐 不登校ゼロへの取組
事業内容の説明

事業の概要
鳥取県内の高等学校又は特別支援学校高等部に在籍tし兄ている不登校(傾向)の状況にある生徒
及び概ね20歳くらいまでのひきこもり(傾向)の状 にある青少年を、学校復帰や社会参加に
向けて支援する。また、高校生の不登校や中途退学の未然防止の観点から、学校生活になじみに
くい生徒等の実態把握の方法を普及し、早期対応を図る。

2 事業内容
(単位:千円)

区 分 予算額 事業内容
教育支援センタ 8， 992 教育支援センタ f/¥ トフルスペ ス」を設置し、高等学
「ハートフルスペー 校等における不登校、ひきこもり生徒等の学校復帰や社会参
ス」の設置・運営 加を支援する。

(平成24年度からソーシャルワーカーを l名新規配置し、
就労・福祉面からも社会参加を支援している。)

対象者不登校やひき乙もりの状態にある高校生及び概ね
20歳くらいまでの青少年

利用人数:3 1名(平成27年12月末)
指導者:指導員2名(週5日)、カウンセラー1名(週8時

問)及びソーシャルワーカー1名(週8時間)
支援内容:適応指導、体験活動、進路相談、訪問相談、心理

相談等の実施
その他:保護者会、個別懇談、支援会議、連絡会の開催

不適応生徒等の実態 不登校や中途退学の未然防止に向け、個に応じた早期対応を
把握と効果的な指導 図るための校内研修会や事例検討会での指導助言を行う。
-支援方法の普及

3 これまでの取組状況、改善点
年度 利用人数 退室人数 状況
H22 35 2 開室式を実施し、機会があるごとに事業の周知を行った。教室

(1 2) 運営のシステムが整ってきた。

H23 45 1 0 関係機関との連携がとれるようになり、高校進学、大学進学等
(2 1) の進路変更やアルバイト就労に進むことができた。

H24 43 10 ソ シャルワ カ の配置により、課題であった福祉手帳の取
(1 7) 得や福祉就労に向けての支援ができるようになった。

H25 42 4 両校1、2年生の利用者が多く、利用者の実態や一一ズに合わ
(1 2) せて次の進路先の情報提供等の支援を行った。

H26 28 2 利用が長期にわたる者が多くなっている。進学・就労等希望の
(9 ) 進路やーーズが様々であり、個々に応じた支援を行っている。

，1 H2 7 3 1 。長期にわたる利用者が多く、利用者の年齢も上がっている。不
(12月末現 ( 9) 登校生の進路変更の相談、過卒者の就労・社会的自立への相談
在) が多い。

* ( )は、通室届を提出した利用人数。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
l項教育総務費

前年度 l比較

13. 127 

1 事業の概要
平成25年9月に「いじめ防止対策推進法」が施行された乙とを踏まえ、「鳥取県いじめ問題対
策連絡協議会」を開催し、関係機関等と連携を図りながらいじめ対策に取り組むとともに、相談
窓口の充実に引き続き努める。さらに、解決が難しいいじめ問題等について、専門家や関係機関
に参加を求め、サポートチームを編成して解決にあたる学校等を支援するよう「子どもの悩みサ
ポートチーム支援事業Jを実施する。

.※[本県におけるいじめ防止に係る推進体制]

鳥取県いじめ問題
対策連絡協議会

(構成員)
県教委・人権局・私学部r-----1
局・福祉部局・県警・法什|いじめの防止等の対策のための組織 凶呈JI
務局・市町村教委・校長l
会・PTA・弁護士会・医
師会・臨床'U理士会ト→関係機関・関係団体等

3 これまでの取組状況、改善点

鳥取県いじめ問題検証委員会

一一寸学校または学校設置者

|調査のための組織凶副目

0平成26年に「鳥取県いじめ問題対策連絡協議会」を設置し、テーマ別協議を行い対策検討す
る等、関係機関・団体の連携を図っている。
0夜間・休日のいじめ相談対応を、専門性や実績を有する団体に委託し、機能充実を図ってい
る。また、緊急性・深刻度等を判断し、警察等と連携して早期対応や緊急対応を行っている。
O相談窓口関係機関連絡会議を開催し、相談機関の連携を図っている。
0新聞広告、相談窓口クリアファイル、広報紙「とっとり夢ひろば」、「県政だより」等を活用
し、相談窓口を周知している。
or子どもの悩みサポートチーム支援事業」と「児童生徒の自立支援サポート事業(不登校対
策事業)Jを統合し、専門家派遣事業を一本化する。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

費整調

費
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l
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いじめ・不登校総合対策センター(電話:0857-28-2362) 
(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
s.t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

明日へつなぐ心のキ

ャンペーン事業2016 1. 189 4， 938 ム3，749 1. 189 
~子どもたちが取り

組むいじめ対策~

トータルコスト 7， 427千円(前年度11.150千円) [正職員:0.8人]
主な業務内容 いじめ問題への取組支援

工程器材櫛目標骨鞠 いじめ問題等への取組

事業内容の説明

事業の概要
いじめはどの子どもにも起こりうるという理解をもとに、児童生徒をいじめに向かわせないための

未然防止への取組の充実を図るため、いじめの未然防止のための児童生徒の主体的な取組を継続的に

促し、児童生徒参加型の取組とするため、いじめ防止啓発ポスター・標語の募集を呼びかける。

また、児童生徒の取組の発表を中心とする「いじめ防止・仲間づくりシンポジウム」を開催し、児

童生徒がメッセージを伝え、取組発表が他の学校への啓発につながるようなものとする。併せて、児

童生徒の取組への応援メッセージとなるような教育講演会を行う。シンポジウムの開催にあたっては、

市町村教育委員会やPTA等関係機関・団体とも連携し、市町村の取組と協力して、より学校現場で

いじめ防止や仲間づくりの取組が根ざすことをねらいとする。

2 事業内容

(単位:千円)
事業名 予算額 事業内容

いじめ防止・仲間づく 583 0各学校の取組発表
りシンポジウム(仮称) 0応援メッセージ(教育講演会)
いじめ防止のための校 606 0作品コンクールの実施
内活動への支援 0いじめ防止のための各校オリジナル缶バッジ制作支援

*缶バッジ制作に必要なグッズを希望する学校・園に貸出

0明日へつなぐ心のカレンダ一作成、学校配布
*コンクール受賞作品を活用

合計 1， 189 

3 これまでの取組状況、改善点、

-平成25年日月28日に「いじめ防止対策推進法」が施行され、同年10月11日には国の「いじめの防止
等のための基本的な方針」が策定された。これらの中では、学校が主体的に「いじめの防止、早期

発見、いじめに対する措置」に取り組む必要性が述べられている。

-すべての児童生徒の尊厳が守られ、児童生徒をいじめに向かわせないための未然防止の取組、とり

わけ、児童生徒の自主的な活動の充実が求められる。

-平成27年度のいじめ防止啓発缶バッジデザインの募集には1，674点の応募があった。これらの作品
より、「明日へつなぐ心のカレンダー」を作成する。

. rこども未来フォーラムj を、平成25年度は西部で、平成26年度は東部で開催した。平成27年度1
月には中部で開催し、いじめに立ち向かう勇気をテーマに、戦場カメラマン渡部陽一氏のトークシ

ョ一、中学校・ PTAによるいじめ防止のための取組発表、中・高校生をパネリストとした討論会、

展示などを行った。

-一年間を通じて、希望する学校に缶バッジ制作セットを貸し出すなど、児童生徒の自主的な取組を

支援する「明日へつなぐこころのキャンペーン」を実施した。平成28年度も引き続き児童生徒の自
主的な取組を支援していく。

-市町村教育委員会、 PTA、各学校、地域と連携したシンポジウムを開催し、いじめ未然防止の取

組が各学校f:::定着していくことをめざす。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
l項教育総務費

4目 教育連絡調整費

事 業 名 本年度 前年度

いじめ・不登校総合対策センター(電話:0857-28-2362) 
(単位.千円)

比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

教育相談事業費 7. 220 6. 782 438 7. 220 

トータルコスト 22. 036千円(前年度29.301千円) [正職員:1.9人、非常勤職員:2. 6人]
主な業務内容 教育上の問題や発達・障がい等に関する学習及び生育上の課題についての教苦

相談話動
工程表の施策目標佑梯 豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
幼児、児童生徒等の教育上の問題や発達、障がい等に関する学習及び生育上の課題について、
国や学校等教育現場の実状をよく知る相談員及び専門医が、本人、保護者、学校関係者等から¢
相談に応じ、個別の状況やニーズに応じた指導・支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)
区 分 予算額 事業内容

教育相談事業 3. 363 幼児、児童及び生徒の学習、行動、障がい等について、
本人、保が護応者、学校関係者等からの相談に、指導主事及び
相談員 じ、個別の状況やニーズに応じた助言指導・支
援を行う。

-電話相談(月~金、午前8時30分~午後5時15分)
-来所相談(月~金、午前9時~午後5時)
-訪問中目談(要請により随時)
-メール相談 (24時間受付)
'LDホットライン
(月~金、午前8時30分~午後5時15分)

専門指導員による教育 2. 488 発達が気になる幼児(児童)について、保護者や教育
相談 関係者の相談に応じ、継続的な指導・支援を行う。

-専門指導員による教育相談

(月~金、午前9時~午後5時)

専門医による教育相談 1. 359 不登校、ひきこもりや発達に関わる相談に対する医学的
立場からの助言・指導を行う。

-教育相談会(専門医による)
(東・中・西部地区別に 1 か月に 1~2 回実施)

(新)中国・四園地区 10 研究発表・情報交換等の事業を実施する。
教育研究所連盟会費 -年1回の中国・四園地区教育研究所連盟協議会に参加す

る。

合計 7. 220 

3 これまでの取組状況、改善点
不登校、ひきこもりや発達に関わる不安や悩みを解決していくために、小児科、精神科等の医

療へつなげるこーズや必要性がますます高まっており、平成26年度から中部地区の実施回数を増
やして対応してきでいる。発達に関わる相談ニーズの増加は、専門指導員への新規の相談人数が

増えていることからもうかがえる。また、平成27年度は特に、子育て等に関する不安や悩みにつ
いての電話相談対応時聞が大きく増加したことから、平成28年度は相談員の対応できる日を1日
増やす。
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区分 予算額 事 業 内 廿信、

進い事じ業め対(策国委等託生徒10/指1導0)推 4. 863 
支不支ン援援登タ校セのあのをン未タ中り方心ー然に聞防とつ止のしいたネ、て学早ッの期校ト調対やワ査応保ー研護クを究者図をを構、る実た関築施係めしす効機、る果教関。及育的支なび援対教応セ育

事学校業生(活国適l応/支3援)員配置 7. 179 
校然生徒防生止指活や導適早上応期の支発諸援見問員題」・早がを期心配対配置応さしれに、取る不公り登立組校む1や。8い小じ学め校等にの「学未

修ス充ク実事ル業カウ(国ンセ1/ラー3研) 560 連絡の資協質議向会上、を研図修る会。等を開催し、スクールカウンセラ

スクールカウンセラーの 定数 不床心主主理校士や等問を題ス行ク動ーなルどカのウ改ン善セをラ図ーるとたしめて、配中置学す校るに。臨
配置

生(新し)た重大合支なの体事臨故床制等心の構が理発士築
275 臨応床心理土る体等制のを緊整急備支す援るが必要となった際に、迅速に

等の緊急場 援
対でき

合計 12. 877 

3 これまでの取組状況、改善点
0学校の教育相談体制の強化や不登校児章生徒の支援充実のために、学校生活適応支援員、スクールカ
ウンセラーをそれぞれ小学校、中学校に配置している。各学校の支援等により「指導の結果、学校に
主主校する又は登校できるようになる」児童生徒の割合は全国平均に比べ高くなっている。
0近年、家庭環境やその他個人に関わる様々な背景を要因とした不登 も見られるようになっている乙
とや小学校での不登校児童数の増加傾向が続いていることから、「学校生活適応支援員」を2名増員
し、小学校での体制強化を図る。
0重大な事故等で緊急支援が必要になったときのために、迅速に臨床心理士等を派遣できる体制を整
える。
<不登校児童生徒数の推移>
R登校児童生待聖

H百 H25 130 
380 

首i
。不登校児童生徒の占める割合(100人あたり)

H22 H23 H24 H25 H26 
鳥取県 小学校 O. 33 0.34 0.37 O. 42 O. 45 

中学校 3. 14 2. 87 2. 31 2. 31 2. 65 
全 国 小学校 o.n O. 33 O. 31 O. 36 O. 39 

中学校 2.74 2. 64 2. 56 2. 69 2. 76 
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前年度

1. 841 857 

1 事業の概要
ネットパトロールを実施し、いじめ、性などの問題行動の未然防止、個人情報の流出による
被害防止を図る。

2 事業内容
=干ー ' ・ j) 

区 分 芋顎 事
事ネ業ットパトロ ル

霊掲童示議Z築号、込主JみJイ臨bトJ等調工へJの5車3H内23の6l児誘2穀刷誇銭〉書き量みを難Fると を学に情す

ク)

-@i 、 計 1. 285 

3 これまでの取組状況、改善点
平成21年度からNPO法人こども未来ネットワークに委託して、児童・生徒によるインター
ネット上の書き込み等を巡視し、実態把握や学校への情報提供を行っている。
平成26年度からは、監視対象を小・中・高・特別支援学校に広げた。

年度 1間 実施日数 重き、 i認実績
10月 ~3 月

555 日日日/ /// 週週週
半年年年年年年i間商間閥間 L 612157件件件件件件

i 霊i童
1. 553 

2日 週週/ 
1. 604 

2日/ 1.33 
2~3 日週 2. 569 
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10款教育費

l項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 

8目 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

(使用料)
教育センター管理運 27， 720 31， 403 ム3，683 1， 767 25， 744 
営費 (諸収入)

199 
(財産収入)
10 

トータルコスト 32， 399千円(前年度39，168千円) [IE職員:O. 6人、非常勤職員:2.0人]

主な業務内容 教育センターめ運営全般及び施設維持管理

耳揚初施策目標劇鞠
、

事業内容の説明

1 事業の概要

教育に関する研究、教職員の研修及び教育相談を行い、本県における教育の充実と振興を図る

ために設置した教育センターの管理運営を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

教育センターの運営 27， 720 -施設設備の維持管理に必要な委託契約等の締結、支払

及び施設設備の維持 . (臨時)エアコン設置工事の実施

管理 -非常勤職員2名を雇用

3 これまでの取組状況、改善点

-より良い環境で研修や教育相談を行えるよう、教育センターの適正な維持管理を実施すると

ともに、研修等をはじめとする教育センターの事業を円滑に実施できるよう運営業務を行つ

た。

-本館は建築後初年経過じ、老朽化も進んでいるが、必要に応じた管理を行っており、引き続

き適切に施設設備を管理し、職員研修の拠点として、効率的に施設を使用する必要がある。
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費均ノ

費
ン
務
セ
総
育

費
育
教

育
教
教

目項

8

款

l

n
H
U
 

教育センター(電話:0857-28-2321) 
(単位千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(諸収入)
学校教育支援事業 13，745 11， 985 1， 760 13， 740 

トータルコスト 34， 800千円(前年度32，951千円) [IE職員:2.7人非常勤職員:1. 0人]
主な業務内容 スーパ パイザーによる支援・アドバイザ派遣・教育情報の収集と発信
工程表の麓策目標世観菊 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
「スーパーパイザーによる学校教育支援事業」や「アドバイザ一派遣事業」等により、多様な
教育課題に対応した学校教育支援を行うとともに、そ乙で得られた成果や収集した教育情報を発
信する。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

出かけるセンタ (指 310 学校等が企聞した教職員を対象とする研修に対し
導主事等派遣) 教育センターの指導主事等を派遣し指導助言を行う

など、研修実施機関の自主的・主体的な研修活動を
支援する。

スパパイザによ 3， 050 教育セン夕 、大学教授などのスパパイザ
る学校教育支援事業 事業対象校の三者が積極的に関わりながら、テーマ

に沿った、実践的研究・支援活動を実施するととも
にその成果発信を行う。

アドバイザ派遣事業 8，040 県内の学校または幼稚園・保育所(園)の教職員で
構成する研究実施機関が開催する研修会の講師に係る
謝金・旅費を負担し、研究活動を支援する。
また、その研究成果の報告や資料を取りまとめ、教
育センターのホームページで公開したり、各種研修講
座で活用し、その研究成果を全県に普及する。

教育情報の収集と発信 2， 345 教育センタ 内の各事業に関わって得られた教育情
報や外部から収集した教育情報をとりまとめ、教育セ
ンターが主催する土曜自主セミナーなど、様々な機会
を通じて積極的に発信する。

合計 13， 745 

3 これまでの取組状況、改善点
指導主事が直接学校現場に出向いて研修を行う「出かけるセンター」や、スーパーバイザーが

年聞を通じて継続的に校内研究に関わること、市町村や学校をまたぐ各向研究機関での研修活動に
アドバイザーを派遣することによって、 OJTによる教職員の指導力 上や、校内研究の推進・
研究機関の活動に効果が上がっている。
アドバイザ一派遣については、原則として複数の市町村や学校をまたぐ取組を対象としている
が、平成27年度より県の施策に沿った取組を実施する単独校も対象とした。平成28年度は「小中
連携で取り組む授業改革」や「理数教育」の充実を図る取組についての支援を推進する。

一85-



平成28年度一般会計当初予算説明資料

前年度|比較

。，UB
 

n
H
U
 
B
 

p
h日
υ

-指導力の向上を図るための研修を実施するとともに、研修の効果測定を実施し、
を図る。

2 

3 これまでの取組状況、改善点
本県の目指す教師像として定めている「鳥取県公立学校教員として求められる資質・能力Jに
基づ、いて教職員研修を実施している。
平成28年度から3年目研修の新設により初任段階の継続研修を強化する。
また、 l研修体系の見直しを行い、教職経験に応じて職務の遂行に必要な資質・指導力の向上を
図るため「教員育成マップ(育成指標)Jを作成し活用する。
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する機器をリース契約しており、所外での研修も含
している。平成27年度には、アクティブラーニング型研修に対
研修で活用している。

ため、タブレット端末やモパイルフロジェクターを整備し、情報教
ある初任者研修、 10年経験者研修等で使用している。

ikyo-NETはインフラとして定着しており、システム管理を専門家に委
を図ってきた。現在、 Torikyo-NETサーバは、クラウドサーバで稼働して
の管理をしている。平成28年度は平成29年度のシステム更新に向けて仕
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前年度 比 較

事業の概要
2 1世紀にふさわしい学びの創造に向けて、教員の ICT
等に努めるとともに、授業における効果的な活用を進める。

(情報通信技術)活用指導力の向上

また、新たに学校C10 (最高情報総括責任者)や情報化推進リーダーを対象とした研修を実
施するとともに、インターネット上にある文書等の保存・閲覧システムを活用した教育環境の構
築に関する研究等を行う。

2 

3 

1 

2 

3 

これまでの取組状況、改善点
平成27年3月に ICT活用教育推進ビジョンを策定し、
した「新しい学び」の構築に向けた ICTの活用について

アクティブ・ラーニングをはじめと
具体的な施策を推進しているロ

教育センター(電話:0857-28-2321)→ 
事業実施:教育環境諜

前年度 比 較

2， 040 

事業の概要
鳥取環境大学との協力関係の中で産官学からなる ICT活用教育推進協働コンソーシアムを組
織し、情報通信技術がどのような形で教育や学びに貢献できるかを検討する。

これまでの取組状況、改善点

事事
教育における ICT活用に
新分野の開拓や活用支援を

平成26年8月にコンソーシアムを立ち上げて産官学の知見を集めるとともに、プログラミン
グ教室の開催や大学や警察と連携した情報モラルに関する教材づくり等に取り組んでいる。
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10款教育費
l項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 
8目 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

[終了]サイエンス教

育推進事業 。 933 ム933

トータルコスト 。千円(前年度3，263千円) (正職員一人〕
主な業務内容

工程表の施策目標f崩菊
事業内容の説明

(終了理由)

3年間の文部科学省の委託事業が終了したため。
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10款教育費
1項教育総務費
4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

財源内訳|由主
事業名 |本年度|前年度l比較

国献雌|起科平盤 l一般財源 E一
(新)小学校英語 a
パワーアップ事業
~拠点小学校を中
心とする英語教育

トータルコスト

主主蓋蓋且室
工程表の政策目標(指樹

事業内容の説明

1 事業の概要

信組見入)
16， 985 o I 16， 985 62 I 16，923 

18， 545千円(前年度 O千円)[正職員:O. 2人、非常勤職員:3.3人]
小学校外国語活動及び教科英語用の指導計画(指導案)の作成、教材開発

学力向上の推進

平成30年度から先行実施が可能となる次期学習指導要領における小学校英語の軽充強也 (3
・4年生への外国語活動の導入、 5・6年生の英語教科化)に対応するために、 5校をモァル校
に指定して、外国語指導助手 (ALT)を1名ずつ配置し、担当教諭とともに小学校英語の拡充
強化に対応するための指導計画(指導案)の作成や教材開発、先行研究、近隣学校の教員に対す
る指導力向上研修等を実施し、成果を全県に普及するととで、全県小学校における小学校英語拡
充強化への体制を整える。

2 事業自室
区分 業務

書指のC臨導作物導成計開案画発) と 滑

. ..'-'-"'<_'~"，'...，..:.....'III"'''_J_J.......~-:-r-:-..." IT'I_~"""'~~""-"'I"-L 11  1 • ....-.1'1"......， //1  1I "'~/_' ll~_ 

3 これまでの取組状況、改善点
小学校英語教科化に向けた全国的な調査によると、教科化に伴う主な懸案事項として、①指
導計画や教材の整備、②教員の指導力の向上が挙げられている。これまで本県では、英語教育
推進リーダーによる県内小学校教員の研修や江原外国語教育院への教員派遣等を行ってきたが、
これらの懸案を解決し、県内会小学校での円滑な教科化への移行に資するため、モデル校を設
置して①②の研究等を充実させるとともに、成果の全県への普及を図る。
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10款教育費
1項教育総務費
5日教育振血

事業名 l本年度
(新)グローバルリ 1
ーダーズキャンパスI 9，900 

前年度 比較』冨害古τ目

01 9， 900 

トータルコスト

主な業務内容

13，799千円(前存度O千円) [正職員:O. 5人]

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要

委託契約、関係機関との連絡調整、報償費等支払

学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

雪l

一夜扇官備考

9， 900 

世界トップクラスの海外大学である米国スタンフォード大学と連携し、県内高校生向けの遠隔

講座を開設することにより、幅広い国際感覚を身につけ、世界を視野に入れて活躍する高い意欲

と志を持った人材の育成を図る。

2 事業内容

Stanford e-Japanという高校生向けの汎用的教育サービスの仕組みを活用し、県内高校生を対
象としたカリキュラムを提供する。

[対象]県内高校に在学する生徒25~30人程度

【提供期間J1年単位
[講座概要J(初年度)
-自己紹介 ・まんが(アニメ)文化について

・シリコンバレーと起業家精神について ・野球を通じた外交について

-日本人の米国への移民について ・米国の多様性の課題について

・様々な国の高校と教育について ・今後の日米の課題について

※担当教授の双方向講義や討論、課題の提出と認定により講座を進行する。

(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

講座開設委託 8，700 講師料、教材費等

受講施設費 350 会場費、生徒参加者貸切パス、通信費等

事前調査等 850 現地への事前訪問・開講式等に係る経費

合計 9， 900 

3 これまでの取組状況、改善点

学校裁量予算や教育委員会事業で

台湾、米園、韓国、中国等の高校生

との交流や海外の高校を招いたフォ

ーラム、海外研修旅行等を実施して

いる。

a.，忠'i'ii'兎単.，家主f;t.i・E・・・ "'~~.w.z:::I喧n

また、 SGH校 (H27~鳥取商)

では、豪州の大学に生徒を派遣して

現地調査を通して課題を解決するグ

ローパルリーダー育成のための学習 lオンデマンド(鑓路〉
を展開するなど、国際的な視野を持

つ人材の育成に努めている。
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10款教育費
1項教育総務費

5回 教育振興費

6. 000 I 11. 240 6. 000 

1 事業の概要

2 

21世紀型能力を育む授業改革を推進するため、校種を超えた連携教育の研究を進めるとともに、
最新の知見を取り入れた学習科学に基づく授業を設計・実践・公開し、授業改革の全県的な普
及を図るなど、文部科学省が進めている高大按続システム改革を見据えた対応を行う。

宮司冒 I'J~- 、ーτー・.~ー ・I I .1， 
区分 予算額 事業内容

委(新) 2 1称世)紀の型設学置力検討 240 品等学校長で能組織する委員す会を設置し、今的後の業社会
員会(仮 で必要教とされる 力を育成るための具体な授改

革や 育課程の検討を行革う見など文部科学省が進めてい
る高大接続システム改 を 据えた対応を行う。

2 1師世派紀遣型能力を育むため 4.800 
の講

い校dてラ[対必議研←要象究ニ関](に鳥連すシ応捜校取携るグ額索じ東型とて改関(綬ースと適革連八業クも携切の頭へラに推なム、の研進ス倉改教高究ク吉等革育県東者ラ)学にム立を係校に倉教講高るよに吉校師育基おる実西と2援学け飽し4力るを米校校て育向ア子派6成上ク東遣校策テす・す境ィるにる)つたプ. 

め 倉吉東倉吉施・米校子6東校・境)

学びの文化祭 960 

公意めい年協識、開る県や間同高し分的た内等2科外授回学会傑劃校の(究研教東で究的育シ・そなl関西をン句部学行ポ係研地習者ジう究活な区にウ成で動広ムど果等や、各〈の先参を1I活進加実回C用施) 的をTの効果的利用を
な取組を進めて

呼-普び及かを図るた
けて授業

する。

ルの「ア」理ク育解テ成とイ研「ブ修2 ・ラ ニング」 ※教職
小・法中学校の教員紀的を対象に、アクァィブ・フ ニン

l世紀型スキ
員費研で修実
グの手 や21験世 裂スキルの考え方施部を理解するため
に協調学習を体 に学ぶ研修を実する。

施
年間7回(全県1回、東・中・西地区で各2回)

学者科学セミナ ※教職 高等学校の教員を対「象に、アクァグィブ・フ ーング

員費研修
の手法の一つである 知識構成型ジ ソ一法」による

で実
授業設計の方法を参加・体験型の講習会形式で学ぶ研

施 修年を実間施する。 。

6回(全県4回、東・西部地区で各l回)
合計 6. 000 

3 これまでの取組状況、改善点
・全県立高校 (24校)で大学教授等による研究会や講演会を実施するなどアクティブ・ラーニン
グ型授業への改革に取組んでおり、「学びの文化祭J(平成27年度は鳥取西高校と米子高校で
開催)で授業公開や討論会、シンポジウム等を行いながら取組の成果を全県に拡大するなど授
業の質を高めている。
・スクラム教育実施校で大学教授等を招き、校種を超えた授業研究会を開催するなど、校種間連
携の取組を具体的、専門的なものへと高めている。
・平成24年度から鳥取県学習科学セミナー及び学びの文化祭を実施し、高等学校教員へアクテイ
ア・ラーニングの手法を取り入れた授業実践の普及を図り、指導力の向上を進めている。
・平成27年度から小中学校教員を対象とした2年間の全小中学校悉皆研修の「アクティブ・ラー
ニング」の理解と f21世紀型スキル」育成研修を実施しており、小・中学校においてもアクテ
ィブ・ラーニングの理解と普及をより一層図っていきたい。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

3目 教職員人事費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

高等学校課(内線:7539) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
倒玖j

教職員人事管理費 11， 273 10， 722 551 8 11， 265 

ト タ)]1コスト 69， 758千円(前年度 67，407千円) [正職員:7. 5人、非常勤職員1.0人]

主な業務内容 制度設計、諸規程整備、人事・給与管理、委員会開催、服務規律確保

工程表の政策目標(指標) 人的・物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

県立高等学校における教職員の人事管理業務及び校長会、事務長会等において学校管理に係

る指導を行う。

2 事業内容

区分 事業内容

教職員の人 -各県立高等学校の定数管理

事管理 -教職員の任免・人事異動の実施

-教職員の給与決定

-教育委員会の権限に属する教職員の休暇等の承認

-県教育委員会の権限に属する教職員の服務監督

-服務規律の徹底、懲戒処分等の実施

-人事給与全国会議等への参加

. r指導改善研修教員審査委員会」の開催

-時間外業務管理システム、休暇等申請・承認システム、校外勤務等管理シス

テム、勤務時間管理サポートシステム等の運用

-人事履歴・台帳整備非常勤職員の配置

適正な学校 -学校管理のための諸規程の制定・改廃

管理のため -校長会、教頭会、事務長会等での指示・連絡

の指導 -文部科学省各種研修への参加など

3 これまでの取組状況、改善点

-県立高等学校における教職員の適正な人事管理を実施した。

-県立学校勤務時間管理サポートシステムを利用して教職員の勤務時間管理を適正に行い、

勤務時間等に対する教職員の意識の向上や分掌業務の平準化等、教職員の健康管理と福祉

の増進に向けた取組を推進した。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線 :7959)
4目 教育連絡調整費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~j 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

イングリッシュシャ 儲収入]

ワールーム設置事業 13. 661 31. 035 ム17.374 50 13. 611 

トータルコスト 15. 221千円(前年度 32.588千円) [正職員:0.2人、非常勤職員:2. 7人]
主な業務内容 イングリッシュシャワールームの運営l

工程表の政貫目標(指標) 学力向上の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
中学生の英語力向上対策の一環として、中学校の中に、日常的に英語に触れることができる

場所(イングリッシュシャワールーム)を作り、外国人指導者を常駐させ、生徒の英語の相互

理解能力を高める。
設置予定校:6校(鳥取北、倉吉西、倉吉河北、境港第二、境港第三、日南)

※境港第二を除く 5校は平成28年7月までの配置

2 事業内容
-中学校に空き教室等を活用して専用スペースを設置し、指導者を常駐させる。

<指導者の活動例>
区 分 業 “務 伊j

授業等 -異文化理解、国際理解教育に関する授業や集会

-生徒が使える読み物教材、リスニング教材の作成
-英語授業の中で外国語指導助手 (ALT)としてティームティーチング
-近隣小学校の外国語活動への協力

昼休憩・ -おしゃべりタイム
放課後 -校内放送(ラジオ番組のようなもの)を担当

-英検二次面接等の練習

-音読・暗唱・スピーチ指導
-文化祭での英語劇・英語合唱の指導

-指導者は設置校以外の近隣の学校にも出向いて、同様の活動を行う。

(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

指導者人件費 11. 639 ALT6人分の報酬、共済費
指導者活動経費等 990 研修旅費、県内活動旅費等
負担金 432 (一財)自治体国際化協会負担金等
教材費等 600 イングリッシュシャワールーム教材費
合計 13. 661 

3 これまでの取組状況、改善点
-グローバル化が進む中で、英語を使った相互理解能力を身につける乙とが必要。

-現在、中学生が学校で英語に触れる時聞は週4時間の英語の授業の時間のみであり、生徒が
自主的に英語に触れることのできる機会を増やす必要がある。

-シャワールームに配置された外国語指導助手 (ALT)は、学校に馴染み、生徒たちとの良
好な関係を築いており、生徒の英語学習への動機付けとなっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4日 教育連絡調整費

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとりイングリッ
シュクラブ 1， 189 1. 339 ム150 1. 189 

トータルコスト 3， 528千円(前年度 3，669千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 事業企画、参加者募集
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
中学生と高校生を対象に、年間を通じて英語による体験活動を実施し、英語による相互理解
能力の伸長を図る。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

とっとりイングリツ 1， 189 月1回程度の体験活動(全5回)
シュクラブ 対夏季休業中の2泊3日英語キャンプ

象:中学l年生~高校3年生

<年間活動計画>ブ員
4月クラ 募集
6月 体験活動l回目(東部地区)
8月 2泊3日英語キャンプ(中部地区)
1 0月 体験活動2回目(西部地区)
1 1月 体験活動3回目(東部地区)
1 2月 体験活動4回目(中部地区)
1月 体験活動5回目(西部地区)

3 これまでの取組状況、改善点
生徒を登録制にしたことで、年間を通じた参加により、継続的な指導効果が見られた。
また、生徒同士の横のつながりや学年を超えた縦のつながりから交流が深まり、ともに英語

を外学国ぶ語仲指間導と助し手て、学習や活動の意欲の高まりが見られだ。
(ALT)を県の英語教育への推進に主体的に関わらせることにつながった。
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10款教育費
l項教育総務費

2 '苫

区 分

院等への宵派7(遣子7('子

中央研修講座への
派遣

内地留学派遣

教員研修センタ
教育課題海外派遣
(2週間)

(新)食品衛生管
理者講習派遣
各種研修会・講習
会への派遣

教員要件に係る研
修等

，EO3 h 言十

[参考1

平成28年度一般会計当初予算説明資料

前年度|比較

18， 138 18， 909 

カの向上を図るため、計画的に各種講座・研修会や大学院、研究機関、
研鎖を積ませる。

L干 I.!L.__~ J 

予' 事 内容
10， 137 

1

0
ー学門校ダ的ーなの適知を育識切成等なす管を理習る

運昌
色優れ問た実育践活力動を備の推え進たスのたクーめルの専

リ得させ、
育成す 。(2人)

派遣先…兵庫教育大学大学院 (2年間)
0大学の知と連携した授業改革による学びの質の向上
派遣先…東京大学 (5人×年10回程度)

1， 300 独立行政法人教員研修センタ が主催する中央研修講座(校長
-教頭等研修講座、中堅教員研修講座)に派遣することで、指
導力の向上を図るとともに、各地区において中核となる人材
を育成する。
派遣先独立行政法人教員研修センター
派遣期間校長… 5日間 (2人)

1M校長・教頭… 5日間 (2人)
中堅教員… 19日間 (3人)
教務主任 ... 5日間(1人)

3， 788 教員を大学や研究機関等に派遣するζとで、教育専門職として
の資質や指導力の向上を図るとともに、各方面において中核と
なる教員を養成 (3人)
800 現在の教育課題について、独立行政法人教員研修センタ の「教
育課題研修指導者海外派遣プログラムJを活用し、諸外国の課
題に対する先進的な取組を学ぶとともに、教育現場が抱える重
要な教育課題に対応する研修指導者を育成する。 (2人)

658 食品加工などの指導を担当する教を員図るを研修に派遣し、指導に携
わるために必要な専門性の向上

2， 100 0全国各地で実施されている文部科学省等が開催する各教科等
の研修会や講習会へ計画的に派遣する。(15人程度)
O教育課程研究協議会や県内の研究協議会への派遣
126 介護福祉士等養成施設である県立高等学校に勤務する教員が、
教員要件を満たす資格を取得するため、研修を受講する。
介護福祉士(みなし資格) 6人

18. 909 

0教員研修センタ一英語教員海外派遣 (2か月) (外国語教育改善指導費〕

実番苦額貯賠訴努事縞左翼外に警護担韓関!こ都競導否著書長3婚男

。;i善事言語詰華麗融関説話鰐霊訪
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線 :7916)
4回 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

県立学校第三者評価
推進事業 I. 450 I. 331 119 I. 450 

トータルコスト 5.349千円(前年度5.214千円) [正職員:O. 5人]

主な業務内容 評価実施、評価結果公表、評価結果反映

工程表の政策目標(指揮j 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

事業の慨要

全県立学校33校(鳥取聾学校ひまわり分校含む)において、毎年 8~9校ずつ第三者評価を実

施する。

評価検討委員会委員 27名(大学や教育研究機関の職員、学識経験者、県立学校長経験
者、企業の管理職経験者、 PTA関係者等)

実施学校数 9校(高等学校6校、特別支援学校3校)

委員会開催回数 2回

評価に係る学校訪問回数 各校年2回

評価チーム編成 27名の委員を3名9チームに編成

各チームがl校ずつ評価を担当

2 自己評価、学校関係者評価、第二者評価の違い

区分 自己評価 。学校関係者評価 第二者評価

評価主体 校長・教職員で構成 校長が学校評議員・ 県教育委員会が専門的な知識を有する者

する学校評価組織 保護者・地域住民等 に委嘱した委員による第三者評価機関

から委嘱した委員に

よる外部評価組織

評価内容 0中短期経営目標の 学校の自己評価結果 0前年度の自己評価及び学校関係者評価
達成状況を客観的 とそれに基づいて学 の資料に基づいて、客観的かっ専門的

に評価 校が策定する改善方 立場から分析し、学校に対して学校経

0必要に応じてアン 法及び自己評価活動 営や教育活動の改善について意見提言
ケート等により生 全般について評価し 0県教育委員会に対しても、各学校への
徒や保護者等の意 て意見提言 支援の在り方について意見提言

見を聴取

評価項目 各学校が設定 評価結果の活用目的 第二者評価委員会の意見を聞き、鳥取県

評価指標 に合わせて学校が設 教育委員会が設定

評価基準 定

実施回数 毎年 毎年 3~4年に l 回

県民への ホームページ ホームページ ホームページ

公開

3 これまでの取組状況、改善点

-平成22年度から毎年8校ずつ実施しており、平成25年度で一巡したため、平成26年度からこ巡
目となった。

-各学校においては、評価警に基づく改善計画が進行し、より聞かれた学校運営が行われている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線 :7517)
4日 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

高等学校改革推進事
。

業 137 137 。 137 

トータルコスト 19， 632千円(前年度17，997千円) [IE職員:2. 5人l

主な業務内容 高校の在り方の検討

ヱ若濠刀賊臣標守筒菊 人口減少期を好機と捉えた学校教育の充実

事業内容の説明

1 事業の織要
新しい時代に向けた高校教育の基本的な方向性を定めた「今後の県立高等学校の在り方に関
する基本方針」における取組の方向性を具現化する。

2 検討内容
( 1 )平成31年度以降の在り方
高校の特色化・魅力化に向けた基本方針の着実な執行
ア 基本方針の周知徹底と進行管理
イ 個々の学校の状況に応じた魅力と活力にあふれる学校づくり
-学校の特色化・魅力化の推進
-教育の質の確保・向上策の検討

( 2 )平成30年度までの在り方
今後必要となる学級減の対象とする学校の検討
平成30年度までに8学級減を予定しており、既に決定している6学級に加え、平成
30年度に減じる2学級の対象校を検討するロ
[決定済]平成26年度:3学級、平成27年度:1学級、 I平成28年度 :2学級

3 これまでの取組状況、改善点
時期 内 句dコ.・

平成30年度までの在り方 平成31年度以降の在り方
平成24年10月 基本方針策定
平成25年3月 平成26年度学級減、学科改編決定
4月 県教育審議会に諮問
6月 県教育審議会学校等教育分

科会審議開始(~平成26年
9月。計9回)

12月 平成27年度学級減決定
平成26年9月 県教育審議会答申

9月~ 基本方針案検討(関係機関
との意見交換等)

12月 平成28年度学級減、学科改編決定
平成28年1月 パブリックコメント閉ま古

(~平成28年 2 月)
3月 基本方針策定(予定)
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4回 教育連絡調整費

事業名 本年度 前年度 比較

公立高等学校就学

支援事業 1. 226. 460 823. 195 403. 265 

財

国庫支出金

1. 226. 450 

高等学校課(内線 :7929)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

(緒眠入)

10 

トータルコスト 1， 230. 359千円(前年度 824.748千円) [正職員:O. 5人、非常勤職員1.0人]
主な業務内容 就学支援金等の支給

工程衰の政策目標(指標) 安全・安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要

県立高校に在籍する生徒に対して、授業料と同額の「高等学校等就学支援金」を支給し、教育費

負担軽減を図る。(国10/10 学校設置者である県の授業料に充当(県による代理受領))

2 事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

高等学校等就学支援金 1.213.536 O県立高校に在籍する生徒に対して授業料相当額を支
対象:市町村民税所得苦手j額 援する。

304. 200円未満の世帯 対象生徒:10. 560人 (3学年分・見込み)
学び直しへの支援(高等学 68610局等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学
校等修学支援事業費補助金) び直す場合に、法律上の就学支援金支給期間である

36月(定時制・通信制は48月)の経過後も、卒業ま
での関(最長2年)、継続して授業料の支援を行う，

非常勤職員の配置等 7. 503 0認定等事務補助 1名
0県立高等学校の就学支援金審査事務の一部外部委託

就学支援金認定関係事務費 4. 735 0職員旅費、パソコンリース代、消耗品、郵券代
合計 1. 226.460 

〔参考〕

※平成26年度入学生から学年進行で新制度が導入された。(平成26年3月以前入学生は不徴収を継続)
※所得制限により生み出された財源は、教育費負担の軽減として、奨学のための給付金に充当される。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4回 教育連絡調整費

高等学校課(内線 :7929)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較 備考

高等学校教育企画費 42， 571 42， 861 ム290 42， 571 

トータルコスト 85，460千円(前年度 85，569千円) [正職員:5， 5人]

主な業務内容 県立高校への指導助言・連絡調整、補助金申請書審査

工程表の政策目標(指標l 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要

県立高等学校に対する指導・助言を行うとともに、関係団体への助成等や各学校の学校徴収

金徴収の支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

高等学校卒業程 国費 高等学校を卒業していない者を対象に、高等学校卒業と同等の学

度検定試験 カがある乙とを認定する試験を実施する。(年2回)
(臨)西日本地区 国費 国語施策の普及と理解を狙いとして、国語をめぐる諸問題の改善方法

圏諸問題研究協議 について研究協議会を開催する。

会の開催

教育指導費 11， 646 0学校経営、学習指導内容等について、指導主事が現地指導する。
0全国高等学校校長協会等に対する負担金
0中・四国高等学校就職対策協議会負担金
O学校徴収金未納者への支払督促用印紙代

教育文化振興費 1， 559 0児童・生徒の教育文化活動事業における優秀な生徒や団体を表
彰する。

0県高等学校家庭クラブ連盟への助成
O県学校農業クラブ連盟への助成

全国大会等派遣 26， 134 0中国大会以上の競技大会等に係る生徒引率旅費
事業 0県高等学校文化連盟、県高等学校家庭クラブ連盟、県学校農業

クラブ連盟が全国大会に出場するための生徒引率旅費

0全国産業教育フェア参加経費
0産業教育充実のための先端技術教員研修派遣

県立高等学校授 3. 232 0県立高等学校授業料等事務電算処理シスァムの委託
業料等徴収事業

合計 42， 571 

3 これまでの取組状況、改善点

-学校の実施する事業[;:指導主事が参加し、指導助言を行うことで、より効果的な事業実施につな

がっている。

-各連盟への補助金交付等により、生徒の意欲向上や規範意識向上への取組につながっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線:7786) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~;f 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(手数料l
入学選抜諸費 5， 620 5， 250 370 5， 620 

トータルコスト 387， 722千円(前年度 383，406千円) [正職員:49.0人]
主な業務内容 入学者選抜実施、委員会開催、教職員派遣、転入学情報提供・相談対応

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

平成29年度鳥取県立高等学校入学者選抜を実施する。

2 事業内容

。入試問題の作'成

0入試実施事務
実施要項、入学志願書等関係書類の作成・印刷

平成29年度版高校ガイド(高校入試パンフレット)の作成
O県立高校入試改善専門委員会の開催
0全国入試改善協議会等への派遣

3 これまでの取組状況、改善点
問題作成、入試事務について、毎年度見直しを行うとともに、入試実施のための所要の経費を措置

することにより、「鳥取県立高等学校入学者選抜」の適正かつ円滑な実施を図るとともに、転入学及

び編入学に関する最新の情報を常時提供している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線 :7916)
5回 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

(新)主権者教育推

進事業 1. 000 。1. 000 1. 000 

トータルコスト 2， 560千円(前年度O千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 指導助国・連絡調整、企画・事業実施
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
公職選挙法等の一部改正により平成28年度の国政選挙から選挙権年齢が満18歳以上に引き下げ
られることに伴い、主権者として求められる力を育成するため、系統的・計画的な指導計画を
学校が立案し、各教科唯進等すにるお。いて具体的かつ実践的な教育活動を行うにあたり、必要な研修を
実施する等の取組を推

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

模擬選挙又は模擬投票の実 100 県選挙管理委員会等と連携して、全ての県立品等学
施 校で模擬選挙又は国政選挙と連動した模擬投票を実

施する。
(新)全国規模の主権者教 720 エキスバ ト教員、指導主事等を主権者教育の充実
育研修への教員派遣 のための全国セミナ一等へ派遣し、各学校で教員研

修を実施する。
(新)主権者!教育に係る意 180 -主権者教育担当者による意見交換会の実施
見交換会の開催 -県外研修報告や研究授業等の実践報告会の実施

合計 1. 000 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年 米子実施西品等学校で、第23回参議院議員通常選挙を題材にした模擬投票
7月 を
平成26年 日本国憲法の改正手続に関する法律の 部を改正する法律が公布・施
6月20日 t'丁-

-年齢満18年以上満20年未満の者が国政選挙に参加できるよう、必
要な法制上の措置を講ずるとととされた。
-また、衆議院及び、参議院の憲法審査会における付帯決議ピおいて、
学校教育における憲法教育等の充実を図るとととされた。

平成27年 鳥取県選挙管理委員会及び鳥取県明るい選挙推進協議会から、県内の
4月1日 小学校・中学校・高等学校へ選挙出前講座の実施について通知を発出
6月2日 鳥取県教育委員会事務局高等学校課から、すべての県立品等学校に対

し、主権者教育の充実を図るため、模擬選挙につながる取組を実施す
るよう通知を発出

7月28日 文部科学省及び総務省から、県教育委員会及び各学校へ公職選挙法の
一部を改正する法律の公布に伴う主権者教育等の充実について依頼を
発出

9月29日 文部科学省から、県教育委員会及び各学校へ品等学校等の生徒向け則
教材「私たちが拓く日本の未来j等の公表について依頼を発出

10月29日 ，文部科学省から、県教育委員会へ高等学校等における政治的教養の教
育と高等学校等の生徒による政治的活動等について通知を発出

12月17日 文部科学省及び総務省から、県教育委員会及ひ、各学校へ両校生に対す
る政治や選挙等に関する指導の充実について依頼を発出
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線 :7916)
5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比・較
M 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

未来を拓く学力向 (錯収入)

上事業 9， 244 11.019 ム1.775 523 8， 721 

トータルコスト 27， 959千円(前年度29，655千円) [正職員:2.4人]
主な業務内容 研修企画・実施、指導助言・連絡調整
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
学校の枠を超えた連携を深め、教員同士が協働して教科指導力の向上に取り組むことにより、
各教科等における授業改善を一層進める。
また、生徒同士が切磁琢磨しながら、進路実現に向けて学習意欲を高め、学力の向上を図る。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

学校連携チャレンジ・サポ ト事業 6， 000 学校の枠を超えた県全体の学力向上や知的好
奇心アップにつながる取組
<6校7事業〉 L 

商業教育フォーラム、 3校合同難関大学対策
講座、 1年生難関校志望者学習研修、地域創
造ハイスクールサミット、科学を創造する人
財育成事業、マンガの描き方講習会、中高大
連携小編成バンド活性化事業

エキスパート教員育成事業 675 県外先進校や全国規模の研究発表大会等への
派遣、授業研究等の相互研修、研修の成果と
課題についての発表会 〈対象:5人〉

高校生理数課題研究等発表会 334 数学、理科に関する探究活動を推進するため
の理数系の優秀研究の発表会

「科学の甲子園」鳥取県大会 1. 228 「科学の甲子園」全国大会出場をかけた科学
(科学技術振興機構(JST)1/2助成) の競技会。優勝チームを対象にした「強化セ

ミナー」を実施する。

専門高校活動成果発表会 1， 007 全ての専門高校における特色ある取組や活動
成果のプレゼンテーション大会の開催

合計 9，244 

3 これまでの取組状況、改善点
-教員及び生徒が学校の枠を超えて切礎琢磨する機会が大幅に増加し、教員の授業改革の意
識や生徒の学習意欲が高まった。
-平成 22~26 年度のエキスパート教員育成事業参加教員(延べ 7 6名)のうち22名が
エキスパート教員に認定された。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費・

1項教育総務費
5日 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
M 
国庫支出金

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

県立高校土曜授業等

実施事業 6， 000 4，000 2，000 6， 000 

トータルコスト 6，000千円(前年度 4，000千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 企画、講師依頼

工程表の政策目標l指標l 学力向上の推進
事業内容の説明〆

事業の概要
土曜日において、生徒にこれまで以上に豊かな教育環境を提供しィその成長を支えるため、
土曜授業の実施に取り組むとともに、土曜日の特性を活かして、学校と地域が連携した多様な
学習や体験活動等の機会の充実に取り組む。

2 事業内容
(1)土曜授業実施校への支援(定数)
土曜授業を実施する県立高等学校に対し、授業の実施に必要となる教職員の配置を行う。
実施校:県立高等学校 1校
回 数:月 2回程度(土曜日の午前中に実施)
土曜授業対応教員:3人(平成28年度まで)
養護担当非常勤職員・授業を行う土曜日のみ養護担当非常勤職員を配置し、生徒の突

発的なケガや病気に対応

(2)土曜授業等実施校への支援
地域の多様な経験や技能を持つ人材や、企業・関係機関等と連携し、土曜日の利点を活か
した教育活動をモデル的に行う県立高等学校に対し、必要な経費を支援する。
実施校:県立高等学校 11校程度 実施事業:19事業
※土曜日等を活用しての学力向上等のための学習会等は全ての県立高等学校で実施

[活動例]
-地域の自然を活用した体験活動
-地域学習を兼ねた地元を探究する活動
-地元大学生等を活用した土曜学習会
-大学に対する理解を深め、進路意識を向上させる取組 等

[経費]
土曜授業等実施校への支援費
6，000千円

ノ

(講師謝礼、旅費、材料費、保険料、パス{昔上代等)

3 これまでの取組状況、改善点
-平成27年度は9校17事業で実施しており、土曜日等に、地域と連携した取組や自然を探究
する取組など特色ある教育活動を実施することで、生徒の学びを深めることに成功してい

る。

-今後は、土曜日等を活用した多様な教育活動について、全県立高校での実施を目指してい

きたい。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
員才

国庫支出金

源

起債

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

鳥取発!両校生グロ (諸収入)

ーパルチャレンジ 13. 365 17. 654 ム4.289 3. 937 1. 200 8. 228 
事業

トータルコスト 18. 824千円(前年度 23.090千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 事業実施、海外派遣企画、研修

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進、社会の進展1;:対応できる教育の推進
事業内容の説明

1 事業の概要
園内企業(県内企業を含む)の海外進出や外国人雇用、あるいは英語の社内公用語化などの

グローパル社会の到来を迎え、グローパル化に対応できるよう留学などの海外体験を通じて、

柔軟な思考力や豊かな表現カを持ち、国際社会で活躍する人材を育成する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

世界で学ぶl高校生 6. 015 大学進学や就職を前にした局校生を海外に派遣し、世界に目を
海外体験推進事業 向けた将来展望をもった生徒を育成

-派遣先:韓国、シンガポール、ニュージーランド

-派遣人数:17人程度(1/2本人負担)
局校生海外体験支援 2. 000 2~6週間程度の留学を希望する高校生l之助成

事業(短期留学) -助成額:往復運賃・滞在費用の112か20万円のいずれ
か低い額

-助成人数:10人
両校生海外留学支援 1. 200 1年程度の留学を希望する高校生に助成
事業 -助成額:往復運賃・滞在費用の上限30万円

-助成人数 :4人(国委託10/10: 2人、単県 :2人)
高等学校等海外派遣 3.000 各学校で実施する 2 週間~1 年未満の海外派遣プログフムに助

支援事業 成

-助成額.往復運賃・滞在費用の上限10万円
-助成人数:1校当たり10名、 3校(国委託10/10)

高校生英語弁論大会 272 英語学習の総合的な成果発表の場として開催
高校生海外留学・海 97 留学説明会及び留学経験者との意見交換会
外体験説明会 (国委託10/10)
海外勤務者派遣事業 240 海外勤務経験者による講演会や座談会を開催し、海外進出を目

指す人財を育成(国委託10/10)
(新)高校生英語プ 541 英語プレゼンァーションの手法を学び、成果発表の場を設定す
レゼンテーションカ る。

育成事業

合計 13， 365 
3 」れまでの取組状況、改善点
-高校生海外留学・海外派遣説明会に参加する生徒は増加傾向にある。

-留学を考えている生徒・保護者も一定数あり、留学等説明会に参加して留学を決めた生徒が

いるなど、海外に目を向けるきっかけとなっている。

区分 日22 H23 H24 H25 H26 H27 
高校生海外留学・海外派 47人 49人 7 2人 77人 49人 4 0，、
遣説明会参加生徒数

留学者数 4人 3人 4人 5人 4人 3人
旧27.10) 
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

較tt 前年度

14， 542 

事業の概要
新学習指導要領の全面実施に向け、教員の指導力向上と、小・中・高それぞれの段階の学習
到達目標の設定とその実現状況を把握管理する。
また、グローバル化に対応した教育環境づ去りのモデルとして、小中高が連携した英語教育
の強化地域を指定し、先導的な英語教育を推進する。

新学留指導要領実施スケジ::r.-'!I 

麟盟輯

これまでの取組状況、改善点
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

グローバル・リーダ (緒収ス)

一育成事業 12， 938 16， 794 ム3，856 10， 004 2， 006 928 

トータルコスト 12， 938千円(前年度 16，794千円) [非常勤職員:2.0人]
主な業務内容 関係機関との調整、スーパーグローバルハイスクールの運営支援

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
将来様々な分野において国際的に活躍できるグローバル・リーダーを高等学校段階から育成

するため、国事業を活用して、圏内外の大学や企業、国際機関等と連携を図り、英語を使う機

会の飛躍的増加、先進的な人文科学・社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等を

指定し、質の高いカリキュラムの開発・実践や体制整備を支援する。

(指定校:県立高等学校1校、指定期間:5年間)

2 事業内容
[指定校の具体的な取組内容(例)1 
-園内の大学と連携した人文科学、社会科学系科目の設置(教育課程の特例化)

-上記の科目の「外国人教師」による授業実施

-圏内の大学と連携した協同研究

-海外の高校と双方向通信による交流活動や合同授業

-海外の高校・大学への訪問

(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

非常勤職員の配置 2， 037 外国人教員 l名
事務補助 1名

運営指導委員会 80 外部有識者等を交えた、運営指導委員会の開催
園内研修 1， 474 研修講師謝礼、旅費
国外研修 6， 247 事前調査、生徒・教職員派遣費
情報端末リース料 895 ICTを活用した授業実施のためのタブレット端末リース等
事務費 2， 205 報告書印刷、図書購入費等

合計 12， 938 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成27年度、鳥取商高等学校がSGB校に指定され、豪州アデレード大学での研修に生
徒 12名が訪問するともに、鳥取大学、鳥取環境大学及び研究機関で研究に携わる研究者
等を講師として招き、生徒の研究の内容や手法、及び教員の指導について助言を受けてい

る。

-情報端末を十分活用し、教科授業における集団活動、討論などの協調的・協同的学習の手

法によって、生徒の相互理解能力や論理的思考力・情報活用能力の育成が促進されている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
l項教育総務費
5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 

国庫支出金

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
外国語教育改善指導 日置収入)

費 127，263 127， 990 ム727 465 126， 798 

トータルコスト 172，491千円(前年度 173，027千円)[正職員:5.8人、非常勤職員:26.0人]
主な業務内容 任命、報酬|等支払、授業実施、研修派遣

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進
事業内容の説明
事業の概要
グローバル化が進展した現代社会において必要となる外国語教育の充実を図るため、県立高校に語

学指導等を行う外国語指導助手 (ALT)を配置する。
また、英語担当教員の指導力向上を図るため、教員を英語圏に長期間派遣し研修を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

外国語指導助 126， 063 文部科学省・外務省・総務省3省の「語学指導等を行う外国青年招致
手 (ALT) 事業 (JE Tプログラム)計画Jに基づき外国語指導助手を配置
の配置 区分 H27 H28 配置の考え方

英語 23人 24人 -全日制高校のうち21校(全22校中)に原
則1名ずつ配置
-スーパーグローバルハイスクール指定に
より生徒の英語運用力向上に取り組んで
いる学校(鳥取西高校)に1人加配
-探究文科コーヌで英語教育を重視してい
る学校(八頭高校)に1人加配
-英語による授業改革の強化と定時制での
英語指導の強化に取り組んでいる学校
(米子東高校)にl人加配

中国語 l人 0人 CH27は青谷高校への配置)

韓国語 2人 2人 -米子高校、境高校(西部地区の拠点校)

言十 26人 26人

日本人英語担 1， 200 高校の英語担当教員を英語圏の大学・研究所等へ派遣
当教員の海外 . 2か月派遣:1人 [Hn・2人]
派遣

合計 127，263 

3 これまでの取組状況、改善点
-学習指導要領改訂により、英会話スピーチ、プレゼンテーション等「話すことjや、エッセーや

意見文等「書くことJの評価が必要になり、外国語指導助手の役割が大きくなっていることから、
外国語指導助手(英語)を平成27年度から2名、平成28年度からさらにl名増員している。
-英語の授業を英語で行うことが基本となり、各学校では外国語指導助手を活用した、相互理解能

カ育成の取組が進んでいる。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5日 教育振興費

事業名 l本年度1前年度
鳥取県版キャリア教 l
育推進事業

事業内容の説明
1 事業の概要

高等学校課(内線 :7916)
(単ι止血
ミ備考

生徒一人ひとりが、将来、社会的に自立していくために、必要かつ基盤となる能力や態度を育

てるためのキャリア教育を全ての県立高校で実施し、夢や希望に向かつて果敢にチャレンジし、

将来の日本や鳥取県に貢献する気概のある生徒を育成する。

2 事業内容

s:一ヲ子
県キャリア教育推進
会議

地域の産業界と学校
のネットワーク会議

キャリア塾

r =f-'ャリアプランニ
ングスーパーパイザ
ー」配置

「キャリア教育推進
協力企業」認定制度

5， 679 

1， 260 

合計 I 14. 897 

3 これまでの取組状況、改善点

ロヂラ瓦を夜

・各高校では、各教科の授業、総合的な学習の時間、特別活動等の時間を活用して、キャリア教

育を実施してきでいる。

-また、県教育委員会では、平成25年度からキャリア教育推進会議を開催し、普通科あ含めた
高校のキャリア教育の在り方について検討するとともに、専門高校 (9校)では、「学校と地
域のネットワーク会議」を開催し、企業からの意見を参考に、授業や教育環境を改善したり、

全県立高校 (24校)で、地域、企業、卒業生等の社会人を招き、各学年の発達段階に応じた
講演会等を実施している。

・近年、就職率(県内就職者も増加)も上がっており、一定の成果は出ている反面、新規高卒就

職者の早期離職率が他県に比べて若干高い傾向にあるロ
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10款教育費
l項教育総務費

5目教育振興費

Rオ
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

高等学校課(内線 :7916)
(単位・千円)

源 内 訳

備考

起債 その他 一般財源

外部人財活用事業 6. 150 6. 524 ム374 6. 150 

トータルコスト 25. 645千円〈前年度 25.937千円) [正職員:2. 5人]
主な業務内容 指導助言・連絡調整、企画立案・講師招璃、授業内容打ち合わせ、授業実施

工程表の政策目標(指標i 学力向上の推進、市町村、園、両等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
事業内容の説明

事業の概要

地域社会と連携した高等学校教育を推進するため、先端技術や各教科に関する専門分野の優

れた知識・技能を有する一般の社会人や大学教員を、各教科の一部の領域を教授する講師とし

て招聴する。

2 事業内容 (単位.千円< I 
区分 予算額 事業内容

社会人講師活用事 5. 521 次の分類により一般の社会人を招轄する。
業 -教科・科目(先端技術、専門分野の優れた知識・技能、「産

業社会と人間J)に係る講師

. r総合的な学習の時間」に係る講師
-特別社会人講師(日野高等学校音楽系列)

県立高校・大学教 629 「鳥取大学及び鳥取環境大学と鳥取県立高等学校教員の相互派
員交流事業 遣に関する協定」に基づき、それぞれの大学の教員を県立高等

学校に招聴する。(鳥取大学:H1 2~、鳥取環境大学:日
1 3~) 

大学名 H28予定校数
鳥取大学 8校
鳥取環境大学 5校

合計 日.150 

3 これまでの取組状況、改善点
-社会人講師活用事業では、教員が、専門技術や専門分野の優れた知識や技能を有する者とー

緒に授業構成を考え、授業を実践することで、より高次の指導内容や効果的な授業展開への

意識を深め、授業力の向上につながっている。

-高大連携事業では、教員が、大学教員による大学での授業内容や最先端の学問・研究内容の

講義に触れることで、高校と大学の学びの連続性を意識した授業づくりに役立つている。

〔社会人講師活用事業の実施状況〕

H25:22校延べ81 8時間
H26:22校延べ805時間
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10款教育費
1項教育総務費

5日 教育振興費
目オ

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

高等学校課(内線:7 9 16) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

キャリア発達支援

事業 4，898 5， 855 ム957 4，898 

トータルコスト 10，357千円(前年度 11.291千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 技能表彰、生徒引率、指導助言・連絡調整

工程表の政策目標備標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
生徒が自分の将来に明確な目標を持ち、社会人・職業人として自立していけるように、社会
のニーズ等を踏まえ、生徒一人ひとりの特性に応じた進路指導の改善や資格取得の促進を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
資格取得支援 4，282 -介護福祉士養成研修

実施校境港総合技術
-介護職員初任者研修
実施校岩美、米子、境港総合技術、日野
取得者数 H26実績 73名
H27 (見込) 70名

-鳥取県福祉ヘルプメイト認定制度
地域社会や福祉施設等での活動に積極的に参加する生徒
に対する「鳥取県福祉ヘルプメイト資格」の認定
-職業教育技術顕彰
職業教育に関する資格取得者や各種大会等の成績優秀者
を表彰し、職業教育への学習意欲を喚起する。

農業後継者育成支援 546 -県外先進:農地を農希家望への留学研修
将来就 望する生徒を県外の先進農家に派遣し、就
農体験を通じて資質の向上を図る。(広島県への派遣)

就職環境の整備 70 -就進職路支指援導相の談充員実(キャリアアドバイザ )の配置(定数)
や求人開拓等を行うため、民間企業での

豊富な経験を有する者を就職支援相談員として配置。(専
門高校・総合学科高校を中心に17校19課程に17名聞置)
-就職問題検討会議
経済団体・学校・行政の代表者により構成し、新規高卒
者の地域の実情に応じた応募方法の在り方等を取り決め
る。
-進路指導研究協議会
県内企業経営者から企業経営や人材育成の在り方を学ぶ。

合計 4， 898 

3 これまでの取組状況、改善点
-介護福祉士養成研修について、境港総合技術高校では、 3年連続国家資格合格率100%
を達成し、全国にも誇れる学校である。生徒は、国家試験に向けて学習意欲が向上すると
ともに、地域の福祉を担う人材としての意識も高まっている。また、地域から福祉の担い
手としての期待も高く、資格取得促進を継続して実施する必要がある。

-県外先進地農家への留学研修については、就農意欲の高揚と資質の向上に寄与している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 
国庫支出金

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

特例教育課程による

地域研究事業(教育 1. 855 1. 993 ム138 1， 855 
研究開発事業)

トータJレコスト 3，415千円(前年度 3，546千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 特例教育課程の編成・実施

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要

教育課程の改善に資する実証的資料を得るため、県立高校1校を文部科学省「教育研究開発
事業」の研究開発学校に指定し、現行の学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を認め

ることにより、新しい教育課程、指導方法について、研究開発を行う。(国委託10/10)
※指定校:岩美高等学校 (H25~H28 : 4年間)

2 事業内容
0高校生として地域に貢献する活動を通じて、将来の地域を支える人材を育成するための地
域の教材化と、それをもとにした普通科としてのキャリア教育の指導に関する研究開発

0必履修科目である「科学と人間生活」に代えて、「山陰海岸ジオパークJを扱う学校設定科
自の設置

0ジオパーク関連産業へのインターンシッブ等、新しいキャリア教育関連事業の計画の作成
-実行

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年度から特例教育課程を実施し、学校設定科目「ジオパーク IJを実施するととも
に、最終年度に向けた取組をl順次実施しており、地域特性を生かした教材の開発、地域に直結
した実習の取組等3年間を見通したキャリア教育の新しいカリキュラムの開発を行っている。
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10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

事業名

定時制通信制教育

振興費

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標l指標)
事業内容の説明

事業の概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

1，489 1， 376 113 

高等学校課(内線:7929) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

1， 489 

3，828千円(前年度 3，706千円) [正職員:O. 3人]
教科書等購入代金給付、申請書審査・補助金の支払い、指導助田、報償費支

給

学力向上の推進

経済的に困窮しているため就業し家計を支えている生徒や、不登校などの悩みを抱えた生徒

が在籍している定時制課程及び通信制課程の教育の振興を図る。、

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

教科書等給付費 498 定時制課程及び通信市j課程に在学する生徒のうち、一定の条件を
満たす者に対し、教科書及び学習書の購入費を支援する。

鳥取県高等学校 170 鳥取県高等学校定時制通信制教育振興会に対して、活動費の一部
定時制通信制教 を助成する。

育振興会への補

劫

県立学校通信教 821 面接指導及び添削指導に従事した通信添削指導員に対して、実績
育指導員に係る に応じて報償費を支給する。

報償費の支給

合計 1，489 

3 これまでの取組状況、改善点
<教科書等の給付実績 (H26)> 

区分 人数 一人あたり冊数

定時制(教科書) 延べ26人 8. 0冊
通信制(教科書) 延べ10人 7. 5冊
通信制(学習書) 延べ10人 3. 9冊
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10款教育費
l項教育総務費

5目教育振興費

事業名

中学校のための高

等学校理解促進事

業

トータルコスト
主な業務内容

工程衰の政策目標(指標l
事業内容の説明

1 事業の概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

1. 000 1. 000 。

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 般財源

1. 000 

1. 780千円(前年度1.777千円) [正職員:O. 1人]
中学校との連絡調楚、指導資料作成

学力向上の推進

中学生や保護者及び中学校の教員等の高等学校に対する理解促進を図るため、参観週間等の

実施や進路指導資料の作成・配布を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

進路指導資料「輝 1. 000 各高等学校の特色や教育内容、学校生活について理解の促
けl夢Jの作成 進を図るとともに、中学生の主体的な進路選択に役立てる

ため、各高等学校の概要を紹介した資料を、県内すべての

中学校(中学部) 2年生に配布する。

※学校裁量予算を活用し、各学校では、高等学校体験入学(夏季休業中)や高等学校参観週間

(7月-9月)を実施している。

3 これまでの取組状況、改善点
「輝け!夢Jは、中学校2年生全員に配付し、各中学校での進路指導に活用されている。「輝
け!夢」を活用する乙とで、 3年生の際の高校での体験入学や入学前授業参観に、中学生が主
体的に参加することにつながり、適切な学校選択の一助となっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

M 
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

高等学校課(内線 :7917)
(単位千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

文化芸術活動支援事

業 34，675 49， 971 ム15，296 34， 675 

トータJレコスト 37， 014千円(前年度 52，301千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 指導助言・連絡調整、補助金審査・支払い

工程表の政策目標(指標) 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

1 事業の概要
文化部活動を活性化し、文化芸術活動に対する機運を高めるとともに、文化芸術活動の継承

者を育成する。

平成27年11月に開催した「近・充畿実高を等図学る校た総め合、文化祭鳥取大会」の成果を維持・継続し、鳥取
県の高校の文化部活動の発展 日々の部活動の環境を整える。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
文化部校外・合同練習会等 2， 901 校外の施設を使用して練習する必要のある部門や県
支援事業 外大会等に複数校で参加する部門に対して、練習の

機会を確保する。

備品整備事業 6， 000 大会等での発表や日常の練習に必要な用具が不足し
ている学校に対し、用具等を整備する。

-郷土芸能に係る備品整備
-楽器整備
その他の備品整備

県高等学校文化連盟助成 22， 074 県高等学校文化連盟に対する経費の 部を補助す
る。

-全国高等学校総合文化祭派遣費補助

-近畿高等学校総合文化祭派遣費補助
-鳥取県高等学校総合文化祭開催費補助

文化部パワ アップ事業 3， 700 平成27年度に開催した「近畿品等学校総合文化祭鳥
取大会」の成果を維持・継続し、文化部活動のレベ

ルアップを図るため、県高等学校文化連盟に経費を
補助する。

-県外の優秀指導者による生徒への指導や合同

練習会

-全国水準の指導者研修への派遣
合計 34， 675 

3 これまでの取組状況、改善点
-近畿高等学校総合文化祭の開催準備及び運営を通じて顧問及び生徒の多様な力を引き出す

ことができた。

-また、文化部パワーアッフ事業を通じて、顧問には優秀な指導者の指導実践を観る機会や

技術向上のための研修を受ける機会を提供し、生徒にはより質の高い指導を受ける機会を

提供できた。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7 9 1 7) 

(単位:千円)5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

高校生まんが・メ

ディア芸術活動事 5， 498 9， 298 .6.3， 800 5，498 
業

トータルコスト 6， 278千円(前年度 9，298千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 講習会等企画実施、作品集等作成補助、情報発信業務

工程表の政策目標(指標) 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

事業の概要

高校生「まんが王国とっとり」応援団の活動成果の維持・発展を目指し、平成27年度の「近畿高
等学校総合文化祭鳥取大会」のまんが部門開催を契機に設置される県高等学校文化連盟「まんが専

門部」の活動を支援するため、県高等学校文化連盟に補助する。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 事業内容

まんが制作力向上ワークシヨツ 1， 369 専門家による技術指導や作品の講評

プ

高校生まんが展 394 特定のァーマに沿った募集作品の展示及び作品
集の制作

まんが甲子園参加支援 240 両知県で開催されるまんが甲子園本選への出
場(参加)

韓国高校生との交流 1. 036 江原アニメーション高校の生徒とまんが専門
部生徒との交流

高文連へのコーディネーター1 2，459 高文連まんが専門部の体制づくり及び活動推
名の配置 進

-加盟校同士の関係構築と活動の推進

-加盟校に出向いてのまんが制作指導

合計 5， 498 

3 これまでの取組状況、改善点

• w高校生「まんが王国とっとり」応援団』の活動を通じての学校を超えた交流や近畿高等学校総

合文化祭開催により、生徒の相互理解能力や社交性、企画力・実行力が高まっている。

-まんがを描く力が上達するようなプログラムを参加・体験型の講習会の中心に据えるとともに、

積極的に参加してもら・うような工夫や、生徒の創作意欲を高め達成感を持たせる仕掛け作りを心

がけて企画、運営をしている。

-参加・体験型講習会参加者の意欲は高〈、技術も大きく向上している。平成27度は「まんが甲子
園」で13年ぶりに本選出場を果たす参加校も出た。また、 3年間積極的に活動した参加者の作品
の完成度は高く、関連する上級学校への進学を目指す生徒が出てきている。

-参加校が地域や地元企業からの制作依頼を受けるようにもなってきており、地域活性化にも寄与

している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5回 教育振興費

事業名

未来につなぐ高校

生活支援事業

トータルコスト

財
本年度 前年度 比較

国庫支出金

9. 148 11.211 ム2.063 

高等学校課(内線 :7916)
(単位・千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

9. 148 

19. 285千円(前年度 21.306千円) [正職員:1.3人]
主な業務内容 生徒への周知、指導助昌、研修会開催、関係実施機関との日程等調整

工程表の政策目標(指標) 社会全体で取り組む教育の推進、学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育

の推進、豊かな人間性・社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

未来を担う高校生の学校生活を支援するため、以下の取組を行う。

くとっとり夢プロジェクト事業>

創造力とチャレンジ精神を持った高校生の自由な発想での主体的な企画・活動を支援す

ることにより、高校生の自主性や個性を伸ばすとともに、学校や地域の活性化につなげる。

<いじめ問題支援事業>

学校でのいじめや不登校が全国的に問題になっており、初期段階でその兆候を見つける

「未然防止」及び「早期発見・早期対応」が求められている。そのために、心理検査の実

施により、学校内での人間関係を客観的に把握し、生徒一人ひとりへの適切な対応を図る。

<高校生マナーアップ推進事業>

高校生の社会の一員としての望ましい在り方・生き方の自覚を高め、高校生の規範意識

の向上を図るため、大人が手本となり、県民全体で高校生を見守り育てる運動を展開する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
とっとり夢プロジェク 2. 000 0支援対象・県内の高校、特別支援学校高等部及び品等専門学
ト事業 校に在籍する個人文はグループで行う自主的な活動

(対象となる活動)
-学校の枠を超えて他の生徒の模範や励みとなり、学校の活
性化に資する活動
-学年、学校、校種等既存の枠を超えた創意工夫あふれる活
動

いじめ問題支援事業 7. 048 0心理検査 (hyper-QU)を活用した生徒の状況把握
全県立高校でhyper-QUを年2回実施
く対象〉 全日制l、2年生 (2年生の実施は年l回)

定時制 1~3 年生
0教職員の研修
-心理検査結果の分析や活用に関する研修の実施
-生徒指導等に関するガイドライン等の周知に関する研修の
実施

高校生マナーアップ推 100 or高校生マナーアップさわやか運動」の実施(年2回)
進事業 'JR駅周辺及び各高等学校校門付近における、あいさ

つ運動・マナーアップ呼びかけ
-列車乗車による乗車マナー指導
-各高等学校付近及び主な通学路における自転車乗車指
導

合計 9. 148 

3 これまでの取組状況、改善点

-とっとり夢プロジェクト事業は、いずれの企画も自由で創造的であり、高校生の夢を実現

する意欲や個性・創造力の伸長につながっている。

-いじめ問題支援事業は、研修会に参加した教職員が研修内容を校内で広め、生徒への何気

ない声かけや面接回数が増えてきている。また、担任以外の教職員も検査結果を活用しょ

うとする積極的な姿勢も増えている。

-高校生マナーアップ推進事業は、活動が定着してきたこともあり、高校生はもとより、地

域住民に意識啓発の機会として受け止められてきている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課 f内線 :7916)
5目 教育振目

事 業 名 本年度 前年度 比較 玉
自己理解・他者理解
アプローチ事業 4，937 3， 710 1， 227 4，937 

トータルコスト 31. 450千円(前年度29.335千円) [正職員:3.4人]
主な業務内容 学校支援、ネットワーク構築
工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実
事業内容の説明

事業の概要
県立高校3校を特別な支援を必要とする生徒を支援していくための「リーダー校」援とのし充、「霞
等学校特別支援コーディネーター」を配置して、障がい等のある生徒への指導・支 実を
図る。また、リーダー校以外の21校を「アプローチ校」として、リーダー校等の助言を受け、
当該校特別支援教育担当者を核として支援の充実を図る。

2 事業内容
(単位:千円)

I玄介 予算

アリープタローー校チ校と リーらのグ要ー請校にの応高等じて学、校発特事達別障支が業援いコ教内ー育ア察拠イ点ネやー タ が、と県連内携高し校、
500 か 関係機関

の連携 当該校の指導・支援に協力・助言等を行う。

※発白兎達養障がい教育拠点
護学校、倉吉養護学校、県立米子養護学校

自己理解・他 生徒対象の講演や研修を実施し、生徒が自分自身を理解し、発
者理解のため 1， 334 達障がい等をはじめとする自分と異なる他者への理解を進め
の生徒対象研 る。
修 例)人権教育謀、子ども発達支援課の講師派遣事業を活用

した講演、障がいのある児童生徒等との交流及び共同学習、
作業体験、ボランティア活動

自立カアップ 各学校において特別支援学校、若者サポ トスァ ションなど
プロジェクト 2， 324 の関係機関と連携し、学校の状況に応じて障がいのある生徒等
(自立活動等 の自立のために必要な力を定着するための実践研究を進める。
の研究) 例)・個別の指導計画を作成し、自立活動の指導・支援

-スクールカウンセラーや専門家と連携し、心理検査を活
用した自己理解を促進
-基礎学力定着や社会的スキル定着のための指導・支援

鳥取県高等学 0リ ダ校コ ディネタ の研究協議及びスキルアップ研
校特別支援教 737 修(年3回)
育研修 。子ども発達支援課と合同開催の特別支援教育に関する研修(年

2回)
(新)ゴ アJ コ ディネ タ や内地留学研修により発達障がい等に関する
ィネーター及 42 専門性を高めた教員(過去5年間に派遣した者)等を対象とす
び研修派遣者 る情報交換や支援に係る研究協議等(年2回/隔年実施:平成2
等フォローア 7年度は朱実施)
ップ研修
合計 4. 937 

3 これまでの取組状況、改善点
-生徒の学校生活の視察、ケース会議への出席、支援・指導の相談など、発達障がい教育拠点
である特別支援学校と各地区高校との連携が深まり、特別支援学校の専門的な知識や支援な
どが各校に活かされてきた。
-各高校同士の情報交換などの連携が進み、他校で成功している支援の取組などが共有できつ
つある。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7786) 
5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

タブレット端末de
授業改革推進事業 670 940 ム270 670 

トータJ)〆コスト 2. 230千円(前年度940千円) [IE職員:O. 2人]
主な業務内容 学習定着指導
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、人的、物的な教育資源の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
基礎的な学力の習得が不十分な生徒に対し、学校独自の基礎科目(学び直し)を設定し、タブ
レット端末を活用しながら、学習及び学カの定着指導を行うなど、 ICT機器を活用した授業
改革の推進を図る。

2 事業内容
0モデル校1校を指定し、学校独自で設定した基礎科目の授業において、小中学校の学力を補
うために、学習の一部をデジタル化し、ドリル形式の独自作成問題をタブレット型端末のア
プリケーションソフトに乗せ、生徒の学習レベルにあった問題を教材に用いて振り返り学習
を行う。
※モデル校:智頭農林高校
※特別な支援を要する生徒がいる学校、特別支援学校等と連携

0上記の取組を含め、タブレット端末を導入している学校において ICT機器を活用して、効
果的な授業の実践に取り組み、その成果を全県に広める。

〆

(単位:千円)
区分 予算額 事業内容

ICT学び直しプ 670 学び直しドリルアプリフイセンス等使用料
ロジェクト
ICT学びの充実 推進リーダー5名程度を中核とした各高校でのタブレッ
プロジェクト (アクティ ト端末を活用した効果的な授業を実施する。

ブラーニン
グ推進事業

A を活用)

3 これまでの取組状況、改善点
-智頭農林高校では、学校設定科目「マルチベーシック」を導入し、小中学校時の学習内容を
振り返りながら基礎学力を伸ばし、学ぶ喜びを実感させることで学習意欲を引き出す取組を

行っている。
-今後は、学び直しドリルアプリを活用し、確かな学力の定着と、深い学びへの到達を目指すロ

-119-



平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線:7 5 1 7) 
6目 教育財産管理費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
st 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

倉吉農業高等学校 国櫨収入}

演習林活用事業 10， 136 8， 317 1， 819 3， 400 4， 871 1， 865 

トータルコスト 11， 696千円(前年度9，094千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 委託契約、検討会実施
工程表の政策目標[指標) 豊かな人間性、社会性を育む教育の推進、特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

1 事業の概要
近年、手入れが十分できていなかった倉吉農業高等学校の演習林(約110ha)について、計
画的に間伐等の整備を行うとともに、学校教育活動のみならず、広く「県民の森」としての利
活用を行う。

2 事業内容
(単位:千円)

区 分 予算額 事業内容
演習林の間伐整備 9， 599 演習林のうち、スギ林を中心に約32ha部分について、森

林経営計画を作成し、間伐等の整備を行う。
(平成26年度~4年計画を想定)

演習林活用事業 537 演習林の教育的活用、地域住民や県民を対象とした利用に
(百年の森) ついて事業化し、社会教育の場としても積極的な利活用を

行うと同時に、林内の希少動植物の保護や森林の保全を図
ることで、地域貢献にも寄与する。

く活用例(想定)> 
-間伐体験研修
-地域・小学生との林業体験交流
-鳥獣対策とジビエ特産品化の学習
-自然の恵みを五感で体験等

計 10. 136 

【整備・活用スケジュール】

-------------"26 "27 I H28 I H29 H30- A 

、
〈 〉

間伐整備
、、 ， 
間信事業何年間) 次類整備横言書

森持活用
検討 間伐務部分から活周
〈 ;;.、、

晶、
~ 

3 これまでの取組状況、改善点

-大正5年の演習林設定以来、長年、倉吉農業高等学校生徒の林業実習の場としての役割を果た
してきたが、林業を学ぶ生徒が減っていく中で利用の機会も少なくなり、間伐など十分な管理
が出来ていない状況にあった。

-近年では、地道に同校と地域小学生との交流の場、「とっとり共生の森」としての利用など、
新たな取り組みを行いながら、有効的な活用策について検討を進めてきた。

-平成27年度からは、間伐作業の見学や間伐済部分での希少動物の調査・観察、森林ウォーキン
グ・キャンプ、ジビエ商品化学習の領域としてなど、活用を広げているところである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線 :7917)
4日 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

[終了]近畿高等
学校総合文化祭烏 。 40， 469 ム40，469 
取大会開催事業
トータルコスト 。千円(前年度63，764千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)
事業完了のため。

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7916) 
5目 教職振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
員才 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

[終了]指導方法
の改善に関する実 。 1， 708 ム1， 708 
践研究(教育課程
研究指定校事業)
トータルコスト 。千円(前年度1，708千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標[指標}

事業内容の説明

(終了理由)
研究委託期間が終了したため。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
1自 社会教育総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財
国庫支出金

(新)青少年ふるさ

社会教育課(内線:7520) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

とキャリア教育活性 352 。 352 352 
化事業

トータルコスト 4， 251千円(前年度O千円) [正職員:0.5人]
主な業務内容 補助金交付事務、交流会の企画・運営、市町村への助言等
工程表の政策目標(指標) 社会全体で取り組む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
高校生・青年層を対象とするふるさと教育、キャリア教育に取り組む社会教育関係団体(市
町村、公民館、子ども会、青年団等)の活動を補助することで、地域の青年層の活動を活性化
し、地域人材を育成する。

2 事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

ふるさとキャリア 300 高校生・青年層を対象とした地域のふるさと教育・キャリア
教育モデル事業 教育に取り組む社会教育団体(市町村、公民館、子ども会等)

を対象として人材育成等に要する活動経費の一部を助成す
る。
上限 100千円X3団体 (3か年)

ふるさとキャリア 52 モデル事業を実施する団体が集まり、県内団体の横のつなが
教育実践交流会事 りや学びあい、他団体の青年層との交流(青年団、子ども会
業 シニアリーダ一等)を目的とした実践交流会を開催する。

[実践交流会の内容例]
-実践発表、意見交流
-先輩に聞く
-地域づくりに係る参加体験型の講習会

合計 352 

3 これまでの取組状況、改善点
-市町村や各団体で、地域との連携を図る様々な取組がされてきたところであるが、高校生世
代になると地域(生まれ育ったまち・むら)との接点はほとんどなくなる。
-生まれ育った地域の魅力や課題への意識が高まらないまま、他地域への大学進学や就職等をし
てしまうことで、将来的にも地域から離れたままとなってしまう。
-地域の大人と協働し、高校生世代が活動できる環境づくりや、高校生世代のネットワーク化が
必要である。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

l自 社会教育総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

社会教育課(内線 :7519)

(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

(諸収入)

社会教育企画費 10， 332 10， 302 30 10 10，322 

トータルコスト 25， 148子円(前年度25，056千円) [正職員:1.9人、非常勤職員・1.0人]

主な業務内容 社会教育委員会議等の開催、関係先等との連絡調整等

工程表の施策目標(指標)社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

生涯学習・社会教育に係る課題解決のため、県民や市町村、実践者の意向をくみ上げた施策

立案、市町村・社会教育関係団体との連絡調整等を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事業内容

社会教育委員会議等の開催 686 社会教育に関する諸計画の立案等(委員 13名、年
3回開催)

生涯学習・社会教育関係指 180 生涯学習・社会教育について県域でリーダーとし
導者の県外研修派遣 ての活躍が期待できる人材を養成するため、県外

の各種研修・講座等に派遣する。

各種表彰選考委員会の開催 85 文部科学省が行う各種表彰について、選考委員会
を開催する。

市町村・社会教育関係団体 9， 381 市町村・社会教育関係団体等との連絡調整を行う。
等との連絡調整等

合計 10，332 

3 これまでの取組状況、改善点

社会教育指導者等研修派遣事業により、指導者の養成・資質向上を図っており、研修参加者

は、その後指導者として活動していただいている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
1目 社会教育総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

社会教育課(内線:7520) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
ケータイ・インター
ネット教育啓発推進 6， 355 6， 395 ム40 6， 355 
事業

トータJレコスト 13，373千円(前年度 11， 831千円) [正職員:O. 9人]
主な業務内容 協議会の企画・運営、フォーラム及び講座の開催

工程表の政策目標(指標ト 社会全体で取り組む教育の推進、社会の進展に対応できる教育の推進、 安全、安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要
ケータイ・スマホ・ゲーム機・音楽プレーヤー等のインターネット端末が急速に普及する中、
ネット犯罪やネット依存などが社会問題となっているため、保護者をはじめとする大人に対す
る、ケータイ(スマホ) ・インターネットとのより良い接し方についての教育啓発を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 甘品"

ケータイ・インター 1， 924 ①ケータイ・インターネット教育啓発推進協議会の開催
ネット教育啓発推進 メディアとの関わり方やケータイ・インターネット教育
協議会事業 啓発推進の方向性や施策について検討する。
(委託先:ケータイ・ ②電子メディアとの付き合い方フォーラム」の開催
インターネット教育 乳幼児の保護者、家庭教育支援関係者等を対象として、
啓発推進協議会) 乳幼児期からのメディアとの正しい付き合い方について、

広〈周知・啓発を行う。
③動画コンテンツの作成
ペアレンタルコントロール(年齢に合わせた電子メディ
アの機能制限)の設定手順をわかりやすく解説した動画コ
ンテンツを作成し、保護者等への啓発を図る。
④啓発リーフレット作成・配布(12月)
小学生、中学生及びその保護者向けに啓発パンフレット
を作成、配布する。
⑤「メディア 21: OOJ普及啓発
県PTA協議会と連携して全県への普及啓発を図る。

ケ タイ・インタ 2，703 ①鳥取県ケ タイ・インタ ネット教育推進員派遣
ネット教育啓発講師 (派遣実績:平成 26年度 119件、平成27年度 90件(12月
派遣事業 末まで)) 
(委託先:NPO法 'PTAや地域等で開催される学習会に講師を派遣する
人こども未来ネット ②鳥取県ケータイ・インターネット教育推教進育員推研進修員
ワーク) 「鳥取県ケータイ・インターネット Jのスキ

ルアップを図る研修会を実施する。 (地区別3回ずつ)
(推進員養成実績:122人(平成 27年度末見込)) 

ケータイ・インター 465 新聞広告による広報
ネット教育啓発広報
事業
(新)情報教育サボ 1， 263 情報教育サボタ を新設し、学校での情報モラル教育の支
ーター活用事業 援体制を強化する。

合計 6， 355 

3 これまでの取組状況、改善点
-ケータイ・インターネット教育啓発の推進について、携帯電話事業者やNPO法人と協働した
啓発活動は全国でも先進的な取組であり、ケータイ・インターネットの危険性について訴求す
ることができた。
-ケータイ・インターネット教育啓発講師派遣事業について、インターネットの利用状況や機器
などは日々変化・進化しているため、推進員には技能向上の研修が不可欠である。
-学校における情報モラル教育充実のために、専門性の高い地域人材の活用が必要である。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
l自 社会教育総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財
国庫支出金

社会教育課(内線:7520) 
(単位.千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 般財源
県市町村社会教育振
興事業 1， 126 2. 206 ム1， 080 1， 126 

トータルコスト 8，924千円(前年度8，418千円) [正職員:!. 0人]
主な業務内容 市町村との連絡調整、補助金交付事務、講習の開催等

工程表的政買目!I(指揮) 社会全体で取り組む教育の推進、生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の概要
県全体の社会教育の推進を図るため、地域づくり・人づくりの要となる市町村教育委員会事務
局の社会教育関係職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成を図る。

2 事業内容
区 分 予算額 事 業 内 ~ 

社会教育関係者研修 200 県・市町村・社会教育関係団体で組織する鳥取県社会教
(主催:鳥取県社会 育協議会の事業として、県と市町村が連携して各種研修
教育協議会) 会を実施し、社会教育関係者の人材育成を進める。

県・市町村社会教育 147 研修を通して、社会教育の推進における中核的役割を果
主事等研修会 たす社会教育主事等の役割を再確認するとともにその専

門性の向上(コーディネーター・ファシリテーター(進
行役)としての能力)を図る。
(対象)市町村の社会教育行政の中核職員
(内容)ネットワーク型行政の要としての社会教育主事の
あり方を学ぶ講演・演習

(新)広報スキルア 鳥取県広報 広報カを高めることで、多様な講座があることを「知つ

ップ研修 連絡協議会 てもらう」割合を増やし、各種講座等への参加を増やし
と連携 活性化に繋げる。

(対象)市町村、公民館、社会教育関係団体の広報担当
者

県・市町村合同研究 228 各市町村の生涯学習・社会教育の諸課題及び対応策につ
協議会の実施 いて、市町村教育長、担当職員等と協議する。

社会教育主事の養成 551 社会教育主事講習を鳥取県内で実施し、市町村教育委員
会事務局職員、公民館職員、教員等、教育関係者の社会
教育主事資格取得を支援する。

※「社会教育主事講習」
社会教育法第9条の5の規定及び社会教育主事講習等規
程に基づき、文部科学省から委嘱を受け、社会教育主事
となりうる資格を付与することを目的とした講習。

合計 1， 126 

3 これまでの取組状況、改善点
-社会教育を行う者の研修は県の役割であり、より充実した内容が求められている。
-社会教育主事講習は、市町村にとって貴重な社会教育主事養成の機会となり、平成27年度、県
-市町村の社会教育主事33名のうち 16名が本講習の受講生である。また、受講生のネットワ
ークも立ち上げられ、県内の社会教育に関する取組や情報発信も行われている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
1自 社会教育総務費
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事 業 名 本年度 前年度 比較
目才 源 内 訳

備考
起債 その他 ー般 ~1源

社会教育関係団体
/ 

による地域づくり 3， 810 6， 050 ム2，240 3， 810 
支援事業

トータルコスト 6， 929千円(前年度 9，156千円) [正職員:0: 4人]

主な業務内容 補助金交付事務、団体代の助言等

工程表の施策目標(指標)社会全体で取り組む教育の推進、家庭教育の充実

事業内容の説明

事業の概要
f 

社会教育関係団体の教育カを活用し、子どもたちを健やかに育む地域づくりを促進するとと
もに、社会教育関係団体の人材育成等に対して補助を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 甘~ 

社会教育関係 3， 810 全県的な組織を有し、県の施策に合致した活動を展開している公共性
団体支援事業 のある社会教育関係団体を対象として、人材育成等に要する活動経費

の一部を助成する。

助成先 金額

鳥取県連合青年団 755 

青少年団体 ガールスカウト鳥取県連盟 455 

日本ボーイスカウト鳥取連盟 457 

鳥取県子ども会育成連絡協議会 772 

1， 081 
成人団体 鳥取県連合婦人会

鳥取県連合婦人会 290 
(臨時)平成 28年度全園地域婦人団
体連絡協議会中国ブロック会議
(開催地:米子)

3 これまでの取組状況、改善点

-少子化や地縁関係の希薄化等により、各団体の会員数が減少し、財政的に厳しい状況が続いて
いるが、各団体とも目的に沿った取組をおおむね着実に実施してきでいる。
-核家族化、少子高齢化、地域的なつながりの希薄化等により、各家庭及び地域社会の教育カの

低下が指摘されているところであり、今後ますます社会教育関係団体の活動は貴重なものとな
っている。
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